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(57)【要約】
【課題】溶液を成膜することにより大気中で安定な電子
注入層を形成可能な電子注入性材料の他の選択肢を提供
し、該電子注入性材料を用いて、製造コストの低減が可
能であって、製造プロセスにおける安定性を確保可能な
、有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法及び該製造方法
により得られる有機ＥＬディスプレイ装置を提供する。
【解決手段】本発明の製造方法は、各画素に対応する複
数の陰極が形成された基板上に、電子注入性材料として
イオン性ポリマーを含む溶液を全画素に共通に塗布し、
成膜することにより電子注入層を形成する工程と、前記
電子注入層の表面に直接または他層を介して、画素パタ
ーンに対応した複数の発光層を形成する工程と、前記発
光層あるいは発光層と他の層とが順次に形成された基板
上に全画素に共通に陽極材料を成膜することにより陽極
を形成する工程とを含む。
【選択図】　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陽極及び陰極と、これら電極間に位置する発光層と、前記陰極と発光層の間に位置する
電子注入層を含む有機エレクトロルミネッセンス素子からなる複数の画素を有してなる有
機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方法であって、
　各画素に対応する複数の陰極が形成された基板の当該陰極上に、イオン性ポリマーを含
む溶液を塗布し、成膜することにより電子注入層を形成する工程と、
　前記電子注入層の上に直接または他の層を介して、画素パターンに対応して発光材料を
含む溶液を塗布し、成膜することにより発光層を形成する工程と、
　前記発光層あるいは発光層と他の層とが順次に形成された基板上に陽極材料を成膜する
ことにより陽極を形成する工程と、
を含む有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方法。
【請求項２】
　前記発光層を形成する工程は、画素を除く領域に撥液パターンを形成し、該撥液パター
ンの開口内部に発光材料を含む溶液を塗布し、成膜することにより複数の発光層を形成す
る工程である、請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造
方法。
【請求項３】
　画素を除く領域にバンクを形成する工程を有する、請求項１に記載の有機エレクトロル
ミネッセンスディスプレイ装置の製造方法。
【請求項４】
　請求項１～３の製造方法によって製造されうる有機エレクトロルミネッセンスディスプ
レイ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方法及び該製造方法
により得られる有機ＥＬディスプレイ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置（以下、有機ＥＬディスプレイ装置と
記す場合もある）は、有機エレクトロルミネッセンス素子（以下、有機ＥＬ素子と記す場
合もある）からなる複数の画素を含み、画像信号に応じて個々の有機ＥＬ素子を駆動させ
る画素回路を画素ごとに作り付けることにより画像を表示する。
【０００３】
　上記有機ＥＬディスプレイ装置を構成する有機ＥＬ素子は、陽極と陰極との間に有機発
光性材料からなる発光層を薄膜形成した基本構成を有している。かかる基本構成を有する
有機ＥＬ素子において、両極間に電圧を印加すると、陽極から正孔が注入され、陰極から
電子が注入される。そして、正孔と電子が発光層において再結合することによって発光が
生じる。
【０００４】
　通常、有機ＥＬ素子は、上述の基本構成だけでは所期の特性を得ることが困難である。
そのため、発光層に加えて、所定の有機層が設けられる。例えば所定の有機層として、正
孔注入層、正孔輸送層、電子注入層および電子輸送層などが設けられる。
【０００５】
　上記有機ＥＬ素子の陽極－陰極間の有機層の形成方法としては、真空蒸着法と塗布法が
知られている。塗布法は真空プロセスが不要なので、有機ＥＬディスプレイ装置の大面積
化が容易であることと製造コストが安いことがその特徴である。
【０００６】
　上記発光層に加えて所定の有機層が設けられた複数の有機ＥＬ素子を効率的に製造する
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ことを可能にする有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法として、種々の方法が提案されて
いる。その１つを要約すると、「まず、基板上に陽極をパターン形成し、その上に、全て
の画素に亘って連続する連続正孔注入層及び連続プライマー層を塗布により形成する。前
記連続プライマー層に、画素に対応する液体閉じ込めパターンを形成する。この液体閉じ
込めパターン３種類に対して３種類（ＲＧＢの３種類）の発光層をそれぞれ形成する。そ
の後、全ての画素に亘って連続する電子注入層及び陰極を順に形成する。」という構成の
製造方法が開示されている（特許文献１）。
【０００７】
　特許文献１に開示の製造方法では、基板上に形成した陽極から積層を始めて、正孔注入
層を積層し、続いて、発光層を形成し、その上に電子注入層を形成し、最後に陰極を形成
している。
【０００８】
　有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法としては、特許文献１で採用されている、陽極か
ら陰極へ向かって電極及び有機層を順次に積層（以下、便宜的に「順積層」と記す場合も
ある）していく製造方法の他に、陰極から陽極に向かって電極及び有機層を順次に積層（
以下、便宜的に「逆積層」と記す場合もある）していく製造方法もある。
【０００９】
　電子注入層は、通常、大気中で不安定な材料によって構成されている。特許文献１では
、電子注入層は、Ｂａ、ＢａＯ、ＮａＦ、ＬｉＦなどの電子注入材料を気相堆積すること
によって、すなわち、高真空中で蒸着することによって、形成されている。前記電子注入
材料は水分や酸素と容易に反応し、化学変化する。特許文献１では、順積層による製造方
法を採用しており、順積層による製造方法では、電子注入層、陰極を真空蒸着によって形
成することができ、そのため、電子注入層を大気に触れることなく形成することができる
。
【００１０】
　しかしながら、特許文献１の技術をそのまま逆積層による有機ＥＬディスプレイ装置の
製造方法に適用した場合、陰極、電子注入層を真空蒸着によって形成し、その後、発光層
を塗布法によって形成することになる。この発光層の形成を大気中でおこなうと、電子注
入層が水分や酸素と容易に反応し、化学変化してしまう。
【００１１】
　前記電子注入層の化学変化を防ぐには、真空雰囲気で発光層を形成する必要があるが、
真空雰囲気ではインキが気化するため、現実には不可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特表２００９－５４０５７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の課題は、工程が簡易であり、逆積層による有機ＥＬディスプレイ装置の製造方
法及び該製造方法により得られる有機ＥＬディスプレイ装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者らは、特定構造を有するイオン性ポリマーが優れた電子注入性を有するととも
に、常圧程度の雰囲気中で安定であり、溶媒に溶解して溶液とし、該溶液を成膜すること
により常圧程度の雰囲気中で安定な電子注入層を得ることができることを知るに至った。
本発明は、係る知見に基づいてなされたものである。本発明は、以下の構成を採用した有
機発光ディスプレイ装置の製造方法及び有機ＥＬディスプレイ装置を提供する。
【００１５】
　なお、本発明でいう「大気中」とは、本発明の目的から広義には、酸素及び水分の含有



(4) JP 2012-43782 A 2012.3.1

10

20

30

40

50

を許容する全ての雰囲気を意味する。より具体的には、一般的にいう常温、常圧の未調整
の大気雰囲気を含み、さらに、該大気雰囲気に対して、酸素及び水分を含んだまま、温度
、圧力、成分を調整した雰囲気が含まれる。調整雰囲気としては、「塗布」を含む本発明
の製造方法が実施可能であることを条件として大気雰囲気に対して窒素、水素、酸素、二
酸化炭素などの組成成分を調整する処理、これらの組成割合を調整する処理がなされてお
り、浮遊微粒子、浮遊微生物にかかる清浄度が調整されていてもよく、さらには本発明の
製造方法が実施できることを条件として温度、湿度、圧力などの環境条件が調整されてい
てもよい雰囲気が含まれ、その圧力は通常１０１３ｈＰａ±１００ｈＰａの常圧である。
【００１６】
　また、以下の説明において、基板の厚み方向の一方を上方（または上）といい、基板の
厚み方向の他方を下方（または下）という場合がある。この上下関係の表記は、説明の便
宜上、設定したもので、必ずしも実際に有機ＥＬ素子が製造される工程および使用される
状況に適用されるものではない。
【００１７】
［１］　陽極及び陰極と、これら電極間に位置する発光層と、前記陰極と発光層の間に位
置する電子注入層を含む有機エレクトロルミネッセンス素子からなる複数の画素を有して
なる有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方法であって、
　各画素に対応する複数の陰極が形成された基板の当該陰極上に、イオン性ポリマーを含
む溶液を塗布し、成膜することにより電子注入層を形成する工程と、
　前記電子注入層の上に直接または他の層を介して、画素パターンに対応して発光材料を
含む溶液を塗布し、成膜することにより発光層を形成する工程と、
　前記発光層あるいは発光層と他の層とが順次に形成された基板上に陽極材料を成膜する
ことにより陽極を形成する工程と、
を含む有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方法。
【００１８】
［２］　前記発光層を形成する工程は、画素を除く領域に撥液パターンを形成し、該撥液
パターンの開口内部に発光材料を含む溶液を塗布し、成膜することにより複数の発光層を
形成する工程である、上記［１］に記載の有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装
置の製造方法。
【００１９】
［３］　画素を除く領域にバンクを形成する工程を有する、上記［１］に記載の有機エレ
クトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方法。
【００２０】
［４］　［１］～［３］のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ
装置の製造方法によって製造されうる有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、常圧程度の雰囲気中で安定な電子注入層を形成することのできるイオ
ン性ポリマーを用いることにより、「工程が簡易であり、有機ＥＬディスプレイ装置を効
率的に製造し、かつ大面積化可能とする、逆積層による」有機ＥＬディスプレイ装置の製
造方法及び該製造方法により得られる有機ＥＬディスプレイ装置を提供することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】図１は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の一実施形態を示す概略断面
構成図である。
【図２－１】図２－１は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
【図２－２】図２－２は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
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【図２－３】図２－３は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
【図２－４】図２－４は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
【図２－５】図２－５は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
【図２－６】図２－６は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
【図２－７】図２－７は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
【図２－８】図２－８は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の
実施形態の工程説明図である。
【図３－１】図３－１は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－２】図３－２は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－３】図３－３は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－４】図３－４は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－５】図３－５は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－６】図３－６は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－７】図３－７は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－８】図３－８は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－９】図３－９は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の
実施形態の工程説明図である。
【図３－１０】図３－１０は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第
２の実施形態の工程説明図である。
【図３－１１】図３－１１は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第
２の実施形態の工程説明図である。
【図４】図４は、本発明にかかる有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第３の実施形態
の説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　先に述べたように、本発明の有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方
法は、陽極及び陰極と、これら電極間に位置する発光層と、前記陰極と発光層の間に位置
する電子注入層とを含む有機エレクトロルミネッセンス素子からなる複数の画素を有して
なる有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置の製造方法であって、各画素に対応
する複数の陰極が形成された基板の当該陰極上に、イオン性ポリマーを含む溶液を塗布し
、成膜することにより電子注入層を形成する工程と、前記電子注入層の上に直接または他
の層を介して、画素パターンに対応して発光材料を含む溶液を塗布し、成膜することによ
り複数の発光層を形成する工程と、前記発光層あるいは発光層と他の層とが順次に形成さ
れた基板上に陽極材料を成膜することにより陽極を形成する工程とを含む。
【００２４】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンスディスプレイ装置は、上述の有機エレクトロル
ミネッセンスディスプレイ装置の製造方法によって製造されうる。
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【００２５】
　上記構成の本発明の各要素について、以下に詳しく説明する。まず、溶媒に溶解させた
溶液を成膜することにより常圧程度の雰囲気中で安定な電子注入層を形成することのでき
る電子注入性材料となるイオン性ポリマーについて説明する。次に、有機ＥＬ素子の構成
について説明し、続いて、有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法及び該製造方法により得
られる有機ＥＬディスプレイ装置について、詳しく説明する。なおイオン性ポリマーは、
従来電子注入材料として用いられていたＢａ、ＢａＯ、ＮａＦ、ＬｉＦなどに比べると、
常圧に限らず大気中においても安定である。
【００２６】
［イオン性ポリマー］
　本発明において用い得るイオン性ポリマーとしては、例えば、下記式（１）で表される
基及び下記式（２）で表される基からなる群から選ばれる１種以上の基を含む構造単位を
有する重合体が挙げられる。イオン性ポリマーの一形態としては、式（１）で表される基
及び式（２）で表される基からなる群から選ばれる１種以上の基を含む構造単位を、全構
造単位中、１５～１００モル％有する重合体が挙げられる。
【００２７】
－（Ｑ1）n1－Ｙ1(Ｍ1)a1(Ｚ

1)b1　（１）
（式（１）中、Ｑ1は２価の有機基を表し、Ｙ1は、－ＣＯ2

-、－ＳＯ3
-、－ＳＯ2

-、－Ｐ
Ｏ3

2-又は－Ｂ（Ｒａ）3
-を表し、Ｍ1は金属カチオン又は置換基を有し若しくは有さない

アンモニウムカチオンを表し、Ｚ1はＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲaＳＯ3
-、ＲaＣ

ＯＯ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ2
-、ＣｌＯ3

-、ＣｌＯ4
-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3

-、ＳＯ4
2-、

ＨＳＯ4
-、ＰＯ4

3-、ＨＰＯ4
2-、Ｈ2ＰＯ4

-、ＢＦ4
-又はＰＦ6

-を表し、ｎ１は０以上の
整数を表し、ａ１は１以上の整数を表し、ｂ１は０以上の整数を表し、ただし、ａ１及び
ｂ１は、式（１）で表される基の電荷が０となるように選択され、Ｒaは置換基を有し若
しくは有さない炭素原子数１～３０のアルキル基又は置換基を有し若しくは有さない炭素
原子数６～５０のアリール基を表し、Ｑ1、Ｍ１及びＺ１のおのおのは複数個ある場合、
同一でも異なっていてもよい。）
【００２８】
－（Ｑ2）n2－Ｙ2(Ｍ2)a2(Ｚ

2)b2　（２）
（式（２）中、
　Ｑ2は２価の有機基を表し、
　Ｙ2はカルボカチオン、アンモニウムカチオン、ホスホニルカチオン又はスルホニルカ
チオン又はヨードニウムカチオンを表し、Ｍ2はＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲbＳ
Ｏ3

-、ＲbＣＯＯ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ2
-、ＣｌＯ3

-、ＣｌＯ4
-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3

-

、ＳＯ4
2-、ＨＳＯ4

-、ＰＯ4
3-、ＨＰＯ4

2-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＢＦ4

-又はＰＦ6
-を表し、Ｚ2

は金属カチオン又は置換基を有し若しくは有さないアンモニウムカチオンを表し、ｎ２は
０以上の整数を表し、ａ２は１以上の整数を表し、ｂ２は０以上の整数を表し、ただし、
ａ２及びｂ２は、式（２）で表される基の電荷が０となるように選択され、Ｒbは置換基
を有し若しくは有さない炭素原子数１～３０のアルキル基又は置換基を有し若しくは有さ
ない炭素原子数６～５０のアリール基を表し、Ｑ2、Ｍ2及びＺ2のおのおのは複数個ある
場合、同一でも異なっていてもよい。）
【００２９】
　本発明で用いられるイオン性ポリマーの一形態としては、さらに下記式（３）で表され
る基を有する重合体が挙げられる。イオン性ポリマーが式（３）で表される基を有する場
合、式（３）で表される基は、イオン性ポリマーの構造単位中に含まれていてもよく、式
（１）で表される基及び式（２）で表される基からなる群から選ばれる一種以上の基を含
む構造単位と同一の構造単位内に含まれていてもよいし、異なる他の構造単位内に含まれ
ていてもよい。さらに、イオン性ポリマーの一形態としては、式（１）で表される基、式
（２）で表される基、及び式（３）で表される基のうち少なくとも１種を含む構造単位を
、全構造単位中、１５～１００モル％有する重合体が挙げられる。
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【００３０】
　－（Ｑ３）n3－Ｙ3　　（３）
（式（３）中、
　Ｑ３は２価の有機基を表し、Ｙ3は－ＣＮ又は式（４）～（１２）のいずれかで表され
る基を表し、ｎ３は０以上の整数を表す。
　－Ｏ－（Ｒ’Ｏ）a3－Ｒ’’　（４）
【００３１】
【化１】

　－Ｓ－（Ｒ’Ｓ）a4－Ｒ’’　（６）
　－Ｃ（＝Ｏ）－（Ｒ’－Ｃ（＝Ｏ））a4－Ｒ’’　（７）
　－Ｃ（＝Ｓ）－（Ｒ’－Ｃ（＝Ｓ））a4－Ｒ’’　（８）
　－Ｎ［（Ｒ’）a4Ｒ’’　］2　（９）
　－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－（Ｒ’－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ）a4－Ｒ’’　（１０）
　－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－（Ｒ’Ｏ）a4－Ｒ’’　（１１）
　－ＮＨＣ（＝Ｏ）－（Ｒ’ＮＨＣ（＝Ｏ））a4－Ｒ’’　（１２）
（式（４）～（１２）中、Ｒ’は置換基を有し又は有さない２価の炭化水素基を表し、Ｒ
’’は水素原子、置換基を有し若しくは有さない１価の炭化水素基、－ＣＯＯＨ、－ＳＯ

3Ｈ、－ＯＨ、－ＳＨ、－ＮＲc
2、－ＣＮ又は－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲc

2を表し、Ｒ’’’は置
換基を有し若しくは有さない３価の炭化水素基を表し、ａ３は１以上の整数を表し、ａ４
は０以上の整数を表し、Ｒcは置換基を有し若しくは有さない炭素原子数１～３０のアル
キル基又は置換基を有し若しくは有さない炭素原子数６～５０のアリール基を表し、Ｒ’
、Ｒ’’及びＲ’’’のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。））
　イオン性ポリマーは、式（１３）で表される構造単位、式（１５）で表される構造単位
、式（１７）で表される構造単位及び式（２０）で表される構造単位からなる群から選ば
れる１種以上の構造単位を、全構造単位中、１５～１００モル％含むことが好ましい。
【００３２】

【化２】

（式（１３）中、Ｒ１は式（１４）で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ1はＲ1以外
の置換基を有し又は有さない（２＋ｎ４）価の芳香族基を表し、ｎ４は１以上の整数を表
し、Ｒ1は複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。
【００３３】

【化３】

（式（１４）中、Ｒ2は（１＋ｍ１＋ｍ２）価の有機基を表し、Ｑ1、Ｑ3、Ｙ１、Ｍ1、Ｚ
1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ１及びｍ２はそれぞれ
独立に１以上の整数を表し、Ｑ1、Ｑ3、Ｙ１、Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ
３のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）)
【００３４】
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【化４】

（式（１５）中、Ｒ3は式（１６）で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ2はＲ3以外
の置換基を有し又は有さない（２＋ｎ５）価の芳香族基を表し、ｎ５は１以上の整数を表
し、Ｒ3は複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。
【００３５】

【化５】

（式（１６）中、Ｒ4は（１＋ｍ３＋ｍ４）価の有機基を表し、Ｑ2、Ｑ3、Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2

、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ３及びｍ４はそれぞれ独
立に１以上の整数を表す。Ｑ2、Ｑ3、Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３
のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）)
【００３６】
【化６】

（式（１７）中、Ｒ5は式（１８）で表される基を含む１価の基であり、Ｒ6は式（１９）
で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ3はＲ5及びＲ6以外の置換基を有し又は有さな
い（２＋ｎ６＋ｎ７）価の芳香族基を表し、ｎ６及びｎ７はそれぞれ独立に１以上の整数
を表し、Ｒ5及びＲ6のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。
【００３７】
－Ｒ7－［（Ｑ1）n１－Ｙ1(Ｍ1)a1(Ｚ

1)b1］m５　（１８）
（式（１８）中、Ｒ7は直接結合又は（１＋ｍ５）価の有機基を表し、Ｑ1、Ｙ１、Ｍ1、
Ｚ1、ｎ１、ａ１及びｂ１は前述と同じ意味を表し、ｍ５は１以上の整数を表し、Ｑ1、Ｙ
１、Ｍ1、Ｚ1、ｎ１、ａ１及びｂ１のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていて
もよい。）
【００３８】
－Ｒ8－｛（Ｑ３）n3－Ｙ3｝m6　（１９）
（式（１９）中、Ｒ8は単結合又は（１＋ｍ６）価の有機基を表し、Ｙ3及びｎ３は前述と
同じ意味を表し、ｍ６は１以上の整数を表し、ただし、Ｒ8が単結合のときｍ６は１を表
し、Ｑ３、Ｙ3及びｎ３のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）
）
【００３９】
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【化７】

（式（２０）中、Ｒ9は式（２１）で表される基を含む１価の基であり、Ｒ10は式（２２
）で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ4はＲ9及びＲ10以外の置換基を有し又は有さ
ない（２＋ｎ８＋ｎ９）価の芳香族基を表し、ｎ８及びｎ９はそれぞれ独立に１以上の整
数を表し、Ｒ9及びＲ10のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。
【００４０】
－Ｒ11－［（Ｑ2）n2－Ｙ2(Ｍ2)a2(Ｚ

2)b2］m7　（２１）
（式（２１）中、Ｒ11は単結合又は（１＋ｍ７）価の有機基を表し、Ｑ2、Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2

、ｎ２、ａ２及びｂ２は前述と同じ意味を表し、ｍ７は１以上の整数を表し、ただし、Ｒ
11が単結合のときｍ７は１を表し、Ｑ2、Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2、ｎ２、ａ２及びｂ２のおのおの
は複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）
【００４１】
－Ｒ12－［（Ｑ３）n3－Ｙ3］m8　（２２）
（式（２２）中、Ｒ12は単結合又は（１＋ｍ８）価の有機基を表し、Ｙ3及びｎ３は前述
と同じ意味を表し、ｍ８は１以上の整数を表し、ただし、Ｒ12が単結合のときｍ８は１を
表し、Ｑ３、Ｙ3及びｎ３、のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい
。））
【００４２】
　前記イオン性ポリマー中の構造単位は、式（１）で表される基を２種類以上含んでいて
もよく、式（２）で表される基を２種類以上含んでいてもよく、式（３）で表される基を
２種類以上含んでいてもよい。
【００４３】
　－式（１）で表される基－
　式（１）中、Ｑ1で表される２価の有機基としては、メチレン基、エチレン基、１，２
－プロピレン基、１，３－プロピレン基、１，２－ブチレン基、１，３－ブチレン基、１
，４－ブチレン基、１，５－ペンチレン基、１，６－ヘキシレン基、１，９－ノニレン基
、１，１２－ドデシレン基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換
した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０の２価の飽和炭化水素基；エ
テニレン基、プロペニレン基、３－ブテニレン基、２－ブテニレン基、２－ペンテニレン
基、２－ヘキセニレン基、２－ノネニレン基、２－ドデセニレン基、これらの基の中の少
なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子
数２～５０のアルケニレン基、及び、エチニレン基を含む、置換基を有し又は有さない炭
素原子数２～５０の２価の不飽和炭化水素基；シクロプロピレン基、シクロブチレン基、
シクロペンチレン基、シクロへキシレン基、シクロノニレン基、シクロドデシレン基、ノ
ルボニレン基、アダマンチレン基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数３～５０の２価の環状飽和炭化
水素基；１，３－フェニレン基、１，４－フェニレン基、１，４－ナフチレン基、１，５
－ナフチレン基、２，６－ナフチレン基、ビフェニル－４，４'－ジイル基、これらの基
の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない
炭素原子数６～５０のアリーレン基；メチレンオキシ基、エチレンオキシ基、プロピレン
オキシ基、ブチレンオキシ基、ペンチレンオキシ基、ヘキシレンオキシ基、これらの基の
中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭
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素原子数１～５０のアルキレンオキシ基；炭素原子を含む置換基を有するイミノ基；炭素
原子を含む置換基を有するシリレン基が挙げられ、イオン性ポリマーの原料となるモノマ
ー（以下、「原料モノマー」と言う。）の合成の容易さの観点からは、２価の飽和炭化水
素基、アリーレン基、アルキレンオキシ基が好ましい。
【００４４】
　前記置換基としては、アルキル基、アルコキシ基、アルキルチオ基、アリール基、アリ
ールオキシ基、アリールチオ基、アリールアルキル基、アリールアルコキシ基、アリール
アルキルチオ基、アリールアルケニル基、アリールアルキニル基、アミノ基、置換アミノ
基、シリル基、置換シリル基、ハロゲン原子、アシル基、アシルオキシ基、イミン残基、
アミド基、酸イミド基、１価の複素環基、ヒドロキシ基、カルボキシル基、置換カルボキ
シル基、シアノ基及びニトロ基等が挙げられ、前記置換基が複数個存在する場合には、そ
れらは同一でも異なっていてもよい。これらのうち、アミノ基、シリル基、ハロゲン原子
、ヒドロキシ基及びニトロ基以外の置換基は炭素原子を含む。
【００４５】
　以下、置換基について説明する。なお、「Ｃｍ～Ｃｎ」（ｍ、ｎはｍ＜ｎを満たす正の
整数である）という用語は、この用語とともに記載された有機基の炭素原子数がｍ～ｎで
あることを表す。例えば、Ｃｍ～Ｃｎアルキル基であれば、アルキル基の炭素原子数がｍ
～ｎであることを表し、Ｃｍ～Ｃｎアルキルアリール基であれば、アルキル基の炭素原子
数がｍ～ｎであることを表し、アリール－Ｃｍ～Ｃｎアルキル基であれば、アルキル基の
炭素原子数がｍ～ｎであることを表す。
【００４６】
　アルキル基は、直鎖状でも分岐状でもよく、シクロアルキル基でもよい。アルキル基の
炭素原子数は通常１～２０であり、１～１０が好ましい。アルキル基としては、メチル基
、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ
－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノ
ニル基、デシル基、ラウリル基等が挙げられる。前記アルキル基中の水素原子はフッ素原
子で置換されていてもよい。該当するフッ素原子置換アルキル基としては、トリフルオロ
メチル基、ペンタフルオロエチル基、パーフルオロブチル基、パーフルオロヘキシル基、
パーフルオロオクチル基等が挙げられる。なお、Ｃ1～Ｃ１２アルキル基としては、例え
ば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－
ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、イソアミル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、
ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基が挙げられる。
【００４７】
　アルコキシ基は、直鎖状でも分岐状でもよく、シクロアルキルオキシ基であってもよく
、置換基を有していてもよい。アルコキシ基の炭素原子数は通常１～２０であり、１～１
０が好ましい。アルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基、イ
ソプロピルオキシ基、ブトキシ基、イソブトキシ基、ｓ－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基、
ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基、ヘプチルオキシ基、オ
クチルオキシ基、ノニルオキシ基、デシルオキシ基、ラウリルオキシ基等が挙げられる。
前記アルコキシ基中の水素原子はフッ素原子で置換されていてもよい。該当するフッ素原
子置換アルコキシ基としては、トリフルオロメトキシ基、ペンタフルオロエトキシ基、パ
ーフルオロブトキシ基、パーフルオロヘキシルオキシ基、パーフルオロオクチルオキシ基
等が挙げられる。また、該アルコキシ基には、メトキシメチルオキシ基、２－メトキシエ
チルオキシ基も含まれる。なお、Ｃ1～Ｃ１２アルコキシ基としては、例えば、メトキシ
基、エトキシ基、プロピルオキシ基、イソプロピルオキシ基、ブトキシ基、イソブトキシ
基、ｓ－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、シクロヘ
キシルオキシ基、ヘプチルオキシ基、オクチルオキシ基、２－エチルヘキシルオキシ基、
ノニルオキシ基、デシルオキシ基、３，７－ジメチルオクチルオキシ基、ラウリルオキシ
基が挙げられる。
【００４８】
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　アルキルチオ基としては、直鎖状でも分岐状でもよく、シクロアルキルチオ基であって
もよく、置換基を有していてもよい。アルキルチオ基の炭素原子数は通常１～２０であり
、１～１０が好ましい。アルキルチオ基としては、メチルチオ基、エチルチオ基、プロピ
ルチオ基、イソプロピルチオ基、ブチルチオ基、イソブチルチオ基、ｓ－ブチルチオ基、
ｔ－ブチルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、シクロヘキシルチオ基、ヘプチル
チオ基、オクチルチオ基、ノニルチオ基、デシルチオ基、ラウリルチオ基等が挙げられる
。前記アルキルチオ基中の水素原子はフッ素原子で置換されていてもよい。該当するフッ
素原子置換アルキルチオ基としては、トリフルオロメチルチオ基等が挙げられる。
【００４９】
　アリール基は、芳香族炭化水素から芳香環を構成する炭素原子に結合した水素原子１個
を除いた残りの原子団であり、ベンゼン環を持つ基、縮合環を持つ基、独立したベンゼン
環又は縮合環２個以上が単結合又は２価の有機基、例えば、ビニレン基等のアルケニレン
基を介して結合した基も含まれる。アリール基は、炭素原子数が通常６～６０であり、７
～４８であることが好ましい。アリール基としては、フェニル基、Ｃ1～Ｃ１２アルコキ
シフェニル基、Ｃ1～Ｃ１２アルキルフェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１
－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基等が挙げられる。前
記アリール基中の水素原子はフッ素原子で置換されていてもよい。該当するフッ素原子置
換アリール基としては、ペンタフルオロフェニル基等が挙げられる。アリール基の中では
、Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル基が好ましい。
【００５０】
　前記アリール基のうち、Ｃ1～Ｃ１２アルコキシフェニル基としては、メトキシフェニ
ル基、エトキシフェニル基、プロピルオキシフェニル基、イソプロピルオキシフェニル基
、ブトキシフェニル基、イソブトキシフェニル基、ｓ－ブトキシフェニル基、ｔ－ブトキ
シフェニル基、ペンチルオキシフェニル基、ヘキシルオキシフェニル基、シクロヘキシル
オキシフェニル基、ヘプチルオキシフェニル基、オクチルオキシフェニル基、２－エチル
ヘキシルオキシフェニル基、ノニルオキシフェニル基、デシルオキシフェニル基、３，７
－ジメチルオクチルオキシフェニル基、ラウリルオキシフェニル基等が挙げられる。
【００５１】
　前記アリール基のうち、Ｃ1～Ｃ１２アルキルフェニル基としては、メチルフェニル基
、エチルフェニル基、ジメチルフェニル基、プロピルフェニル基、メシチル基、メチルエ
チルフェニル基、イソプロピルフェニル基、ブチルフェニル基、イソブチルフェニル基、
ｔ－ブチルフェニル基、ペンチルフェニル基、イソアミルフェニル基、ヘキシルフェニル
基、ヘプチルフェニル基、オクチルフェニル基、ノニルフェニル基、デシルフェニル基、
ドデシルフェニル基等が挙げられる。
【００５２】
　アリールオキシ基は、炭素原子数が通常６～６０であり、７～４８であることが好まし
い。アリールオキシ基としては、フェノキシ基、Ｃ1～Ｃ１２アルコキシフェノキシ基、
Ｃ1～Ｃ１２アルキルフェノキシ基、１－ナフチルオキシ基、２－ナフチルオキシ基、ペ
ンタフルオロフェニルオキシ基等が挙げられる。アリールオキシ基の中では、Ｃ1～Ｃ１

２アルコキシフェノキシ基及びＣ1～Ｃ１２アルキルフェノキシ基が好ましい。
【００５３】
　前記アリールオキシ基のうち、Ｃ1～Ｃ１２アルコキシフェノキシ基としては、メトキ
シフェノキシ基、エトキシフェノキシ基、プロピルオキシフェノキシ基、イソプロピルオ
キシフェノキシ基、ブトキシフェノキシ基、イソブトキシフェノキシ基、ｓ－ブトキシフ
ェノキシ基、ｔ－ブトキシフェノキシ基、ペンチルオキシフェノキシ基、ヘキシルオキシ
フェノキシ基、シクロヘキシルオキシフェノキシ基、ヘプチルオキシフェノキシ基、オク
チルオキシフェノキシ基、２－エチルヘキシルオキシフェノキシ基、ノニルオキシフェノ
キシ基、デシルオキシフェノキシ基、３，７－ジメチルオクチルオキシフェノキシ基、ラ
ウリルオキシフェノキシ基等が挙げられる。
【００５４】
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　前記アリールオキシ基のうち、Ｃ1～Ｃ１２アルキルフェノキシ基としては、メチルフ
ェノキシ基、エチルフェノキシ基、ジメチルフェノキシ基、プロピルフェノキシ基、１，
３，５－トリメチルフェノキシ基、メチルエチルフェノキシ基、イソプロピルフェノキシ
基、ブチルフェノキシ基、イソブチルフェノキシ基、ｓ－ブチルフェノキシ基、ｔ－ブチ
ルフェノキシ基、ペンチルフェノキシ基、イソアミルフェノキシ基、ヘキシルフェノキシ
基、ヘプチルフェノキシ基、オクチルフェノキシ基、ノニルフェノキシ基、デシルフェノ
キシ基、ドデシルフェノキシ基等が挙げられる。
【００５５】
　アリールチオ基は、例えば、前述のアリール基に硫黄元素が結合した基である。アリー
ルチオ基は、前記アリール基の芳香環上に置換基を有していてもよい。アリールチオ基は
、炭素原子数が通常６～６０であり、６～３０であることが好ましい。アリールチオ基と
しては、フェニルチオ基、Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニルチオ基、Ｃ1～Ｃ12アルキルフェ
ニルチオ基、１－ナフチルチオ基、２－ナフチルチオ基、ペンタフルオロフェニルチオ基
等が挙げられる。
【００５６】
　アリールアルキル基は、例えば、前述のアリール基に前述のアルキル基が結合した基で
ある。アリールアルキル基は、置換基を有していてもよい。アリールアルキル基は、炭素
原子数が通常７～６０であり、７～３０であることが好ましい。アリールアルキル基とし
ては、フェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル基、Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ1～Ｃ12アル
キル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル基、１－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12

アルキル基、２－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキル基等が挙げられる。
【００５７】
　アリールアルコキシ基は、例えば、前述のアリール基に前述のアルコキシ基が結合した
基である。アリールアルコキシ基は、置換基を有していてもよい。アリールアルコキシ基
は、炭素原子数が通常７～６０であり、７～３０であることが好ましい。アリールアルコ
キシ基としては、フェニル－Ｃ1～Ｃ12アルコキシ基、Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ

1～Ｃ12アルコキシ基、Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルコキシ基、１－ナフ
チル－Ｃ1～Ｃ12アルコキシ基、２－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルコキシ基等が挙げられる。
【００５８】
　アリールアルキルチオ基は、例えば、前述のアリール基に前述のアルキルチオ基が結合
した基である。アリールアルキルチオ基は、置換基を有していてもよい。アリールアルキ
ルチオ基は、炭素原子数が通常７～６０であり、７～３０であることが好ましい。アリー
ルアルキルチオ基としては、フェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキルチオ基、Ｃ1～Ｃ12アルコキシ
フェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキルチオ基、Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル
チオ基、１－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキルチオ基、２－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキルチ
オ基等が挙げられる。
【００５９】
　アリールアルケニル基は、例えば、前述のアリール基にアルケニル基が結合した基であ
る。アリールアルケニル基は、炭素原子数が通常８～６０であり、８～３０であることが
好ましい。アリールアルケニル基としては、フェニル－Ｃ2～Ｃ12アルケニル基、Ｃ1～Ｃ

12アルコキシフェニル－Ｃ2～Ｃ12アルケニル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ2～Ｃ1

2アルケニル基、１－ナフチル－Ｃ2～Ｃ12アルケニル基、２－ナフチル－Ｃ2～Ｃ12アル
ケニル基等が挙げられ、Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ2～Ｃ12アルケニル基、Ｃ2～
Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ2～Ｃ12アルケニル基が好ましい。なお、Ｃ2～Ｃ12アルケニル
基としては、例えば、ビニル基、１－プロペニル基、２－プロペニル基、１－ブテニル基
、２－ブテニル基、１－ペンテニル基、２－ペンテニル基、１－ヘキセニル基、２－ヘキ
セニル基、１－オクテニル基が挙げられる。
【００６０】
　アリールアルキニル基は、例えば、前述のアリール基にアルキニル基が結合した基であ
る。アリールアルキニル基は、炭素原子数が通常８～６０であり、８～３０であることが
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好ましい。アリールアルキニル基としては、フェニル－Ｃ2～Ｃ12アルキニル基、Ｃ1～Ｃ

12アルコキシフェニル－Ｃ2～Ｃ12アルキニル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ2～Ｃ1

2アルキニル基、１－ナフチル－Ｃ2～Ｃ12アルキニル基、２－ナフチル－Ｃ2～Ｃ12アル
キニル基等が挙げられ、Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ2～Ｃ12アルキニル基、Ｃ1～
Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ2～Ｃ12アルキニル基が好ましい。なお、Ｃ2～Ｃ12アルキニル
基としては、例えば、エチニル基、１－プロピニル基、２－プロピニル基、１－ブチニル
基、２－ブチニル基、１－ペンチニル基、２－ペンチニル基、１－ヘキシニル基、２－ヘ
キシニル基、１－オクチニル基が挙げられる。
【００６１】
　置換アミノ基としては、アミノ基の中の少なくとも１個の水素原子が、アルキル基、ア
リール基、アリールアルキル基及び１価の複素環基からなる群から選択される１又は２個
の基によって置換されたアミノ基が好ましい。該アルキル基、アリール基、アリールアル
キル基又は１価の複素環基は置換基を有していてもよい。置換アミノ基の炭素原子数は、
該アルキル基、アリール基、アリールアルキル基又は１価の複素環基が有していてもよい
置換基の炭素原子数を含めないで通常１～６０であり、２～４８が好ましい。置換アミノ
基としては、メチルアミノ基、ジメチルアミノ基、エチルアミノ基、ジエチルアミノ基、
プロピルアミノ基、ジプロピルアミノ基、イソプロピルアミノ基、ジイソプロピルアミノ
基、ブチルアミノ基、イソブチルアミノ基、ｓ－ブチルアミノ基、ｔ－ブチルアミノ基、
ペンチルアミノ基、ヘキシルアミノ基、シクロヘキシルアミノ基、ヘプチルアミノ基、オ
クチルアミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ノニルアミノ基、デシルアミノ基、３，
７－ジメチルオクチルアミノ基、ラウリルアミノ基、シクロペンチルアミノ基、ジシクロ
ペンチルアミノ基、シクロヘキシルアミノ基、ジシクロヘキシルアミノ基、ジトリフルオ
ロメチルアミノ基、フェニルアミノ基、ジフェニルアミノ基、（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフ
ェニル）アミノ基、ジ（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル）アミノ基、ジ（Ｃ1～Ｃ12アルキ
ルフェニル）アミノ基、１－ナフチルアミノ基、２－ナフチルアミノ基、ペンタフルオロ
フェニルアミノ基、ピリジルアミノ基、ピリダジニルアミノ基、ピリミジルアミノ基、ピ
ラジニルアミノ基、トリアジニルアミノ基、（フェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ基
、（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ基、（Ｃ1～Ｃ12アルキ
ルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ基、ジ（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ1～
Ｃ12アルキル）アミノ基、ジ（Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ
基、１－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキルアミノ基、２－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキルアミ
ノ基等が挙げられる。
【００６２】
　置換シリル基としては、シリル基の中の少なくとも１個の水素原子が、アルキル基、ア
リール基、アリールアルキル基及び１価の複素環基からなる群から選択される１～３個の
基によって置換されたシリル基が挙げられる。該アルキル基、アリール基、アリールアル
キル基又は１価の複素環基は置換基を有していてもよい。置換シリル基の炭素原子数は、
該アルキル基、アリール基、アリールアルキル基又は１価の複素環基が有していてもよい
置換基の炭素原子数を含めないで通常１～６０であり、３～４８が好ましい。なお、置換
シリル基としては、トリメチルシリル基、トリエチルシリル基、トリプロピルシリル基、
トリイソプロピルシリル基、イソプロピルジメチルシリル基、イソプロピルジエチルシリ
ル基、ｔ－ブチルジメチルシリル基、ペンチルジメチルシリル基、ヘキシルジメチルシリ
ル基、ヘプチルジメチルシリル基、オクチルジメチルシリル基、２－エチルヘキシルジメ
チルシリル基、ノニルジメチルシリル基、デシルジメチルシリル基、３，７－ジメチルオ
クチルジメチルシリル基、ラウリルジメチルシリル基、（フェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル
）シリル基、（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）シリル基、（Ｃ1～
Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）シリル基、（１－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アル
キル）シリル基、（２－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）シリル基、（フェニル－Ｃ1～Ｃ

12アルキル）ジメチルシリル基、トリフェニルシリル基、トリ（ｐ－キシリル）シリル基
、トリベンジルシリル基、ジフェニルメチルシリル基、ｔ－ブチルジフェニルシリル基、
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【００６３】
　ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子及びヨウ素原子が挙げられる
。
【００６４】
　アシル基は、炭素原子数が通常２～２０であり、２～１８であることが好ましい。アシ
ル基としては、アセチル基、プロピオニル基、ブチリル基、イソブチリル基、ピバロイル
基、ベンゾイル基、トリフルオロアセチル基、ペンタフルオロベンゾイル基等が挙げられ
る。
【００６５】
　アシルオキシ基は、炭素原子数が通常２～２０であり、２～１８であることが好ましい
。アシルオキシ基としては、アセトキシ基、プロピオニルオキシ基、ブチリルオキシ基、
イソブチリルオキシ基、ピバロイルオキシ基、ベンゾイルオキシ基、トリフルオロアセチ
ルオキシ基、ペンタフルオロベンゾイルオキシ基等が挙げられる。
【００６６】
　イミン残基は、式：Ｈ－Ｎ＝Ｃ＜及び式：－Ｎ＝ＣＨ－の少なくとも一方で表される構
造を有するイミン化合物から、この構造中の水素原子１個を除いた残基を意味する。この
ようなイミン化合物としては、例えば、アルジミン、ケチミン及びアルジミン中の窒素原
子に結合した水素原子がアルキル基、アリール基、アリールアルキル基、アリールアルケ
ニル基、アリールアルキニル基等で置換された化合物が挙げられる。イミン残基の炭素原
子数は、通常２～２０であり、２～１８が好ましい。イミン残基としては、例えば、一般
式：－ＣＲβ＝Ｎ－Ｒγ又は一般式：－Ｎ＝Ｃ（Ｒγ）２（式中、Ｒβは水素原子、アル
キル基、アリール基、アリールアルキル基、アリールアルケニル基、又はアリールアルキ
ニル基を表し、Ｒγは独立に、アルキル基、アリール基、アリールアルキル基、アリール
アルケニル基、又はアリールアルキニル基を表し、ただし、Ｒγが２個存在する場合、２
個のＲγは相互に結合し一体となって２価の基、例えば、エチレン基、トリメチレン基、
テトラメチレン基、ペンタメチレン基、ヘキサメチレン基等の炭素原子数２～１８のアル
キレン基として環を形成してもよい。）で表される基が挙げられる。イミン残基としては
、以下の基が挙げられる。
【００６７】
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【化８】

（式中、Ｍｅはメチル基を示し、以下、同様である。）
【００６８】
　アミド基は、炭素原子数が通常１～２０であり、２～１８であることが好ましい。アミ
ド基としては、ホルムアミド基、アセトアミド基、プロピオアミド基、ブチロアミド基、
ベンズアミド基、トリフルオロアセトアミド基、ペンタフルオロベンズアミド基、ジホル
ムアミド基、ジアセトアミド基、ジプロピオアミド基、ジブチロアミド基、ジベンズアミ
ド基、ジトリフルオロアセトアミド基、ジペンタフルオロベンズアミド基等が挙げられる
。
【００６９】
　酸イミド基は、酸イミドからその窒素原子に結合した水素原子を除いて得られる残基で
あり、炭素原子数が通常４～２０であり、４～１８であることが好ましい。酸イミド基と
しては、以下の基が挙げられる。
【００７０】
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【化９】

【００７１】
　１価の複素環基とは、複素環式化合物から水素原子１個を除いた残りの原子団をいう。
ここで、複素環式化合物とは、環式構造をもつ有機化合物のうち、環を構成する元素とし
て、炭素原子だけでなく、酸素原子、硫黄原子、窒素原子、リン原子、ホウ素原子、ケイ
素原子、セレン原子、テルル原子、ヒ素原子等のヘテロ原子を含む有機化合物をいう。１
価の複素環基は置換基を有していてもよい。１価の複素環基は、炭素原子数が通常３～６
０であり、３～２０が好ましい。なお、１価の複素環基の炭素原子数には、置換基の炭素
原子数は含まないものとする。このような１価の複素環基としては、例えば、チエニル基
、Ｃ1～Ｃ12アルキルチエニル基、ピロリル基、フリル基、ピリジル基、Ｃ1～Ｃ12アルキ
ルピリジル基、ピリダジニル基、ピリミジル基、ピラジニル基、トリアジニル基、ピロリ
ジル基、ピペリジル基、キノリル基、イソキノリル基が挙げられ、中でも、チエニル基、
Ｃ1～Ｃ12アルキルチエニル基、ピリジル基及びＣ1～Ｃ12アルキルピリジル基が好ましい
。なお、１価の複素環基としては、１価の芳香族複素環基が好ましい。
【００７２】
　置換カルボキシル基とは、カルボキシル基中の水素原子が、アルキル基、アリール基、
アリールアルキル基又は１価の複素環基で置換された基、すなわち、式：－C(=O)OR*（式
中、Ｒ＊はアルキル基、アリール基、アリールアルキル基又は１価の複素環基）で表され
る基である。置換オキシカルボニル基は、炭素原子数が通常２～６０であり、２～４８で
あることが好ましい。前記アルキル基、アリール基、アリールアルキル基又は１価の複素
環基は、置換基を有していてもよい。なお、上記炭素原子数には、前記アルキル基、アリ
ール基、アリールアルキル基又は１価の複素環基が有していてもよい置換基の炭素原子数
は含まないものとする。置換カルボキシル基としては、メトキシカルボニル基、エトキシ
カルボニル基、プロポキシカルボニル基、イソプロポキシカルボニル基、ブトキシカルボ
ニル基、イソブトキシカルボニル基、ｓ－ブトキシカルボニル基、ｔ－ブトキシカルボニ
ル基、ペンチルオキシカルボニル基、ヘキシロキシカルボニル基、シクロヘキシロキシカ
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ルボニル基、ヘプチルオキシカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、２－エチルヘ
キシロキシカルボニル基、ノニルオキシカルボニル基、デシロキシカルボニル基、３，７
－ジメチルオクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基、トリフルオロメ
トキシカルボニル基、ペンタフルオロエトキシカルボニル基、パーフルオロブトキシカル
ボニル基、パーフルオロヘキシルオキシカルボニル基、パーフルオロオクチルオキシカル
ボニル基、フェノキシカルボニル基、ナフトキシカルボニル基、ピリジルオキシカルボニ
ル基等が挙げられる。
【００７３】
　式（１）中、Ｙ1は、－ＣＯ2

-、－ＳＯ3
-、－ＳＯ2

-、－ＰＯ3
-、又は－Ｂ（Ｒａ）３

－等の１価の基を表し、Ｙ1としては、イオン性ポリマーの酸性度の観点からは－ＣＯ2
-

、－ＳＯ2
-、－ＰＯ3

-が好ましく、－ＣＯ2
-がより好ましく、イオン性ポリマーの安定性

の観点からは、－ＣＯ2
-、－ＳＯ3

-、－ＳＯ2
-又は－ＰＯ3

-が好ましい。
【００７４】
　式（１）中、Ｍ1は金属カチオン又は置換基を有し若しくは有さないアンモニウムカチ
オンを表す。金属カチオンとしては、１価、２価又は３価のイオンが好ましく、Li、Na、
K、Cs、Be、Mg、Ca、Ba、Ag、Al、Bi、Cu、Fe、Ga、Mn、Pb、Sn、Ti、V、W、Y、Yb、Zn、
Zr等のイオンが挙げられ、Li+、Na+、K+、Cs+、Ag+、Mg2+、Ca2+が好ましい。また、アン
モニウムイオンが有していてもよい置換基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、
イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基等の炭素原子数１～１０の
アルキル基が挙げられる。
【００７５】
　式（１）中、Ｚ1はＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲaＳＯ3

-、ＲaＣＯＯ-、ＣｌＯ-

、ＣｌＯ2
-、ＣｌＯ3

-、ＣｌＯ4
-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3

-、ＳＯ4
2-、ＨＳＯ4

-、ＰＯ4
3-、ＨＰＯ4

2-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＢＦ4

-又はＰＦ6
-を表す。

【００７６】
　式（１）中、ｎ１は０以上の整数を表し、原料モノマーの合成の観点から、好ましくは
０から８の整数であり、より好ましくは０から２の整数である。
【００７７】
　式（１）中、ａ１は１以上の整数を表し、ｂ１は０以上の整数を表す。
【００７８】
　ａ１及びｂ１は、式（１）で表される基の電荷が０となるように選択される。例えば、
Ｙ１が－ＣＯ2

-、－ＳＯ3
-、－ＳＯ2

-、－ＰＯ3
-、又は－Ｂ（Ｒａ）３

－であり、Ｍ１が
１価の金属カチオン又は置換基を有し若しくは有さないアンモニウムカチオンであり、Ｚ
１がＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲaＳＯ3

-、ＲaＣＯＯ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ2
-、Ｃ

ｌＯ3
-、ＣｌＯ4

-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3
-、ＨＳＯ4

-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＢＦ4

-又はＰＦ6
-

である場合は、ａ１＝ｂ１＋１を満たすように選択される。Ｙ1が－ＣＯ2
-、－ＳＯ3

-、
－ＳＯ2

-、－ＰＯ3
-、又は－Ｂ（Ｒａ）３

－であり、Ｍ1が２価の金属カチオンであり、
Ｚ1がＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲaＳＯ3

-、ＲaＣＯＯ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ2
-、Ｃ

ｌＯ3
-、ＣｌＯ4

-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3
-、ＨＳＯ4

-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＢＦ4

-又はＰＦ6
-

である場合は、ｂ１＝２×ａ１－１を満たすように選択される。Ｙ1が－ＣＯ2
-、－ＳＯ3

-、－ＳＯ2
-、－ＰＯ3

-、又は－Ｂ（Ｒａ）３
－であり、Ｍ1が３価の金属カチオンであり

、Ｚ1がＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲaＳＯ3
-、ＲaＣＯＯ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ2

-、
ＣｌＯ3

-、ＣｌＯ4
-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3

-、ＨＳＯ4
-、Ｈ2ＰＯ4

-、ＢＦ4
-又はＰＦ6

-である場合は、ｂ１＝３×ａ１－１を満たすように選択される。Ｙ1が－ＣＯ2
-、－ＳＯ

3
-、－ＳＯ2

-、－ＰＯ3
-、又は－Ｂ（Ｒａ）３

－であり、Ｍ1が１価の金属カチオン又は
置換基を有し若しくは有さないアンモニウムカチオンであり、Ｚ1がＳＯ4

２－又はＨＰＯ

4
２－である場合には、ａ１＝２×ｂ１＋１を満たすように選択される。ａ１とｂ１との
関係を表す上記のいずれの数式においても、a１は好ましくは1から５の整数であり、より
好ましくは1又は２である。
【００７９】
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　Ｒaは置換基を有し若しくは有さない炭素原子数１～３０のアルキル基又は置換基を有
し若しくは有さない炭素原子数６～５０のアリール基を表すが、これらの基が有していて
もよい置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。Ｒ
aとしては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル
基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチ
ル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基等の炭素原子数１～２０のアルキル
基、フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニル基、２－アント
ラセニル基、９－アントラセニル基等の炭素原子数６～３０のアリール基等が挙げられる
。
【００８０】
　前記式（１）で表される基としては、例えば、以下の基が挙げられる。
【００８１】
【化１０】

【００８２】
　－式（２）で表される基－
　式（２）中、Ｑ2で表される２価の有機基としては、前述のＱ１で表される２価の有機
基について例示したものと同様の基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点から
は、２価の飽和炭化水素基、アリーレン基、アルキレンオキシ基が好ましい。
【００８３】
　前記Ｑ2で表される２価の有機基の例として挙げた基は置換基を有していてもよく、当
該置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げら
れる。置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【００８４】
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　式（２）中、Ｙ2はカルボカチオン、アンモニウムカチオン、ホスホニルカチオン、ス
ルホニルカチオン、又はヨードニウムカチオンを表す。
　カルボカチオンとしては、例えば、
－Ｃ＋Ｒ２

（式中、Ｒは、同一又は相異なり、アルキル基又はアリール基を表す。）で表される基が
挙げられる。
　アンモニウムカチオンとしては、例えば、
－Ｎ＋Ｒ３

（式中、Ｒは、同一又は相異なり、アルキル基又はアリール基を表す。）で表される基が
挙げられる。
　ホスホニルカチオンとしては、例えば、
－Ｐ＋Ｒ３

（式中、Ｒは、同一又は相異なり、アルキル基又はアリール基を表す。）で表される基が
挙げられる。
　スルホニルカチオンとしては、例えば、
－Ｓ＋Ｒ２

（式中、Ｒは、同一又は相異なり、アルキル基又はアリール基を表す。）で表される基が
挙げられる。
　ヨードニウムカチオンとしては、例えば、
－Ｉ＋Ｒ２

（式中、Ｒは、同一又は相異なり、アルキル基又はアリール基を表す。）で表される基が
挙げられる。
　式（２）中、Ｙ2は、原料モノマーの合成の容易さ並びに原料モノマー及びイオン性ポ
リマーの空気、湿気又は熱に対する安定性の観点からは、カルボカチオン、アンモニウム
カチオン、ホスホニルカチオン、スルホニルカチオンが好ましく、アンモニウムカチオン
がより好ましい。
【００８５】
　式（２）中、Ｚ2は金属カチオン又は置換基を有し若しくは有さないアンモニウムカチ
オンを表す。金属カチオンとしては、１価、２価又は３価のイオンが好ましく、Ｌｉ、Ｎ
ａ、Ｋ、Ｃｓ、Ｂｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂａ、Ａｇ、Ａｌ、Ｂｉ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｇａ、Ｍｎ、
Ｐｂ、Ｓｎ、Ｔｉ、Ｖ、Ｗ、Ｙ、Ｙｂ、Ｚｎ、Ｚｒ等のイオンが挙げられる。また、アン
モニウムカチオンが有していてもよい置換基としては、メチル基、エチル基、プロピル基
、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基等の炭素原子数１～１０
のアルキル基が挙げられる。
【００８６】
　式（２）中、Ｍ2はＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲbＳＯ3

-、ＲbＣＯＯ-、ＣｌＯ-

、ＣｌＯ2
-、ＣｌＯ3

-、ＣｌＯ4
-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3

-、ＳＯ4
2-、ＨＳＯ4

-、ＰＯ4
3-、ＨＰＯ4

2-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＢＦ4

-又はＰＦ6
-を表す。

【００８７】
　式（２）中、ｎ２は０以上の整数を表し、好ましくは０から６の整数であり、より好ま
しくは０から２の整数である。
【００８８】
　式（２）中、ａ２は１以上の整数を表し、ｂ２は、０以上の整数を表す。
【００８９】
　ａ２及びｂ２は、式（２）で表される基の電荷が０となるように選択される。例えば、
Ｍ2がＦ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＯＨ-、ＲbＳＯ3

-、ＲbＣＯＯ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ2
-、Ｃ

ｌＯ3
-、ＣｌＯ4

-、ＳＣＮ-、ＣＮ-、ＮＯ3
-、ＨＳＯ4

-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＢＦ4

-又はＰＦ6
-

である場合、Ｚ2が１価の金属イオン又は置換基を有し若しくは有さないアンモニウムイ
オンであれば、ａ２＝ｂ２＋１を満たすように選択され、Ｚ2が２価の金属イオンであれ
ば、ａ２＝２×ｂ２＋１を満たすように選択され、Ｚ2が３価の金属イオンであれば、ａ
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２-、ＨＰＯ4

2-である場合、Ｚ
2が１価の金属イオン又は置換基を有し若しくは有さないアンモニウムイオンであれば、
ｂ２＝２×ａ２－１を満たすように選択され、Ｚ2が３価の金属イオンであれば、２×ａ
２＝３×ｂ２＋１の関係を満たすように選択される。ａ２とｂ２との関係を表す上記のい
ずれの数式においても、a２は好ましくは１から３の整数であり、より好ましくは１又は
２である。
【００９０】
　Ｒbは置換基を有し若しくは有さない炭素原子数１～３０のアルキル基又は置換基を有
し若しくは有さない炭素原子数６～５０のアリール基を表すが、これらの基が有していて
もよい置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。Ｒ
bとしては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル
基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチ
ル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基等の炭素原子数１～２０のアルキル
基、フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニル基、２－アント
ラセニル基、９－アントラセニル基等の炭素原子数６～３０のアリール基等が挙げられる
。
【００９１】
　前記式（２）で表される基としては、例えば、以下の基が挙げられる。
【００９２】
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【化１２】

【００９４】
　－式（３）で表される基－
　式（３）中、Ｑ３で表される２価の有機基としては、前述のＱ１で表される２価の有機
基について例示したものと同様の基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点から
は、２価の飽和炭化水素基、アリーレン基、アルキレンオキシ基が好ましい。
【００９５】
　前記Ｑ３で表される２価の有機基の例として挙げた基は置換基を有していてもよく、当
該置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げら
れる。置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【００９６】
　前記Ｑ３で表される２価の有機基としては、－（ＣＨ２）－で表される基であることが
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好ましい。
【００９７】
　ｎ３は０以上の整数を表し、好ましくは０から２０の整数であり、より好ましくは０か
ら８の整数である。
【００９８】
　式（３）中、Ｙ3は－ＣＮ又は式（４）～（１２）のいずれかで表される基を表す。
【００９９】
　式（４）～（１２）中、Ｒ’で表される２価の炭化水素基としては、メチレン基、エチ
レン基、１，２－プロピレン基、１，３－プロピレン基、１，２－ブチレン基、１，３－
ブチレン基、１，４－ブチレン基、１，５－ペンチレン基、１，６－ヘキシレン基、１，
９－ノニレン基、１，１２－ドデシレン基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０の２価の飽和
炭化水素基；エテニレン基、プロペニレン基、３－ブテニレン基、２－ブテニレン基、２
－ペンテニレン基、２－ヘキセニレン基、２－ノネニレン基、２－ドデセニレン基、これ
らの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有
さない炭素原子数２～５０のアルケニレン基、及び、エチニレン基を含む、置換基を有し
又は有さない炭素原子数２～５０の２価の不飽和炭化水素基；シクロプロピレン基、シク
ロブチレン基、シクロペンチレン基、シクロへキシレン基、シクロノニレン基、シクロド
デシレン基、ノルボニレン基、アダマンチレン基、これらの基の中の少なくとも１個の水
素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数３～５０の２価
の環状飽和炭化水素基；１，３－フェニレン基、１，４－フェニレン基、１，４－ナフチ
レン基、１，５－ナフチレン基、２，６－ナフチレン基、ビフェニル－４，４’－ジイル
基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有
し又は有さない炭素原子数６～５０のアリーレン基；メチレンオキシ基、エチレンオキシ
基、プロピレンオキシ基、ブチレンオキシ基、ペンチレンオキシ基、ヘキシレンオキシ基
、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し
又は有さない炭素原子数１～５０のアルキレンオキシ基等が挙げられる。
【０１００】
　前記置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【０１０１】
　式（４）～（１２）中、Ｒ’’で表される１価の炭化水素基としては、メチル基、エチ
ル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチ
ル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基
、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換し
た基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基；フェニル基、１
－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－ア
ントラセニル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の
、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０のアリール基等が挙げられる。イオン性
ポリマーの溶解性の観点からは、メチル基、エチル基、フェニル基、１－ナフチル基、２
－ナフチル基が好ましい。前記置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で例示した置
換基と同様の置換基が挙げられる。置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも
異なっていてもよい。
【０１０２】
　式（５）中、Ｒ’’’で表される３価の炭化水素基としては、メタントリイル基、エタ
ントリイル基、１，２，３－プロパントリイル基、１，２，４－ブタントリイル基、１，
２，５－ペンタントリイル基、１，３，５－ペンタントリイル基、１，２，６－ヘキサン
トリイル基、１，３，６－ヘキサントリイル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素
原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキ
ルトリイル基；１，２，３－ベンゼントリイル基、１，２，４－ベンゼントリイル基、１
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，３，５－ベンゼントリイル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で
置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０のアリール基等が挙げら
れる。イオン性ポリマーの溶解性の観点からは、メタントリイル基、エタントリイル基、
１，２，４－ベンゼントリイル基、１，３，５－ベンゼントリイル基が好ましい。前記置
換基としては、前述のＱ1に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げられる
。置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【０１０３】
　式（４）～（１２）中、Ｒcとしては、イオン性ポリマーの溶解性の観点からは、メチ
ル基、エチル基、フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基が好ましい。
【０１０４】
　式（４）及び式（５）中、ａ３は１以上の整数を表し、３～１０の整数が好ましい。式
（６）～（１２）中、ａ４は０以上の整数を表す。式（６）においては、ａ４は、０～３
０の整数が好ましく、３～２０の整数がより好ましい。式（７）～（１０）においては、
ａ４は、０～１０の整数が好ましく、０～５の整数がより好ましい。式（１１）において
は、ａ４は、０～２０の整数が好ましく、３～２０の整数がより好ましい。式（１２）に
おいては、ａ４は、０～２０の整数が好ましく、０～１０の整数がより好ましい。
【０１０５】
　Ｙ3としては、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、－ＣＮ、式（４）で表され
る基、式（６）で表される基、式（１０）で表される基、式（１１）で表される基が好ま
しく、式（４）で表される基、式（６）で表される基、式（１１）で表される基がより好
ましく、以下の基が特に好ましい。
【０１０６】
【化１３】

【０１０７】
　－イオン性ポリマー中の構造単位－
　本発明に用いられるイオン性ポリマーは、前記式（１３）で表される構造単位、前記式
（１５）で表される構造単位、前記式（１７）で表される構造単位、前記式（２０）で表
される構造単位を有することが好ましく、前記構造単位を全構造単位中、１５～１００モ
ル％有するイオン性ポリマーであることがより好ましい。
【０１０８】
　・式（１３）で表される構造単位
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　式（１３）中、Ｒ1は式（１４）で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ1はＲ1以外
の置換基を有し又は有さない（２＋ｎ４）価の芳香族基を表し、ｎ４は１以上の整数を表
す。
【０１０９】
　式（１４）で表される基は、Ａｒ１に直接結合していてもよく、メチレン基、エチレン
基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基、ノニレン基、ドデシレン
基、シクロプロピレン基、シクロブチレン基、シクロペンチレン基、シクロへキシレン基
、シクロノニレン基、シクロドデシレン基、ノルボニレン基、アダマンチレン基、これら
の基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さ
ない炭素原子数１～５０のアルキレン基；オキシメチレン基、オキシエチレン基、オキシ
プロピレン基、オキシブチレン基、オキシペンチレン基、オキシヘキシレン基、オキシノ
ニレン基、オキシドデシレン基、シクロプロピレンオキシ基、シクロブチレンオキシ基、
シクロペンチレンオキシ基、シクロへキシレンオキシ基、シクロノニレンオキシ基、シク
ロドデシレンオキシ基、ノルボニレンオキシ基、アダマンチレンオキシ基、これらの基の
中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭
素原子数１～５０のオキシアルキレン基；置換基を有し又は有さないイミノ基；置換基を
有し又は有さないシリレン基；置換基を有し又は有さないエテニレン基；エチニレン基；
置換基を有し又は有さないメタントリイル基；酸素原子、窒素原子、硫黄原子等のヘテロ
原子を介してＡｒ１に結合していてもよい。
【０１１０】
　前記Ａｒ１はＲ1以外の置換基を有していてもよい。当該置換基としては、前述のＱ１

に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。前記置換基が複数個存在
する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【０１１１】
　前記Ａｒ1が有するＲ1以外の置換基としては、原料モノマーの合成の容易さの観点から
、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、アリールオキシ基、カルボキシル基又は置換
カルボキシル基であることが好ましい。
【０１１２】
　式（１３）中、ｎ４は１以上の整数を表し、好ましくは１から４の整数であり、より好
ましくは１から３の整数である。
【０１１３】
　式（１３）中のＡｒ1で表される（２＋ｎ４）価の芳香族基としては、（２＋ｎ４）価
の芳香族炭化水素基、（２＋ｎ４）価の芳香族複素環基が挙げられ、炭素原子のみ、又は
、炭素原子と、水素原子、窒素原子及び酸素原子からなる群から選ばれる１つ以上の原子
とからなる（２＋ｎ４）価の芳香族基が好ましい。該（２＋ｎ４）価の芳香族基としては
、ベンゼン環、ピリジン環、１，２－ジアジン環、１，３－ジアジン環、１，４－ジアジ
ン環、１，３，５－トリアジン環、フラン環、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾール
環、オキサゾール環、アザジアゾール環等の単環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ４）個
除いた（２＋ｎ４）価の基；該単環式芳香環からなる群から選ばれる二つ以上の環が縮合
した縮合多環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ４）個除いた（２＋ｎ４）価の基；該単環
式芳香環及び該縮合多環式芳香環からなる群より選ばれる二つ以上の芳香環を、単結合、
エテニレン基又はエチニレン基で連結してなる芳香環集合から水素原子を（２＋ｎ４）個
除いた（２＋ｎ４）価の基；該縮合多環式芳香環又は該芳香環集合の隣り合う２つの芳香
環をメチレン基、エチレン基、カルボニル基等の２価の基で橋かけした架橋を有する有橋
多環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ４）個除いた（２＋ｎ４）価の基等が挙げられる。
【０１１４】
　単環式芳香環としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０１１５】
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【化１４】

【０１１６】
　縮合多環式芳香環としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０１１７】

【化１５】

【０１１８】
　芳香環集合としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０１１９】
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【化１６】

【０１２０】
　有橋多環式芳香環としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０１２１】
【化１７】

【０１２２】
　前記（２＋ｎ４）価の芳香族基としては、原料モノマーの合成の容易さの観点から、式
１～１４、２６～２９、３７～３９又は４１で表される環から水素原子を（２＋ｎ４）個
除いた基が好ましく、式１～６、８、１３、２６、２７、３７又は４１で表される環から
水素原子を（２＋ｎ４）個除いた基がより好ましく、式１、３７又は４１で表される環か
ら水素原子を（２＋ｎ４）個除いた基がさらに好ましい。
【０１２３】
　式（１４）中、Ｒ2で表される（１＋ｍ１＋ｍ２）価の有機基としては、例えば、メチ
ル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基
、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基
、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換
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基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（
ｍ１＋ｍ２）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、
１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中
の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素
原子数６～３０のアリール基から（ｍ１＋ｍ２）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、
エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニル
オキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロ
ペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオ
キシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個
の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０の
アルコキシ基から（ｍ１＋ｍ２）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有す
るアミノ基から（ｍ１＋ｍ２）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有する
シリル基から（ｍ１＋ｍ２）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の
容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ１＋ｍ２）個の水素原子を除いた基、アリール
基から（ｍ１＋ｍ２）個の水素原子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ１＋ｍ２）個の水
素原子を除いた基が好ましい。
【０１２４】
　前記置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。前記置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい
。
【０１２５】
　・式（１５）で表される構造単位
　式（１５）中、Ｒ3は式（１６）で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ2はＲ3以外
の置換基を有し又は有さない（２＋ｎ５）価の芳香族基を表し、ｎ５は１以上の整数を表
す。
【０１２６】
　式（１６）で表される基は、Ａｒ2に直接結合していてもよく、メチレン基、エチレン
基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基、ノニレン基、ドデシレン
基、シクロプロピレン基、シクロブチレン基、シクロペンチレン基、シクロへキシレン基
、シクロノニレン基、シクロドデシレン基、ノルボニレン基、アダマンチレン基、これら
の基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さ
ない炭素原子数１～５０のアルキレン基；オキシメチレン基、オキシエチレン基、オキシ
プロピレン基、オキシブチレン基、オキシペンチレン基、オキシヘキシレン基、オキシノ
ニレン基、オキシドデシレン基、シクロプロピレンオキシ基、シクロブチレンオキシ基、
シクロペンチレンオキシ基、シクロへキシレンオキシ基、シクロノニレンオキシ基、シク
ロドデシレンオキシ基、ノルボニレンオキシ基、アダマンチレンオキシ基、これらの基の
中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭
素原子数１～５０のオキシアルキレン基；置換基を有し又は有さないイミノ基；置換基を
有し又は有さないシリレン基；置換基を有し又は有さないエテニレン基；エチニレン基；
置換基を有し又は有さないメタントリイル基；酸素原子、窒素原子、硫黄原子等のヘテロ
原子を介してＡｒ2に結合していてもよい。
【０１２７】
　前記Ａｒ2はＲ3以外の置換基を有していてもよい。当該置換基としては、前述のＱ１に
関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。前記置換基が複数個存在す
る場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【０１２８】
　前記Ａｒ2が有するＲ3以外の置換基としては、原料モノマーの合成の容易さの観点から
、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、アリールオキシ基、カルボキシル基又は置換
カルボキシル基であることが好ましい。
【０１２９】
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　式（１５）中、ｎ５は１以上の整数を表し、好ましくは１から４の整数であり、より好
ましくは１から３の整数である。
【０１３０】
　式（１５）中のＡｒ2で表される（２＋ｎ５）価の芳香族基としては、（２＋ｎ５）価
の芳香族炭化水素基、（２＋ｎ５）価の芳香族複素環基が挙げられ、炭素原子のみ、又は
、炭素原子と、水素原子、窒素原子及び酸素原子からなる群から選ばれる１つ以上の原子
とからなる（２＋ｎ５）価の芳香族基が好ましい。該（２＋ｎ５）価の芳香族基としては
、ベンゼン環、ピリジン環、１，２－ジアジン環、１，３－ジアジン環、１，４－ジアジ
ン環、１，３，５－トリアジン環、フラン環、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾール
環、オキサゾール環、アザジアゾール環等の単環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ５）個
除いた（２＋ｎ５）価の基；該単環式芳香環からなる群から選ばれる二つ以上の環が縮合
した縮合多環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ５）個除いた（２＋ｎ５）価の基；該単環
式芳香環及び該縮合多環式芳香環からなる群より選ばれる二つ以上の芳香環を、単結合、
エテニレン基又はエチニレン基で連結してなる芳香環集合から水素原子を（２＋ｎ５）個
除いた（２＋ｎ５）価の基；該縮合多環式芳香環又は該芳香環集合の隣り合う２つの芳香
環をメチレン基、エチレン基、カルボニル基等の２価の基で橋かけした架橋を有する有橋
多環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ５）個除いた（２＋ｎ５）価の基等が挙げられる。
【０１３１】
　単環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で例示
した式１～１２で表される環が挙げられる。
【０１３２】
　縮合多環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で
例示した式１３～２７で表される環が挙げられる。
【０１３３】
　芳香環集合としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で例示し
た式２８～３６で表される環が挙げられる。
【０１３４】
　有橋多環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で
例示した式３７～４４で表される環が挙げられる。
【０１３５】
　前記（２＋ｎ５）価の芳香族基としては、原料モノマーの合成の容易さの観点から、式
１～１４、２６～２９、３７～３９又は４１で表される環から水素原子を（２＋ｎ５）個
除いた基が好ましく、式１～６、８、１３、２６、２７、３７又は４１で表される環から
水素原子を（２＋ｎ５）個除いた基がより好ましく、式１、３７又は４１で表される環か
ら水素原子を（２＋ｎ５）個除いた基がさらに好ましい。
【０１３６】
　式（１６）中、ｍ３及びｍ４はそれぞれ独立に１以上の整数を表す。
【０１３７】
　式（１６）中、Ｒ4で表される（１＋ｍ３＋ｍ４）価の有機基としては、例えば、メチ
ル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基
、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基
、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換
基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（
ｍ３＋ｍ４）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、
１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中
の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素
原子数６～３０のアリール基から（ｍ３＋ｍ４）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、
エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニル
オキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロ
ペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオ
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キシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個
の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０の
アルコキシ基から（ｍ３＋ｍ４）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有す
るアミノ基から（ｍ３＋ｍ４）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有する
シリル基から（ｍ３＋ｍ４）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の
容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ３＋ｍ４）個の水素原子を除いた基、アリール
基から（ｍ３＋ｍ４）個の水素原子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ３＋ｍ４）個の水
素原子を除いた基が好ましい。
【０１３８】
　前記置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。前記置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい
。
【０１３９】
　・式（１７）で表される構造単位
　式（１７）中、Ｒ5は式（１８）で表される基を含む１価の基であり、Ｒ6は式（１９）
で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ3はＲ5及びＲ6以外の置換基を有し又は有さな
い（２＋ｎ６＋ｎ７）価の芳香族基を表し、ｎ６及びｎ７はそれぞれ独立に１以上の整数
を表す。
【０１４０】
　式（１８）で表される基及び式（１９）で表される基は、Ａｒ3に直接結合していても
よく、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン
基、ノニレン基、ドデシレン基、シクロプロピレン基、シクロブチレン基、シクロペンチ
レン基、シクロへキシレン基、シクロノニレン基、シクロドデシレン基、ノルボニレン基
、アダマンチレン基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基
等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルキレン基；オキシメチレン基
、オキシエチレン基、オキシプロピレン基、オキシブチレン基、オキシペンチレン基、オ
キシヘキシレン基、オキシノニレン基、オキシドデシレン基、シクロプロピレンオキシ基
、シクロブチレンオキシ基、シクロペンチレンオキシ基、シクロへキシレンオキシ基、シ
クロノニレンオキシ基、シクロドデシレンオキシ基、ノルボニレンオキシ基、アダマンチ
レンオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、
置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のオキシアルキレン基；置換基を有し又は
有さないイミノ基；置換基を有し又は有さないシリレン基；置換基を有し又は有さないエ
テニレン基；エチニレン基；置換基を有し又は有さないメタントリイル基；酸素原子、窒
素原子、硫黄原子等のヘテロ原子を介してＡｒ3に結合していてもよい。
【０１４１】
　前記Ａｒ3はＲ5及びＲ6以外の置換基を有していてもよい。当該置換基としては、前述
のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。前記置換基が複数
個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【０１４２】
　前記Ａｒ3が有するＲ5及びＲ6以外の置換基としては、原料モノマーの合成の容易さの
観点から、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、アリールオキシ基、カルボキシル基
又は置換カルボキシル基であることが好ましい。
【０１４３】
　式（１７）中、ｎ６は１以上の整数を表し、好ましくは１から４の整数であり、より好
ましくは１から３の整数である。
【０１４４】
　式（１７）中、ｎ７は１以上の整数を表し、好ましくは１から４の整数であり、より好
ましくは１から３の整数である。
【０１４５】
　式（１７）中のＡｒ3で表される（２＋ｎ６＋ｎ７）価の芳香族基としては、（２＋ｎ
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６＋ｎ７）価の芳香族炭化水素基、（２＋ｎ６＋ｎ７）価の芳香族複素環基が挙げられ、
炭素原子のみ、又は、炭素原子と、水素原子、窒素原子及び酸素原子からなる群から選ば
れる１つ以上の原子とからなる（２＋ｎ６＋ｎ７）価の芳香族基が好ましい。該（２＋ｎ
６＋ｎ７）価の芳香族基としては、ベンゼン環、ピリジン環、１，２－ジアジン環、１，
３－ジアジン環、１，４－ジアジン環、フラン環、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾ
ール環、オキサゾール環等の単環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ６＋ｎ７）個除いた（
２＋ｎ６＋ｎ７）価の基；該単環式芳香環からなる群から選ばれる二つ以上の環が縮合し
た縮合多環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ６＋ｎ７）個除いた（２＋ｎ６＋ｎ７）価の
基；該単環式芳香環及び該縮合多環式芳香環からなる群より選ばれる二つ以上の芳香環を
、単結合、エテニレン基又はエチニレン基で連結してなる芳香環集合から水素原子を（２
＋ｎ６＋ｎ７）個除いた（２＋ｎ６＋ｎ７）価の基；該縮合多環式芳香環又は該芳香環集
合の隣り合う２つの芳香環をメチレン基、エチレン基、カルボニル基等の２価の基で橋か
けした架橋を有する有橋多環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ６＋ｎ７）個除いた（２＋
ｎ６＋ｎ７）価の基等が挙げられる。
【０１４６】
　単環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で例示
した式１～５、式７～１０で表される環が挙げられる。
【０１４７】
　縮合多環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で
例示した式１３～２７で表される環が挙げられる。
【０１４８】
　芳香環集合としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で例示し
た式２８～３６で表される環が挙げられる。
【０１４９】
　有橋多環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で
例示した式３７～４４で表される環が挙げられる。
【０１５０】
　前記（２＋ｎ６＋ｎ７）価の芳香族基としては、原料モノマーの合成の容易さの観点か
ら、式１～５、７～１０、１３、１４、２６～２９、３７～３９又は４１で表される環か
ら水素原子を（２＋ｎ６＋ｎ７）個除いた基が好ましく、式１、３７又は４１で表される
環から水素原子を（２＋ｎ６＋ｎ７）個除いた基がより好ましく、式１、３８又は４２で
表される環から水素原子を（２＋ｎ６＋ｎ７）個除いた基がさらに好ましい。
【０１５１】
　式（１８）中、Ｒ７は単結合又は（１＋ｍ５）価の有機基を表し、（１＋ｍ５）価の有
機基であることが好ましい。
【０１５２】
　式（１８）中、Ｒ7で表される（１＋ｍ５）価の有機基としては、例えば、メチル基、
エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－
ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニ
ル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置
換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基からｍ５個の
水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニ
ル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少なくとも１個
の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０の
アリール基からｍ５個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、
ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基
、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへ
キシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基
、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換し
た基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ基からｍ５個の水
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素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基からｍ５個の水素原子を除い
た基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基からｍ５個の水素原子を除いた基が挙げら
れ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基からｍ５個の水素原子を除い
た基、アリール基からｍ５個の水素原子を除いた基、アルコキシ基からｍ５個の水素原子
を除いた基が好ましい。
【０１５３】
　前記置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。前記置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい
。
【０１５４】
　式（１８）中、ｍ５は１以上の整数を表し、ただし、Ｒ7が単結合のときｍ５は１を表
す。
【０１５５】
　式（１９）中、Ｒ８は単結合又は（１＋ｍ６）価の有機基を表し、（１＋ｍ６）価の有
機基であることが好ましい。
【０１５６】
　式（１９）中、Ｒ8で表される（１＋ｍ６）価の有機基としては、例えば、メチル基、
エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－
ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニ
ル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置
換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基からｍ６個の
水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニ
ル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少なくとも１個
の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０の
アリール基からｍ６個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、
ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基
、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへ
キシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基
、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換し
た基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ基からｍ６個の水
素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基からｍ６個の水素原子を除い
た基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基からｍ６個の水素原子を除いた基が挙げら
れ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基からｍ６個の水素原子を除い
た基、アリール基からｍ６個の水素原子を除いた基、アルコキシ基からｍ６個の水素原子
を除いた基が好ましい。
【０１５７】
　前記置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。前記置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい
。
【０１５８】
　式（１９）中、ｍ６は１以上の整数を表し、ただし、Ｒ8が単結合のときｍ６は１を表
す。
【０１５９】
　・式（２０）で表される構造単位
　式（２０）中、Ｒ9は式（２１）で表される基を含む１価の基であり、Ｒ10は式（２２
）で表される基を含む１価の基であり、Ａｒ4はＲ9及びＲ10以外の置換基を有し又は有さ
ない（２＋ｎ８＋ｎ９）価の芳香族基を表し、ｎ８及びｎ９はそれぞれ独立に１以上の整
数を表す。
【０１６０】
　式（２１）で表される基及び式（２２）で表される基は、Ａｒ4に直接結合していても
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よく、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン
基、ノニレン基、ドデシレン基、シクロプロピレン基、シクロブチレン基、シクロペンチ
レン基、シクロへキシレン基、シクロノニレン基、シクロドデシレン基、ノルボニレン基
、アダマンチレン基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基
等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルキレン基；オキシメチレン基
、オキシエチレン基、オキシプロピレン基、オキシブチレン基、オキシペンチレン基、オ
キシヘキシレン基、オキシノニレン基、オキシドデシレン基、シクロプロピレンオキシ基
、シクロブチレンオキシ基、シクロペンチレンオキシ基、シクロへキシレンオキシ基、シ
クロノニレンオキシ基、シクロドデシレンオキシ基、ノルボニレンオキシ基、アダマンチ
レンオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、
置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のオキシアルキレン基；置換基を有し又は
有さないイミノ基；置換基を有し又は有さないシリレン基；置換基を有し又は有さないエ
テニレン基；エチニレン基；置換基を有し又は有さないメタントリイル基；酸素原子、窒
素原子、硫黄原子等のヘテロ原子を介してＡｒ4に結合していてもよい。
【０１６１】
　前記Ａｒ4はＲ9及びＲ10以外の置換基を有していてもよい。当該置換基としては、前述
のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。前記置換基が複数
個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい。
【０１６２】
　前記Ａｒ4が有するＲ9及びＲ10以外の置換基としては、原料モノマーの合成の容易さの
観点から、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、アリールオキシ基、カルボキシル基
又は置換カルボキシル基であることが好ましい。
【０１６３】
　式（２０）中、ｎ８は１以上の整数を表し、好ましくは１から４の整数であり、より好
ましくは１から３の整数である。
【０１６４】
　式（２０）中、ｎ９は１以上の整数を表し、好ましくは１から４の整数であり、より好
ましくは１から３の整数である。
【０１６５】
　式（２０）中のＡｒ4で表される（２＋ｎ８＋ｎ９）価の芳香族基としては、（２＋ｎ
８＋ｎ９）価の芳香族炭化水素基、（２＋ｎ８＋ｎ９）価の芳香族複素環基が挙げられ、
炭素原子のみ、又は、炭素原子と、水素原子、窒素原子及び酸素原子からなる群から選ば
れる１つ以上の原子とからなる（２＋ｎ８＋ｎ９）価の芳香族基が好ましい。該（２＋ｎ
８＋ｎ９）価の芳香族基としては、ベンゼン環、ピリジン環、１，２－ジアジン環、１，
３－ジアジン環、１，４－ジアジン環、フラン環、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾ
ール環等の単環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ８＋ｎ９）個除いた（２＋ｎ８＋ｎ９）
価の基；該単環式芳香環からなる群から選ばれる二つ以上の環が縮合した縮合多環式芳香
環から水素原子を（２＋ｎ８＋ｎ９）個除いた（２＋ｎ８＋ｎ９）価の基；該単環式芳香
環及び該縮合多環式芳香環からなる群より選ばれる二つ以上の芳香環を、単結合、エテニ
レン基又はエチニレン基で連結してなる芳香環集合から水素原子を（２＋ｎ８＋ｎ９）個
除いた（２＋ｎ８＋ｎ９）価の基；該縮合多環式芳香環又は該芳香環集合の隣り合う２つ
の芳香環をメチレン基、エチレン基、カルボニル基等の２価の基で橋かけした架橋を有す
る有橋多環式芳香環から水素原子を（２＋ｎ８＋ｎ９）個除いた（２＋ｎ８＋ｎ９）価の
基等が挙げられる。
【０１６６】
　単環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で例示
した式１～５、式７～１０で表される環が挙げられる。
【０１６７】
　縮合多環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で
例示した式１３～２７で表される環が挙げられる。
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【０１６８】
　芳香環集合としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で例示し
た式２８～３６で表される環が挙げられる。
【０１６９】
　有橋多環式芳香環としては、例えば、式（１３）で表される構造単位に関する説明中で
例示した式３７～４４で表される環が挙げられる。
【０１７０】
　前記（２＋ｎ８＋ｎ９）価の芳香族基としては、原料モノマーの合成の容易さの観点か
ら、式１～５、７～１０、１３、１４、２６～２９、３７～３９又は４１で表される環か
ら水素原子を（２＋ｎ８＋ｎ９）個除いた基が好ましく、式１～６、８、１４、２７、２
８、３８又は４２で表される環から水素原子を（２＋ｎ８＋ｎ９）個除いた基がより好ま
しく、式１、３７又は４１で表される環から水素原子を（２＋ｎ８＋ｎ９）個除いた基が
さらに好ましい。
【０１７１】
　式（２１）中、Ｒ１１は単結合又は（１＋ｍ７）価の有機基を表し、（１＋ｍ７）価の
有機基であることが好ましい。
【０１７２】
　式（２１）中、Ｒ11で表される（１＋ｍ７）価の有機基としては、例えば、メチル基、
エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－
ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニ
ル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置
換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基からｍ７個の
水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニ
ル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少なくとも１個
の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０の
アリール基からｍ７個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、
ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基
、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへ
キシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基
、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換し
た基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ基からｍ７個の水
素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基からｍ７個の水素原子を除い
た基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基からｍ７個の水素原子を除いた基が挙げら
れ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基からｍ７個の水素原子を除い
た基、アリール基からｍ７個の水素原子を除いた基、アルコキシ基からｍ７個の水素原子
を除いた基が好ましい。
【０１７３】
　前記置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。前記置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい
。
【０１７４】
　式（２１）中、ｍ７は１以上の整数を表し、ただし、Ｒ11が単結合のときｍ７は１を表
す。
【０１７５】
　式（２２）中、Ｒ１２は単結合又は（１＋ｍ８）価の有機基を表し、（１＋ｍ８）価の
有機基であることが好ましい。
【０１７６】
　式（２２）中、Ｒ12で表される（１＋ｍ８）価の有機基としては、例えば、メチル基、
エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－
ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニ
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ル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置
換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基からｍ８個の
水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニ
ル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少なくとも１個
の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０の
アリール基からｍ８個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、
ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基
、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへ
キシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基
、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換し
た基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ基からｍ８個の水
素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基からｍ８個の水素原子を除い
た基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基からｍ８個の水素原子を除いた基が挙げら
れ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基からｍ８個の水素原子を除い
た基、アリール基からｍ８個の水素原子を除いた基、アルコキシ基からｍ８個の水素原子
を除いた基が好ましい。
【０１７７】
　前記置換基としては、前述のＱ１に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙
げられる。前記置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも異なっていてもよい
。
【０１７８】
　式（２２）中、ｍ８は１以上の整数を表し、ただし、Ｒ12が単結合のときｍ８は１を表
す。
【０１７９】
　式（１３）で表される構造単位の例
　式（１３）で表される構造単位としては、得られるイオン性ポリマーの電子輸送性の観
点からは、式(２３)で表される構造単位、式（２４）で表される構造単位が好ましく、式
（２４）で表される構造単位がより好ましい。
【０１８０】
【化１８】

（式（２３）中、Ｒ1３は（１＋ｍ９＋ｍ１０）価の有機基を表し、Ｒ１４は１価の有機
基を表し、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３は前述と同じ
意味を表し、ｍ９及びｍ１０はそれぞれ独立に１以上の整数を表し、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、
Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３のおのおのは複数個ある場合、同一でも異な
っていてもよい。）
【０１８１】
　式（２３）中、Ｒ１３で表される（１＋ｍ９＋ｍ１０）価の有機基としては、例えば、
メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチ
ル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチ
ル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を
置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基か
ら（ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチ
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基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さな
い炭素原子数６～３０のアリール基から（ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除いた基；メト
キシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基
、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基
、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロド
デシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なく
とも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１
～５０のアルコキシ基から（ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置
換基を有するアミノ基から（ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置
換基を有するシリル基から（ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モ
ノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除
いた基、アリール基から（ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除いた基、アルコキシ基から（
ｍ９＋ｍ１０）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０１８２】
　式（２３）中、Ｒ1４で表される１価の有機基としては、例えば、メチル基、エチル基
、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基
、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デ
シル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基
等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から１個の水素原子を
除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニル基、２－
アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０のアリール基
から１個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、
ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロ
ピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ
基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチ
ルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置
換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ基から１個の水素原子を除いた
基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から１個の水素原子を除いた基；炭素原子を
含む置換基を有するシリル基から１個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの
合成の容易さの観点からは、アルキル基から１個の水素原子を除いた基、アリール基から
１個の水素原子を除いた基、アルコキシ基から１個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０１８３】
　式（２３）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０１８４】
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【化１９】

【０１８５】
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（式（２４）中、Ｒ1３は（１＋ｍ１１＋ｍ１２）価の有機基を表し、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、
Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ１１及びｍ１２
はそれぞれ独立に１以上の整数を表し、Ｒ1３、ｍ１１、ｍ１２、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、Ｍ1

、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっ
ていてもよい。）
【０１８６】
　式（２４）中、Ｒ１３で表される（１＋ｍ１１＋ｍ１２）価の有機基としては、例えば
、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オク
チル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基
から（ｍ１１＋ｍ１２）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナ
フチル基、１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これ
らの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有
さない炭素原子数６～３０のアリール基から（ｍ１１＋ｍ１２）個の水素原子を除いた基
；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオ
キシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオ
キシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シ
クロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の
少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原
子数１～５０のアルコキシ基から（ｍ１１＋ｍ１２）個の水素原子を除いた基；炭素原子
を含む置換基を有するアミノ基から（ｍ１１＋ｍ１２）個の水素原子を除いた基；炭素原
子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ１１＋ｍ１２）個の水素原子を除いた基が挙げ
られ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ１１＋ｍ１２）個
の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ１１＋ｍ１２）個の水素原子を除いた基、ア
ルコキシ基から（ｍ１１＋ｍ１２）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０１８７】
　式（２４）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０１８８】
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【０１８９】
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【化２２】

【０１９０】
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【０１９１】
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【化２４】

【０１９２】
　式（１３）で表される構造単位としては、得られるイオン性ポリマーの耐久性の観点か
らは、式(２５)で表される構造単位が好ましい。
【０１９３】

【化２５】

（式（２５）中、Ｒ1５は（１＋ｍ１３＋ｍ１４）価の有機基を表し、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、
Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ１３、ｍ１４及
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Ｙ１、Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３のおのおのは複数個ある場合、同一で
も異なっていてもよい。）
【０１９４】
　式（２５）中、Ｒ１５で表される（１＋ｍ１３＋ｍ１４）価の有機基としては、例えば
、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オク
チル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基
から（ｍ１３＋ｍ１４）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナ
フチル基、１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これ
らの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有
さない炭素原子数６～３０のアリール基から（ｍ１３＋ｍ１４）個の水素原子を除いた基
；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオ
キシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオ
キシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シ
クロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の
少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原
子数１～５０のアルコキシ基から（ｍ１３＋ｍ１４）個の水素原子を除いた基；炭素原子
を含む置換基を有するアミノ基から（ｍ１３＋ｍ１４）個の水素原子を除いた基；炭素原
子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ１３＋ｍ１４）個の水素原子を除いた基が挙げ
られ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ１３＋ｍ１４）個
の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ１３＋ｍ１４）個の水素原子を除いた基、ア
ルコキシ基から（ｍ１３＋ｍ１４）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０１９５】
　式（２５）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０１９６】



(44) JP 2012-43782 A 2012.3.1

10

20

30

40

50

【化２６】

【０１９７】
　式（１５）で表される構造単位の例
　式（１５）で表される構造単位としては、得られるイオン性ポリマーの電子輸送性の観
点からは、式(２６)で表される構造単位、式（２７）で表される構造単位が好ましく、式
（２７）で表される構造単位がより好ましい。
【０１９８】

【化２７】

（式（２６）中、Ｒ１６は（１＋ｍ１６＋ｍ１７）価の有機基を表し、Ｒ１７は１価の有
機基を表し、Ｑ2、Ｑ３、Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３は前述と同じ
意味を表し、ｍ１６及び、ｍ１７はそれぞれ独立に１以上の整数を表し、Ｑ2、Ｑ３、Ｙ2
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なっていてもよい。）
【０１９９】
　式（２６）中、Ｒ１６で表される（１＋ｍ１６＋ｍ１７）価の有機基としては、例えば
、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オク
チル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基
から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナ
フチル基、１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これ
らの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有
さない炭素原子数６～３０のアリール基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基
；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオ
キシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオ
キシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シ
クロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の
少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原
子数１～５０のアルコキシ基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基；炭素原子
を含む置換基を有するアミノ基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基；炭素原
子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基が挙げ
られ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ１６＋ｍ１７）個
の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基、ア
ルコキシ基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２００】
　式（２６）中、Ｒ１７で表される１価の有機基としては、例えば、メチル基、エチル基
、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基
、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デ
シル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基
等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から１個の水素原子を
除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントラセニル基、２－
アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数６～３０のアリール基
から１個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、
ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロ
ピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ
基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチ
ルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置
換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ基から１個の水素原子を除いた
基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から１個の水素原子を除いた基；炭素原子を
含む置換基を有するシリル基から１個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの
合成の容易さの観点からは、アルキル基から１個の水素原子を除いた基、アリール基から
１個の水素原子を除いた基、アルコキシ基から１個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２０１】
　式（２６）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０２０２】
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（式（２７）中、Ｒ１６は（１＋ｍ１６＋ｍ１７）価の有機基を表し、Ｑ2、Ｑ３、Ｙ2、
Ｍ2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ１６及び、ｍ１
７はそれぞれ独立に１以上の整数を表し、Ｒ１６、ｍ１６、ｍ１７、Ｑ2、Ｑ３、Ｙ2、Ｍ
2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３のおのおのは複数個ある場合、同一でも異なっ
ていてもよい。）
【０２０４】
　式（２７）中、Ｒ1６で表される（１＋ｍ１６＋ｍ１７）価の有機基としては、例えば
、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オク
チル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基
から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナ
フチル基、１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これ
らの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有
さない炭素原子数６～３０のアリール基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基
；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオ
キシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオ
キシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シ
クロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の
少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原
子数１～５０のアルコキシ基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基；炭素原子
を含む置換基を有するアミノ基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基；炭素原
子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基が挙げ
られ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ１６＋ｍ１７）個
の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基、ア
ルコキシ基から（ｍ１６＋ｍ１７）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２０５】
　式（２７）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０２０６】
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【化３２】

【０２０９】
　式（１５）で表される構造単位としては、得られるイオン性ポリマーの耐久性の観点か
らは、式(２８)で表される構造単位が好ましい。
【０２１０】

【化３３】

（式（２８）中、Ｒ1８は（１＋ｍ１８＋ｍ１９）価の有機基を表し、Ｑ2、Ｑ３、Ｙ2、
Ｍ2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ１８、ｍ１９及
びｍ２０はそれぞれ独立に１以上の整数を表し、Ｒ１８、ｍ１８、ｍ１９、Ｑ2、Ｑ３、
Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３のおのおのは複数個ある場合、同一で
も異なっていてもよい。）
【０２１１】
　式（２８）中、Ｒ１８で表される（１＋ｍ１８＋ｍ１９）価の有機基としては、例えば
、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オク
チル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基
から（ｍ１８＋ｍ１９）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナ
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らの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有
さない炭素原子数６～３０のアリール基から（ｍ１８＋ｍ１９）個の水素原子を除いた基
；メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオ
キシ基、ノニルオキシ基、ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオ
キシ基、シクロペンチルオキシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シ
クロドデシルオキシ基、ノルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の
少なくとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原
子数１～５０のアルコキシ基から（ｍ１８＋ｍ１９）個の水素原子を除いた基；炭素原子
を含む置換基を有するアミノ基から（ｍ１８＋ｍ１９）個の水素原子を除いた基；炭素原
子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ１８＋ｍ１９）個の水素原子を除いた基が挙げ
られ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、アルキル基から（ｍ１８＋ｍ１９）個
の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ１８＋ｍ１９）個の水素原子を除いた基、ア
ルコキシ基から（ｍ１８＋ｍ１９）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２１２】
　式（２８）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０２１３】
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【０２１４】
　式（１７）で表される構造単位の例
　式（１７）で表される構造単位としては、得られるイオン性ポリマーの電子輸送性の観
点からは、式(２９)で表される構造単位が好ましい。
【０２１５】
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（式（２９）中、Ｒ１９は単結合又は（１＋ｍ２１）価の有機基を表し、Ｒ２０は単結合
又は（１＋ｍ２２）価の有機基を表し、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１
、ｂ１及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ２１及びｍ２２はそれぞれ独立に１以上の整
数を表し、ただし、Ｒ１９が単結合のときｍ２１は１を表し、Ｒ２０が単結合のときｍ２
２は１を表し、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３のおのお
のは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）
【０２１６】
　式（２９）中、Ｒ１９で表される（１＋ｍ２１）価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
２１）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ２１）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ２１）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
（ｍ２１）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ２
１）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ２１）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ２１）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ２１）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２１７】
　式（２９）中、Ｒ２０で表される（１＋ｍ２２）価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
２２）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ２２）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ２２）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
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（ｍ２２）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ２
２）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ２２）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ２２）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ２２）個の水素原子を除いた基が好ましい。
　式（２９）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０２１８】
【化３６】

【０２１９】
　式（１７）で表される構造単位としては、得られるイオン性ポリマーの耐久性の観点か
らは、式(３０)で表される構造単位が好ましい。
【０２２０】

【化３７】

（式（３０）中、Ｒ２１は単結合又は（１＋ｍ２３）価の有機基を表し、Ｒ２２は単結合
又は（１＋ｍ２４）価の有機基を表し、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１
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、ｂ１及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ２３及びｍ２４はそれぞれ独立に１以上の整
数を表し、ただし、Ｒ２１が単結合のときｍ２３は１を表し、Ｒ２２が単結合のときｍ２
４は１を表し、ｍ２５及びｍ２６はそれぞれ独立に１以上の整数を表し、ｍ２３、ｍ２４
、Ｒ２１、Ｒ２２、Ｑ1、Ｑ３、Ｙ１、Ｍ1、Ｚ1、Ｙ３、ｎ１、ａ１、ｂ１及びｎ３のお
のおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）
【０２２１】
　式（３０）中、Ｒ２１で表される（１＋ｍ２３）価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
２３）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ２３）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ２３）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
（ｍ２３）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ２
３）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ２３）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ２３）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ２３）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２２２】
　式（３０）中、Ｒ２２で表される（１＋ｍ２４）価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
２４）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ２４）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ２４）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
（ｍ２４）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ２
４）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ２４）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ２４）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ２４）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２２３】
　式（３０）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０２２４】
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【化３８】

【０２２５】
　式（２０）で表される構造単位の例
　式（２０）で表される構造単位としては、得られる電子輸送性の観点からは、式(３１)
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で表される構造単位が好ましい。
【０２２６】
【化３９】

（式（３１）中、Ｒ２３は単結合又は（１＋ｍ２７）価の有機基を表し、Ｒ２４は単結合
又は（１＋ｍ２８）価の有機基を表し、Ｑ２、Ｑ３、Ｙ２、Ｍ２、Ｚ２、Ｙ３、ｎ２、ａ
２、ｂ２及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ２７及びｍ２８はそれぞれ独立に１以上の
整数を表し、ただし、Ｒ２３が単結合のときｍ２７は１を表し、Ｒ２４が単結合のときｍ
２８は１を表し、Ｑ２、Ｑ３、Ｙ２、Ｍ２、Ｚ２、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３のお
のおのは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）
【０２２７】
　式（３１）中、Ｒ２３で表される（１＋ｍ２７）価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
２７）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ２７）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ２７）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
（ｍ２７）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ２
７）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ２７）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ２７）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ２７）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２２８】
　式（３１）中、Ｒ２４で表される（１＋ｍ２８）価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
２８）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ２８）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
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ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ２８）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
（ｍ２８）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ２
８）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ２８）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ２８）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ２８）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２２９】
　式（３１）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０２３０】
【化４０】

【０２３１】
　式（２０）で表される構造単位としては、得られるイオン性ポリマーの耐久性の観点か
らは、式(３２)で表される構造単位が好ましい。
【０２３２】

【化４１】

（式（３２）中、Ｒ２５は単結合又は（１＋ｍ２９）価の有機基を表し、Ｒ２６は単結合
又は（１＋ｍ３０）価の有機基を表し、Ｑ2、Ｑ３、Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、
ｂ２及びｎ３は前述と同じ意味を表し、ｍ２９及びｍ３０はそれぞれ独立に１以上の整数
を表し、ただし、Ｒ２５が単結合のときｍ２９は１を表し、Ｒ２６が単結合のときｍ３０
は１を表し、ｍ３１及びｍ３２はそれぞれ独立に１以上の整数を表し、ｍ２９、ｍ３０、
Ｒ２５、Ｒ２６、Ｑ2、Ｑ３、Ｙ2、Ｍ2、Ｚ2、Ｙ３、ｎ２、ａ２、ｂ２及びｎ３のおのお
のは複数個ある場合、同一でも異なっていてもよい。）
【０２３３】
　式（３２）中、Ｒ２５で表される（１＋ｍ２９）価の有機基としては、例えば、メチル
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ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
２９）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ２９）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ２９）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
（ｍ２９）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ２
９）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ２９）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ２９）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ２９）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２３４】
　式（３２）中、Ｒ２６で表される（１＋ｍ３０）価の有機基としては、例えば、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ラウリル基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子を置換基
で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～２０のアルキル基から（ｍ
３０）個の水素原子を除いた基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－ア
ントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基、これらの基の中の少な
くとも１個の水素原子を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数
６～３０のアリール基から（ｍ３０）個の水素原子を除いた基；メトキシ基、エトキシ基
、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基、
ドデシルオキシ基、シクロプロピルオキシ基、シクロブチルオキシ基、シクロペンチルオ
キシ基、シクロへキシルオキシ基、シクロノニルオキシ基、シクロドデシルオキシ基、ノ
ルボニルオキシ基、アダマンチルオキシ基、これらの基の中の少なくとも１個の水素原子
を置換基で置換した基等の、置換基を有し又は有さない炭素原子数１～５０のアルコキシ
基から（ｍ３０）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するアミノ基から
（ｍ３０）個の水素原子を除いた基；炭素原子を含む置換基を有するシリル基から（ｍ３
０）個の水素原子を除いた基が挙げられ、原料モノマーの合成の容易さの観点からは、ア
ルキル基から（ｍ３０）個の水素原子を除いた基、アリール基から（ｍ３０）個の水素原
子を除いた基、アルコキシ基から（ｍ３０）個の水素原子を除いた基が好ましい。
【０２３５】
　式（３２）で表される構造単位としては、以下の構造単位が挙げられる。
【０２３６】
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【化４２】

【０２３７】
　・その他の構造単位
　本発明に用いられるイオン性ポリマーは、さらに式（３３）で表される1種以上の構造
単位を有していてもよい。
【０２３８】
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（式（３３）中、Ａｒ5は置換基を有し若しくは有さない２価の芳香族基又は置換基を有
し若しくは有さない２価の芳香族アミン残基を表し、Ｘ’は置換基を有し若しくは有さな
いイミノ基、置換基を有し若しくは有さないシリレン基、置換基を有し若しくは有さない
エテニレン基又はエチニレン基を表し、ｍ３３及びｍ３４はそれぞれ独立に０又は１を表
し、ｍ３３及びｍ３４の少なくとも１つは１である。）
【０２３９】
　式（３３）中のＡｒ5で表される２価の芳香族基としては、２価の芳香族炭化水素基、
２価の芳香族複素環基が挙げられる。該２価の芳香族基としては、ベンゼン環、ピリジン
環、１，２－ジアジン環、１，３－ジアジン環、１，４－ジアジン環、１，３，５－トリ
アジン環、フラン環、ピロール環、チオフェン環、ピラゾール環、イミダゾール環、オキ
サゾール環、オキサジアゾール環、アザジアゾール環等の単環式芳香環から水素原子を２
個除いた２価の基；該単環式芳香環からなる群から選ばれる二つ以上が縮合した縮合多環
式芳香環から水素原子を２個除いた２価の基；該単環式芳香環及び該縮合多環式芳香環か
らなる群より選ばれる２つ以上の芳香環を、単結合、エテニレン基又はエチニレン基で連
結してなる芳香環集合から水素原子を２個除いた２価の基；該縮合多環式芳香環又は該芳
香環集合の隣り合う２つの芳香環をメチレン基、エチレン基、カルボニル基、イミノ基等
の２価の基で橋かけした架橋を有する有橋多環式芳香環から水素原子を２個除いた２価の
基等が挙げられる。
【０２４０】
　前記縮合多環式芳香環において、縮合する単環式芳香環の数は、イオン性ポリマーの溶
解性の観点からは、２～４が好ましく、２～３がより好ましく、２がさらに好ましい。前
記芳香環集合において、連結される芳香環の数は、溶解性の観点からは、２～４が好まし
く、２～３がより好ましく、２がさらに好ましい。前記有橋多環式芳香環において、橋か
けされる芳香環の数は、イオン性ポリマーの溶解性の観点からは、２～４が好ましく、２
～３がより好ましく、２がさらに好ましい。
【０２４１】
　前記単環式芳香環としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０２４２】

【化４４】

【０２４３】
　前記縮合多環式芳香環としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０２４４】
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【化４５】

【０２４５】
　前記芳香環集合としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０２４６】
【化４６】

【０２４７】
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　前記有橋多環式芳香環としては、例えば、以下の環が挙げられる。
【０２４８】
【化４７】

【０２４９】
　前記イオン性ポリマーの電子受容性及び正孔受容性のいずれか一方又は両方の観点から
は、Ａｒ5で表される２価の芳香族基は式４５～６０、６１～７１、７７～８０、９１、
９２、９３又は９６で表される環から水素原子を２個除いた２価の基が好ましく、式４５
～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２又は９６で表される環から水素原子を２個
除いた２価の基がより好ましい。
【０２５０】
　上記の２価の芳香族基は、置換基を有していてもよい。当該置換基としては、前述のＱ
1に関する説明中で例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。
【０２５１】
　式（３３）中のＡｒ5で表される２価の芳香族アミン残基としては、式(３４)で表され
る基が挙げられる。
【０２５２】

【化４８】

（式（３４）中、Ａｒ6、Ａｒ7、Ａｒ8及びＡｒ9は、それぞれ独立に、置換基を有し若し
くは有さないアリーレン基又は置換基を有し若しくは有さない２価の複素環基を表し、Ａ
ｒ10、Ａｒ11及びＡｒ12は、それぞれ独立に、置換基を有し若しくは有さないアリール基
又は置換基を有し若しくは有さない１価の複素環基を表し、ｎ１０及びｍ３５は、それぞ
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れ独立に、０又は１を表す。）
【０２５３】
　前記アリーレン基、アリール基、２価の複素環基、１価の複素環基が有していてもよい
置換基としては、ハロゲン原子、アルキル基、アルキルオキシ基、アルキルチオ基、アリ
ール基、アリールオキシ基、アリールチオ基、アリールアルキル基、アリールアルキルオ
キシ基、アリールアルキルチオ基、アルケニル基、アルキニル基、アリールアルケニル基
、アリールアルキニル基、アシル基、アシルオキシ基、アミド基、酸イミド基、イミン残
基、置換アミノ基、置換シリル基、置換シリルオキシ基、置換シリルチオ基、置換シリル
アミノ基、シアノ基、ニトロ基、１価の複素環基、ヘテロアリールオキシ基、ヘテロアリ
ールチオ基、アルキルオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アリールアル
キルオキシカルボニル基、ヘテロアリールオキシカルボニル基及びカルボキシル基等が挙
げられる。該置換基は、ビニル基、アセチレン基、ブテニル基、アクリル基、アクリレー
ト基、アクリルアミド基、メタクリル基、メタクリレート基、メタクリルアミド基、ビニ
ルエーテル基、ビニルアミノ基、シラノール基、小員環（シクロプロピル基、シクロブチ
ル基、エポキシ基、オキセタン基、ジケテン基、エピスルフィド基等）を有する基、ラク
トン基、ラクタム基、又はシロキサン誘導体の構造を含有する基等の架橋基であってもよ
い。
【０２５４】
　ｎ１０が０の場合、Ａｒ6中の炭素原子とＡｒ8中の炭素原子とが直接結合してもよく、
－Ｏ－、－Ｓ－等の２価の基を介して結合していてもよい。
【０２５５】
　Ａｒ10、Ａｒ11、Ａｒ12で表されるアリール基、１価の複素環基としては、前記で置換
基として説明し例示したアリール基、１価の複素環基と同様である。
【０２５６】
　Ａｒ6、Ａｒ7、Ａｒ8、Ａｒ9で表されるアリーレン基としては、芳香族炭化水素から芳
香環を構成する炭素原子に結合した水素原子２個を除いた残りの原子団が挙げられ、ベン
ゼン環を持つ基、縮合環を持つ基、独立したベンゼン環又は縮合環２個以上が単結合又は
２価の有機基、例えば、ビニレン基等のアルケニレン基を介して結合した基などが挙げら
れる。アリーレン基は、炭素原子数が通常６～６０であり、７～４８であることが好まし
い。アリーレン基の具体例としては、フェニレン基、ビフェニレン基、Ｃ1～Ｃ17アルコ
キシフェニレン基、Ｃ1～Ｃ17アルキルフェニレン基、１－ナフチレン基、２－ナフチレ
ン基、１－アントラセニレン基、２－アントラセニレン基、９－アントラセニレン基が挙
げられる。前記アリール基中の水素原子はフッ素原子で置換されていてもよい。該当する
フッ素原子置換アリール基としては、テトラフルオロフェニレン基等が挙げられる。アリ
ール基の中では、フェニレン基、ビフェニレン基、Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニレン基、
Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニレン基が好ましい。
【０２５７】
　Ａｒ6、Ａｒ7、Ａｒ8、Ａｒ9で表される２価の複素環基としては、複素環式化合物から
水素原子２個を除いた残りの原子団が挙げられる。ここで、複素環式化合物とは、環式構
造をもつ有機化合物のうち、環を構成する元素として、炭素原子だけでなく、酸素原子、
硫黄原子、窒素原子、リン原子、ホウ素原子、ケイ素原子、セレン原子、テルル原子、ヒ
素原子等のヘテロ原子を含む有機化合物をいう。２価の複素環基は置換基を有していても
よい。２価の複素環基は、炭素原子数が通常４～６０であり、４～２０が好ましい。なお
、２価の複素環基の炭素原子数には、置換基の炭素原子数は含まないものとする。このよ
うな２価の複素環基としては、例えば、チオフェンジイル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルチオフ
ェンジイル基、ピロールジイル基、フランジイル基、ピリジンジイル基、Ｃ1～Ｃ12アル
キルピリジンジイル基、ピリダジンジイル基、ピリミジンジイル基、ピラジンジイル基、
トリアジンジイル基、ピロリジンジイル基、ピペリジンジイル基、キノリンジイル基、イ
ソキノリンジイル基が挙げられ、中でも、チオフェンジイル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルチオ
フェンジイル基、ピリジンジイル基及びＣ1～Ｃ12アルキルピリジンジイル基がより好ま
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しい。
【０２５８】
　構造単位として２価の芳香族アミン残基を含むイオン性ポリマーは、さらに他の構造単
位を有していてもよい。他の構造単位としては、フェニレン基、フルオレンジイル基等の
アリーレン基等が挙げられる。なお、これらのイオン性ポリマーの中では、架橋基を含ん
でいるものが好ましい。
【０２５９】
　また、式（３４）で表される２価の芳香族アミン残基としては、下記式１０１～１１０
で表される芳香族アミンから水素原子を２個除いた基が例示される。
【０２６０】
【化４９】

【０２６１】
　式１０１～１１０で表される芳香族アミンは２価の芳香族アミン残基を生成しうる範囲
で置換基を有していてもよく、該置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で例示した
置換基と同様の置換基が挙げられ、置換基が複数個存在する場合には、それらは同一でも
異なっていてもよい。
【０２６２】
　式（３３）中、Ｘ’は置換基を有し若しくは有さないイミノ基、置換基を有し若しくは
有さないシリレン基、置換基を有し若しくは有さないエテニレン基又はエチニレン基を表
す。イミノ基、シリル基若しくはエテニレン基が有していてもよい置換基としては、メチ
ル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基
、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基
、２－エチルヘキシル基、ノニル基、デシル基、３，７－ジメチルオクチル基、ラウリル
基等の炭素原子数１～２０のアルキル基；フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基
、１－アントラセニル基、２－アントラセニル基、９－アントラセニル基等の炭素原子数
６～３０のアリール基等が挙げられ、置換基が複数個存在する場合には、それらは同一で
も異なっていてもよい。
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【０２６３】
　前記イオン性ポリマーの空気、湿気又は熱に対する安定性の観点からは、Ｘ’はイミノ
基、エテニレン基、エチニレン基が好ましい。
【０２６４】
　前記イオン性ポリマーの電子受容性、正孔受容性の観点からは、ｍ３３が１であり、ｍ
３４が０であることが好ましい。
【０２６５】
　式（３３）で表される構造単位としては、前記イオン性ポリマーの電子受容性の観点か
らは、式（３５）で表される構造単位が好ましい。
【０２６６】
【化５０】

（式（３５）中、Ａｒ13は、置換基を有し若しくは有さないピリジンジイル基、置換基を
有し若しくは有さないピラジンジイル基、置換基を有し若しくは有さないピリミジンジイ
ル基、置換基を有し若しくは有さないピリダジンジイル基又は置換基を有し若しくは有さ
ないトリアジンジイル基を表す。）
【０２６７】
　ピリジンジイル基が有していてもよい置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で例
示した置換基と同様の置換基が挙げられる。置換基が複数個存在する場合には、それらは
同一でも異なっていてもよい。
　ピラジンジイル基が有していてもよい置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で例
示した置換基と同様の置換基が挙げられる。置換基が複数個存在する場合には、それらは
同一でも異なっていてもよい。
　ピリミジンジイル基が有していてもよい置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で
例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。置換基が複数個存在する場合には、それら
は同一でも異なっていてもよい。
　ピリダジンジイル基が有していてもよい置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で
例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。置換基が複数個存在する場合には、それら
は同一でも異なっていてもよい。
　トリアジンジイル基が有していてもよい置換基としては、前述のＱ1に関する説明中で
例示した置換基と同様の置換基が挙げられる。置換基が複数個存在する場合には、それら
は同一でも異なっていてもよい。
【０２６８】
　・構造単位の割合
　本発明に用いられるイオン性ポリマーに含まれる式（１３）で表される構造単位、式（
１５）で表される構造単位、式（１７）で表される構造単位、及び式（２０）で表される
構造単位の合計の割合は、有機ＥＬ素子の発光効率の観点からは、末端の構造単位を除く
該イオン性ポリマーに含まれる全構造単位中、３０～１００モル％であることがより好ま
しい。
【０２６９】
　・末端の構造単位
　なお、本発明に用いられるイオン性ポリマーの末端の構造単位（末端基）としては、水
素原子、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、
ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、イソアミル基、ヘキシル基、シクロヘキシル
基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ラウリル基メトキシ基、エトキシ基
、プロピルオキシ基、イソプロピルオキシ基、ブトキシ基、イソブトキシ基、ｓ－ブトキ
シ基、ｔ－ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基
、ヘプチルオキシ基、オクチルオキシ基、２－エチルヘキシルオキシ基、ノニルオキシ基
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、デシルオキシ基、３，７－ジメチルオクチルオキシ基、ラウリルオキシ基、メチルチオ
基、エチルチオ基、プロピルチオ基、イソプロピルチオ基、ブチルチオ基、イソブチルチ
オ基、ｓ－ブチルチオ基、ｔ－ブチルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、シクロ
ヘキシルチオ基、ヘプチルチオ基、オクチルチオ基、ノニルチオ基、デシルチオ基、ラウ
リルチオ基、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、プロピルオキシフェニル基、イ
ソプロピルオキシフェニル基、ブトキシフェニル基、イソブトキシフェニル基、ｓ－ブト
キシフェニル基、ｔ－ブトキシフェニル基、ペンチルオキシフェニル基、ヘキシルオキシ
フェニル基、シクロヘキシルオキシフェニル基、ヘプチルオキシフェニル基、オクチルオ
キシフェニル基、２－エチルヘキシルオキシフェニル基、ノニルオキシフェニル基、デシ
ルオキシフェニル基、３，７－ジメチルオクチルオキシフェニル基、ラウリルオキシフェ
ニル基、メチルフェニル基、エチルフェニル基、ジメチルフェニル基、プロピルフェニル
基、メシチル基、メチルエチルフェニル基、イソプロピルフェニル基、ブチルフェニル基
、イソブチルフェニル基、ｔ－ブチルフェニル基、ペンチルフェニル基、イソアミルフェ
ニル基、ヘキシルフェニル基、ヘプチルフェニル基、オクチルフェニル基、ノニルフェニ
ル基、デシルフェニル基、ドデシルフェニル基、メチルアミノ基、ジメチルアミノ基、エ
チルアミノ基、ジエチルアミノ基、プロピルアミノ基、ジプロピルアミノ基、イソプロピ
ルアミノ基、ジイソプロピルアミノ基、ブチルアミノ基、イソブチルアミノ基、ｓ－ブチ
ルアミノ基、ｔ－ブチルアミノ基、ペンチルアミノ基、ヘキシルアミノ基、シクロヘキシ
ルアミノ基、ヘプチルアミノ基、オクチルアミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ノニ
ルアミノ基、デシルアミノ基、３，７－ジメチルオクチルアミノ基、ラウリルアミノ基、
シクロペンチルアミノ基、ジシクロペンチルアミノ基、シクロヘキシルアミノ基、ジシク
ロヘキシルアミノ基、ジトリフルオロメチルアミノ基、フェニルアミノ基、ジフェニルア
ミノ基、（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル）アミノ基、ジ（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル
）アミノ基、ジ（Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル）アミノ基、１－ナフチルアミノ基、２－
ナフチルアミノ基、ペンタフルオロフェニルアミノ基、ピリジルアミノ基、ピリダジニル
アミノ基、ピリミジルアミノ基、ピラジニルアミノ基、トリアジニルアミノ基、（フェニ
ル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ基、（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキ
ル）アミノ基、（Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ基、ジ（Ｃ1

～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ基、ジ（Ｃ1～Ｃ12アルキルフェ
ニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）アミノ基、１－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキルアミノ基、２－
ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキルアミノ基、トリメチルシリル基、トリエチルシリル基、ト
リプロピルシリル基、トリイソプロピルシリル基、イソプロピルジメチルシリル基、イソ
プロピルジエチルシリル基、ｔ－ブチルジメチルシリル基、ペンチルジメチルシリル基、
ヘキシルジメチルシリル基、ヘプチルジメチルシリル基、オクチルジメチルシリル基、２
－エチルヘキシルジメチルシリル基、ノニルジメチルシリル基、デシルジメチルシリル基
、３，７－ジメチルオクチルジメチルシリル基、ラウリルジメチルシリル基、（フェニル
－Ｃ1～Ｃ12アルキル）シリル基、（Ｃ1～Ｃ12アルコキシフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル
）シリル基、（Ｃ1～Ｃ12アルキルフェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）シリル基、（１－ナフ
チル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）シリル基、（２－ナフチル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）シリル基、
（フェニル－Ｃ1～Ｃ12アルキル）ジメチルシリル基、トリフェニルシリル基、トリ（ｐ
－キシリル）シリル基、トリベンジルシリル基、ジフェニルメチルシリル基、ｔ－ブチル
ジフェニルシリル基、ジメチルフェニルシリル基、チエニル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルチエ
ニル基、ピロリル基、フリル基、ピリジル基、Ｃ1～Ｃ12アルキルピリジル基、ピリダジ
ニル基、ピリミジル基、ピラジニル基、トリアジニル基、ピロリジル基、ピペリジル基、
キノリル基、イソキノリル基、ヒドロキシ基、メルカプト基、フッ素原子、塩素原子、臭
素原子及びヨウ素原子等が挙げられる。前記末端の構造単位が複数個存在する場合には、
それらは同一でも異なっていてもよい。
【０２７０】
　－イオン性ポリマーの特性－
　本発明で用いられるイオン性ポリマーは、好ましくは共役化合物である。本発明で用い
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られるイオン性ポリマーが共役化合物であるとは、該イオン性ポリマーが主鎖中に、多重
結合（例えば、二重結合、三重結合）又は窒素原子、酸素原子等が有する非共有電子対が
１つの単結合を挟んで連なっている領域を含むことを意味する。該イオン性ポリマーは、
共役化合物である場合、共役化合物の電子輸送性の観点から、
　｛（多重結合又は窒素原子、酸素原子等が有する非共有電子対が１つの単結合を挟んで
連なっている領域に含まれる主鎖上の原子の数）／（主鎖上の全原子の数）｝×１００％
で計算される比が５０％以上であることが好ましく、６０％以上であることがより好まし
く、７０％以上であることがより好ましく、８０％以上であることがより好ましく、９０
％以上であることがさらに好ましい。
【０２７１】
　また、本発明で用いられるイオン性ポリマーは、好ましくは高分子化合物であり、より
好ましくは共役高分子化合物である。ここで、高分子化合物とは、ポリスチレン換算の数
平均分子量が１×１０3以上である化合物をいう。また、本発明で用いられるイオン性ポ
リマーが共役高分子化合物であるとは、該イオン性ポリマーが共役化合物かつ高分子化合
物であることを意味する。
【０２７２】
　本発明に用いられるイオン性ポリマーの塗布による成膜性の観点から、該イオン性ポリ
マーのポリスチレン換算の数平均分子量が１×１０3～１×１０8であることが好ましく、
２×１０3～１×１０7であることがより好ましく、３×１０3～１×１０7であることがよ
り好ましく、５×１０3～１×１０7であることがさらに好ましい。また、イオン性ポリマ
ーの純度の観点から、ポリスチレン換算の重量平均分子量が１×１０3～５×１０7である
ことが好ましく、１×１０3～１×１０7であることがより好ましく、１×１０3～５×１
０6であることがさらに好ましい。また、イオン性ポリマーの溶解性の観点から、ポリス
チレン換算の数平均分子量は１×１０3～５×１０５であることが好ましく、１×１０3～
５×１０４であることがより好ましく、１×１０3～３×１０３であることがさらに好ま
しい。本発明に用いられるイオン性ポリマーのポリスチレン換算の数平均分子量及び重量
平均分子量は、例えば、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）を用いて、
求めることができる。
【０２７３】
　本発明に用いられるイオン性ポリマーの純度の観点から、末端構造単位を除く該イオン
性ポリマー中に含まれる全構造単位の数（即ち、重合度）は１以上２０以下であることが
好ましく、１以上１０以下であることがより好ましく、１以上５以下であることがさらに
好ましい。
【０２７４】
　本発明に用いられるイオン性ポリマーの電子受容性、正孔受容性の観点からは、該イオ
ン性ポリマーの最低非占有分子軌道（ＬＵＭＯ）の軌道エネルギーが、－５．０ｅＶ以上
－２．０ｅＶ以下であることが好ましく、－４．５ｅＶ以上－２．０ｅＶ以下がより好ま
しい。また、同様の観点から、該イオン性ポリマーの最高占有分子軌道（ＨＯＭＯ）の軌
道エネルギーが、－６．０ｅＶ以上－３．０ｅＶ以下であることが好ましく、－５．５ｅ
Ｖ以上－３．０ｅＶ以下がより好ましい。ただし、ＨＯＭＯの軌道エネルギーはＬＵＭＯ
の軌道エネルギーよりも低い。なお、イオン性ポリマーの最高占有分子軌道（ＨＯＭＯ）
の軌道エネルギーは、イオン性ポリマーのイオン化ポテンシャルを測定し、得られたイオ
ン化ポテンシャルを該軌道エネルギーとすることにより求める。一方、イオン性ポリマー
の最低非占有分子軌道（ＬＵＭＯ）の軌道エネルギーは、ＨＯＭＯとＬＵＭＯとのエネル
ギー差を求め、その値と前記で測定したイオン化ポテンシャルとの和を該軌道エネルギー
とすることにより求める。イオン化ポテンシャルの測定には光電子分光装置を用いる。ま
た、ＨＯＭＯとＬＵＭＯのエネルギー差は紫外・可視・近赤外分光光度計を用いてイオン
性ポリマーの吸収スペクトルを測定し、その吸収末端より求める。
【０２７５】
　なお、本発明に用いられる重合体は、電界発光素子で用いられた場合、実質的に非発光



(69) JP 2012-43782 A 2012.3.1

10

20

30

40

性であることが好ましい。ここで、ある重合体が実質的に非発光性であるとは、以下のと
おりの意味である。まず、ある重合体を含む層を有する電界発光素子Ａを作製する。一方
、重合体を含む層を有さない電界発光素子２を作製する。電界発光素子Ａは重合体を含む
層を有するが、電界発光素子２は重合体を含む層を有さない点でのみ、電界発光素子Ａと
電界発光素子２とは異なる。次に、電界発光素子Ａ及び電界発光素子２に１０Ｖの順方向
電圧を印加して発光スペクトルを測定する。電界発光素子２について得られた発光スペク
トルにおいて最大ピークを与える波長λを求める。波長λにおける発光強度を１として、
電界発光素子２について得られた発光スペクトルを規格化し、波長について積分して規格
化発光量Ｓ0を計算する。一方、波長λにおける発光強度を１として、電界発光素子Ａに
ついて得られた発光スペクトルも規格化し、波長について積分して規格化発光量Ｓを計算
する。（Ｓ－Ｓ0）／Ｓ0×１００％で計算される値が３０％以下である場合、即ち、重合
体を含む層を有さない電界発光素子２の規格化発光量に比べ、重合体を含む層を有する電
界発光素子Ａの規格化発光量の増加分が３０％以下である場合に、用いた重合体は実質的
に非発光性であるものとし、（Ｓ－Ｓ0）／Ｓ0×１００で計算される値が１５％以下であ
ることが好ましく、１０％以下であることがより好ましい。
【０２７６】
　前記式（１）で表される基及び前記式（３）で表される基を含むイオン性ポリマーとし
ては、式（２３）で表される基のみからなるイオン性ポリマー、式（２３）で表される基
および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、９６、１０１～１１０で表
される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる1種以上の基からなるイオ
ン性ポリマー、式（２４）で表される基のみからなるイオン性ポリマー、式（２４）で表
される基および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、９６、１０１～１
１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる1種以上の基から
なるイオン性ポリマー、式（２５）で表される基のみからなるイオン性ポリマー、式（２
５）で表される基および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、９６、１
０１～１１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる1種以上
の基からなるイオン性ポリマー、式（２９）で表される基のみからなるイオン性ポリマー
、式（２９）で表される基および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、
９６、１０１～１１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる
1種以上の基からなるイオン性ポリマー、式（３０）で表される基のみからなるイオン性
ポリマー、式（３０）で表される基および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１
、９２、９６、１０１～１１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から
選ばれる１種以上の基からなるイオン性ポリマーが挙げられる。
【０２７７】
　前記式（１）で表される基及び前記式（３）で表される基を含むイオン性ポリマーとし
ては、以下の高分子化合物が挙げられる。これらのうち、２種の構造単位がスラッシュ「
／」で区切られている式で表される高分子化合物では、左側の構造単位の割合がｐモル％
、右側の構造単位の割合が（１００－ｐ）モル％であり、これらの構造単位はランダムに
配列している。なお、以下の式中、ｎは重合度を表す。
【０２７８】
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【化５８】

（式中、ｐは１５～１００の数を表す。）
【０２８６】
　前記式（２）で表される基及び前記式（３）で表される基を含むイオン性ポリマーとし
ては、式（２６）で表される基のみからなるイオン性ポリマー、式（２６）で表される基
および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、９６、１０１～１１０で表
される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる1種以上の基からなるイオ
ン性ポリマー、式（２７）で表される基のみからなるイオン性ポリマー、式（２７）で表
される基および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、９６、１０１～１
１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる1種以上の基から
なるイオン性ポリマー、式（２８）で表される基のみからなるイオン性ポリマー、式（２
８）で表される基および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、９６、１
０１～１１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる1種以上
の基からなるイオン性ポリマー、式（３１）で表される基のみからなるイオン性ポリマー
、式（３１）で表される基および式４５～５０、５９、６０、７７、８０、９１、９２、
９６、１０１～１１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から選ばれる
1種以上の基からなるイオン性ポリマー、式（３２）で表される基のみからなるイオン性
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、９２、９６、１０１～１１０で表される基から水素原子を２個除いた基からなる群から
選ばれる１種以上の基からなるイオン性ポリマーが挙げられる。
【０２８７】
　前記式（２）で表される基及び前記式（３）で表される基を含むイオン性ポリマーとし
ては、以下の高分子化合物が挙げられる。これらのうち、２種の構造単位がスラッシュ「
／」で区切られている式で表される高分子化合物では、左側の構造単位の割合がｐモル％
、右側の構造単位の割合が（１００－ｐ）モル％であり、これらの構造単位はランダムに
配列している。なお、以下の式中、ｎは重合度を表す。
【０２８８】
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【化６２】

（式中、ｐは１５～１００の数を表す。）
【０２９２】
　－イオン性ポリマーの製造方法－
　次に、本発明に用いられるイオン性ポリマーを製造する方法について説明する。本発明
に用いられるイオン性ポリマーを製造するための好適な方法としては、例えば、下記一般
式（３６）で表される化合物を原料の１つとして選択して用い、中でも、該一般式（３６
）中の－Ａa－が式（１３）で表される構造単位である化合物、該－Ａa－が式（１５）で
表される構造単位である化合物、該－Ａa－が式（１７）で表される構造単位である化合
物及び該－Ａa－が式（２０）で表される構造単位である化合物の少なくとも１種を必須
の原料として含有させて、これを縮合重合させる方法を挙げることができる。
　Ｙ4－Ａa－Ｙ5　　（３６）
（式（３６）中、Ａaは式（１）で表される基及び式（２）で表される基からなる群から
選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを含む繰り返し単位を表し、
Ｙ４及びＹ５は、それぞれ独立に、縮合重合に関与する基を示す。）
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【０２９３】
　また、本発明に用いられるイオン性ポリマー中に上記式（３６）中の－Ａa－で表され
る構造単位とともに、前記－Ａa－以外の他の構造単位を含有させる場合には、前記－Ａa

－以外の他の構造単位となる、２個の縮合重合に関与する置換基を有する化合物を用い、
これを前記式（３６）で表される化合物とともに共存させて縮合重合させればよい。
【０２９４】
　このような他の構造単位を含有させるために用いられる２個の縮合重合可能な置換基を
有する化合物としては、式（３７）で表される化合物が例示される。このようにして、前
記Ｙ4－Ａa－Ｙ5で表される化合物に加えて、式（３７）で表される化合物を縮合重合さ
せることで、－Ａb－で表される構造単位を更に有する本発明に用いられるイオン性ポリ
マーを製造することができる。
　Ｙ6－Ａb－Ｙ7　　（３７）
（式（３７）中、Ａbは前記一般式（３３）で表される構造単位又は一般式（３５）で表
される構造単位であり、Ｙ6及びＹ7は、それぞれ独立に、縮合重合に関与する基を示す。
）
【０２９５】
　このような縮合重合に関与する基（Ｙ4、Ｙ5、Ｙ6及びＹ7）としては、水素原子、ハロ
ゲン原子、アルキルスルホネート基、アリールスルホネート基、アリールアルキルスルホ
ネート基、ホウ酸エステル残基、スルホニウムメチル基、ホスホニウムメチル基、ホスホ
ネートメチル基、モノハロゲン化メチル基、－Ｂ（ＯＨ）2、ホルミル基、シアノ基、ビ
ニル基等が挙げられる。
【０２９６】
　このような縮合重合に関与する基として選択され得るハロゲン原子としては、フッ素原
子、塩素原子、臭素原子及びヨウ素原子が挙げられる。
【０２９７】
　また、前記縮合重合に関与する基として選択され得るアルキルスルホネート基としては
、メタンスルホネート基、エタンスルホネート基、トリフルオロメタンスルホネート基が
例示され、アリールスルホネート基としては、ベンゼンスルホネート基、ｐ－トルエンス
ルホネート基が例示される。
【０２９８】
　前記縮合重合に関与する基として選択され得るアリールアルキルスルホネート基として
は、ベンジルスルホネート基が例示される。
【０２９９】
　また、前記縮合重合に関与する基として選択され得るホウ酸エステル残基としては、下
記式で表される基が例示される。
【０３００】
【化６３】

【０３０１】
　さらに、前記縮合重合に関与する基として選択され得るスルホニウムメチル基としては
、下記式：
　－ＣＨ2Ｓ

+Ｍｅ2Ｅ
-、又は、－ＣＨ2Ｓ

+Ｐｈ2Ｅ
-

（式中、Ｅはハロゲン原子を示す。Ｐｈはフェニル基を示し、以下、同じである。）で表
される基が例示される。
【０３０２】
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　また、前記縮合重合に関与する基として選択され得るホスホニウムメチル基としては、
下記式：
　－ＣＨ2Ｐ

+Ｐｈ3Ｅ
-

（式中、Ｅはハロゲン原子を示す。）で表される基が例示される。
【０３０３】
　また、前記縮合重合に関与する基として選択され得るホスホネートメチル基としては、
下記式：
　－ＣＨ2ＰＯ（ＯＲd）2

　（式中、Ｒdはアルキル基、アリール基、又はアリールアルキル基を示す。）で表され
る基が例示される。
【０３０４】
　さらに、前記縮合重合に関与する基として選択され得るモノハロゲン化メチル基として
は、フッ化メチル基、塩化メチル基、臭化メチル基、ヨウ化メチル基が例示される。
【０３０５】
　さらに、縮合重合に関与する基として好適な基は、重合反応の種類によって異なるが、
例えば、Ｙａｍａｍｏｔｏカップリング反応等の０価ニッケル錯体を用いる場合には、ハ
ロゲン原子、アルキルスルホネート基、アリールスルホネート基、アリールアルキルスル
ホネート基が挙げられる。また、Ｓｕｚｕｋｉカップリング反応等のニッケル触媒又はパ
ラジウム触媒を用いる場合には、アルキルスルホネート基、ハロゲン原子、ホウ酸エステ
ル残基、－Ｂ（ＯＨ）2等が挙げられ、酸化剤又は電気化学的に酸化重合する場合には、
水素原子が挙げられる。
【０３０６】
　本発明に用いられるイオン性ポリマーを製造する際には、例えば、縮合重合に関与する
基を複数有する前記一般式（３６）又は（３７）で表される化合物（モノマー）を、必要
に応じて有機溶媒に溶解し、アルカリや適当な触媒を用いて、有機溶媒の融点以上沸点以
下の温度で反応させる重合方法を採用してもよい。このような重合方法としては、例えば
、“オルガニック　リアクションズ（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｒｅａｃｔｉｏｎｓ）”，第１４
巻，２７０－４９０頁，ジョンワイリー　アンド　サンズ（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏ
ｎｓ，Ｉｎｃ．），１９６５年、“オルガニック　シンセシス（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｓｙｎ
ｔｈｅｓｅｓ）”，コレクティブ第６巻（Ｃｏｌｌｅｃｔｉｖｅ　Ｖｏｌｕｍｅ　ＶＩ）
，４０７－４１１頁，ジョンワイリー　アンド　サンズ（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏｎ
ｓ，Ｉｎｃ．），１９８８年、ケミカル　レビュー（Ｃｈｅｍ．Ｒｅｖ．），第９５巻，
２４５７頁（１９９５年）、ジャーナル　オブ　オルガノメタリック　ケミストリー（Ｊ
．Ｏｒｇａｎｏｍｅｔ．Ｃｈｅｍ．），第５７６巻，１４７頁（１９９９年）、マクロモ
レキュラー　ケミストリー　マクロモレキュラー　シンポジウム（Ｍａｃｒｏｍｏｌ．Ｃ
ｈｅｍ．，Ｍａｃｒｏｍｏｌ．Ｓｙｍｐ．），第１２巻，２２９頁（１９８７年）に記載
の公知の方法を採用することができる。
【０３０７】
　また、本発明に用いられるイオン性ポリマーを製造する際には、縮合重合に関与する基
に応じて、既知の縮合重合反応を採用してもよい。このような重合方法としては、該当す
るモノマーを、Ｓｕｚｕｋｉカップリング反応により重合する方法、Ｇｒｉｇｎａｒｄ反
応により重合する方法、Ｎｉ（０）錯体により重合する方法、ＦｅＣｌ3等の酸化剤によ
り重合する方法、電気化学的に酸化重合する方法、適当な脱離基を有する中間体高分子の
分解による方法等が挙げられる。このような重合反応の中でも、Ｓｕｚｕｋｉカップリン
グ反応により重合する方法、Ｇｒｉｇｎａｒｄ反応により重合する方法、及びニッケルゼ
ロ価錯体により重合する方法が、得られるイオン性ポリマーの構造制御がし易いので好ま
しい。
【０３０８】
　本発明に用いられるイオン性ポリマーの好ましい製造方法の１つの態様は、縮合重合に
関与する基として、ハロゲン原子、アルキルスルホネート基、アリールスルホネート基及
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びアリールアルキルスルホネート基からなる群から選択される基を有する原料モノマーを
用いて、ニッケルゼロ価錯体の存在下で縮合重合して、イオン性ポリマーを製造する方法
である。このような方法に使用する原料モノマーとしては、例えば、ジハロゲン化化合物
、ビス（アルキルスルホネート）化合物、ビス（アリールスルホネート）化合物、ビス（
アリールアルキルスルホネート）化合物、ハロゲン－アルキルスルホネート化合物、ハロ
ゲン－アリールスルホネート化合物、ハロゲン－アリールアルキルスルホネート化合物、
アルキルスルホネート－アリールスルホネート化合物、アルキルスルホネート－アリール
アルキルスルホネート化合物及びアリールスルホネート－アリールアルキルスルホネート
化合物が挙げられる。
【０３０９】
　前記イオン性ポリマーの好ましい製造方法の他の態様は、縮合重合に関与する基として
、ハロゲン原子、アルキルスルホネート基、アリールスルホネート基、アリールアルキル
スルホネート基、－Ｂ（ＯＨ）2、及びホウ酸エステル残基からなる群から選ばれる基を
有し、全原料モノマーが有する、ハロゲン原子、アルキルスルホネート基、アリールスル
ホネート基及びアリールアルキルスルホネート基のモル数の合計（Ｊ）と、－Ｂ（ＯＨ）

2及びホウ酸エステル残基のモル数の合計（Ｋ）の比が実質的に１（通常　Ｋ／Ｊ　は０
．７～１．２の範囲）である原料モノマーを用いて、ニッケル触媒又はパラジウム触媒の
存在下で縮合重合して、イオン性ポリマーを製造する方法である。
【０３１０】
　前記有機溶媒としては、用いる化合物や反応によっても異なるが、一般に副反応を抑制
するために十分に脱酸素処理を施した有機溶媒を用いることが好ましい。イオン性ポリマ
ーを製造する際には、このような有機溶媒を用いて不活性雰囲気下で反応を進行させるこ
とが好ましい。また、前記有機溶媒においては、前記脱酸素処理と同様に脱水処理を行う
ことが好ましい。但し、Ｓｕｚｕｋｉカップリング反応等の水との２相系での反応の場合
にはその限りではない。
【０３１１】
　このような有機溶媒としては、ペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、シクロヘキ
サン等の飽和炭化水素、ベンゼン、トルエン、エチルベンゼン、キシレン等の不飽和炭化
水素、四塩化炭素、クロロホルム、ジクロロメタン、クロロブタン、ブロモブタン、クロ
ロペンタン、ブロモペンタン、クロロヘキサン、ブロモヘキサン、クロロシクロヘキサン
、ブロモシクロヘキサン等のハロゲン化飽和炭化水素、クロロベンゼン、ジクロロベンゼ
ン、トリクロロベンゼン等のハロゲン化不飽和炭化水素、メタノール、エタノール、プロ
パノール、イソプロパノール、ブタノール、ｔ－ブチルアルコール等のアルコール類、蟻
酸、酢酸、プロピオン酸等のカルボン酸類、ジメチルエーテル、ジエチルエーテル、メチ
ル－ｔ－ブチルエーテル、テトラヒドロフラン、テトラヒドロピラン、ジオキサン等のエ
ーテル類、トリメチルアミン、トリエチルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチルエ
チレンジアミン、ピリジン等のアミン類、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアセトアミド、Ｎ－メチルモルホリンオキシド等の
アミド類が例示される。これらの有機溶媒は１種を単独で、又は２種以上を混合して用い
てもよい。また、このような有機溶媒の中でも、反応性の観点からはエーテル類がより好
ましく、テトラヒドロフラン、ジエチルエーテルが更に好ましく、反応速度の観点からは
トルエン、キシレンが好ましい。
【０３１２】
　前記イオン性ポリマーを製造する際においては、原料モノマーを反応させるために、ア
ルカリや適当な触媒を添加することが好ましい。このようなアルカリ又は触媒は、採用す
る重合方法等に応じて選択すればよい。このようなアルカリ又は触媒としては、反応に用
いる溶媒に十分に溶解するものが好ましい。また、前記アルカリ又は触媒を混合する方法
としては、反応液をアルゴンや窒素等の不活性雰囲気下で攪拌しながらゆっくりとアルカ
リ又は触媒の溶液を添加するか、アルカリ又は触媒の溶液に反応液をゆっくりと添加する
方法が例示される。
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【０３１３】
　本発明に用いられるイオン性ポリマーにおいては、末端基に重合活性基がそのまま残っ
ていると得られる発光素子の発光特性や寿命特性が低下する可能性があるため、末端基が
安定な基で保護されていてもよい。このように安定な基で末端基が保護されている場合、
本発明に用いられるイオン性ポリマーが共役化合物であるときには、該イオン性ポリマー
の主鎖の共役構造と連続した共役結合を有していることが好ましく、その構造としては、
例えば、炭素－炭素結合を介してアリール基又は複素環基と結合している構造が挙げられ
る。このような末端基を保護する安定な基としては、特開平９－４５４７８号公報におい
て化１０の構造式で示される１価の芳香族化合物基等の置換基が挙げられる。
【０３１４】
　式（１）で表される構造単位を含むイオン性ポリマーを製造する他の好ましい方法とし
ては、第１工程でカチオンを有さないイオン性ポリマーを重合し、第２工程で該イオン性
ポリマーからカチオンを含有するイオン性ポリマーを製造する方法が挙げられる。第１工
程のカチオンを有さないイオン性ポリマーを重合する方法としては、前述の縮合重合反応
が挙げられる。第２工程の反応としては、金属水酸化物、アルキルアンモニウムヒドロキ
シド等による加水分解反応等が挙げられる。
【０３１５】
　式（２）で表される基を含むイオン性ポリマーを製造する他の好ましい方法としては、
第１工程でイオンを有さないイオン性ポリマーを重合し、第２工程で該イオン性ポリマー
からイオンを含有するイオン性ポリマーを製造する方法が挙げられる。第１工程のイオン
を有さないイオン性ポリマーを重合する方法としては、前述の縮合重合反応が挙げられる
。第２工程の反応としては、ハロゲン化アルキルを用いたアミンの４級アンモニウム塩化
反応、ＳｂＦ5によるハロゲン引き抜き反応等が挙げられる。
【０３１６】
　本発明に用いられるイオン性ポリマーは電荷の注入性や輸送性に優れるため、高輝度で
発光する素子が得られる。
【０３１７】
　イオン性ポリマーを含む層を形成する方法としては、例えば、イオン性ポリマーを含有
する溶液を用いて成膜する方法が挙げられる。
【０３１８】
　このような溶液からの成膜に用いる溶媒としては、水を除くアルコール類、エーテル類
、エステル類、二トリル化合物類、ニトロ化合物類、ハロゲン化アルキル類、ハロゲン化
アリール類、チオール類、スルフィド類、スルホキシド類、チオケトン類、アミド類、カ
ルボン酸類等の溶媒のうち、溶解度パラメーターが９．３以上の溶媒が好ましい。該溶媒
の例（各括弧内の値は、各溶媒の溶解度パラメーターの値を表す）としては、メタノール
（１２．９）、エタノール（１１．２）、２－プロパノール（１１．５）、１－ブタノー
ル（９．９）、ｔ－ブチルアルコール（１０．５）、アセトニトリル（１１．８）、１，
２－エタンジオール（１４．７）、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（１１．５）、ジメチ
ルスルホキシド（１２．８）、酢酸（１２．４）、ニトロベンゼン（１１．１）、ニトロ
メタン（１１．０）、１，２－ジクロロエタン（９．７）、ジクロロメタン（９．６）、
クロロベンゼン（９．６）、ブロモベンゼン（９．９）、ジオキサン（９．８）、炭酸プ
ロピレン（１３．３）、ピリジン（１０．４）、二硫化炭素（１０．０）、及びこれらの
溶媒の混合溶媒が挙げられる。ここで、２種の溶媒（溶媒１、溶媒２とする）を混合して
なる混合溶媒について説明すると、該混合溶媒の溶解度パラメーター(δm)は、δm=δ1×
φ1+δ2×φ2により求めることとする（δ1は溶媒１の溶解度パラメーター、φ1は溶媒１
の体積分率、δ2は溶媒２の溶解度パラメーター、φ2は溶媒２の体積分率である。）
【０３１９】
　イオン性ポリマーを含む層の膜厚としては、用いるイオン性ポリマーによって最適値が
異なるため、駆動電圧と発光効率が適度な値となるように選択すればよく、ピンホールが
発生しない厚さが必要である。素子の駆動電圧を低くする観点からは、該膜厚は、１ｎｍ
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～２００ｎｍであることがさらに好ましい。発光層を保護する観点からは、該膜厚は、５
ｎｍ～１μｍであることが好ましい。
【０３２０】
　上述した、本発明に用いるイオン性ポリマーの内、より好ましい数種の具体例について
、それらの合成例および合成されたイオン性ポリマーを使用して作製された有機ＥＬ素子
を実験例として以下に示す。以下に示す実験例は、本発明をより具体的に説明するもので
あるが、本発明は以下の実験例に限定されるものではない。
【０３２１】
　重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）及び数平均分子量（Ｍｎ）は、ゲルパーミエーション
クロマトグラフィー（ＧＰＣ）（東ソー株式会社製：ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣ）を用いて
、ポリスチレン換算の重量平均分子量及び数平均分子量として求めた。また、測定する試
料は、約０．５重量％の濃度になるようにテトラヒドロフランに溶解させ、ＧＰＣに５０
μＬ注入した。更に、ＧＰＣの移動相としてはテトラヒドロフランを用い、０．５ｍＬ／
分の流速で流した。重合体の構造分析はVarian社製３００ＭＨｚＮＭＲスペクトロメータ
－を用いた、１Ｈ－ＮＭＲ解析によって行った。また、測定は、２０ｍｇ／ｍＬの濃度に
なるように試料を可溶な重溶媒（溶媒分子中の水素原子が重水素原子で置換された溶媒）
に溶解させて行った。重合体の最高占有分子軌道（ＨＯＭＯ）の軌道エネルギーは、重合
体のイオン化ポテンシャルを測定し、得られたイオン化ポテンシャルを該軌道エネルギー
とすることにより求めた。一方、重合体の最低非占有分子軌道（ＬＵＭＯ）の軌道エネル
ギーは、ＨＯＭＯとＬＵＭＯとのエネルギー差を求め、その値と前記で測定したイオン化
ポテンシャルとの和を該軌道エネルギーとすることにより求めた。イオン化ポテンシャル
の測定には光電子分光装置（理研計器株式会社製：ＡＣ－２）を用いた。また、ＨＯＭＯ
とＬＵＭＯのエネルギー差は紫外・可視・近赤外分光光度計（Varian社製：Ｃａｒｙ５Ｅ
）を用いて重合体の吸収スペクトルを測定し、その吸収末端より求めた。
【０３２２】
［参考例１］
　２，７－ジブロモ－９，９－ビス[３－エトキシカルボニル－４－[２－[２－（２－メ
トキシエトキシ）エトキシ]エトキシ]フェニル]－フルオレン(化合物Ａ)の合成
　２，７－ジブロモ－９－フルオレノン（５２．５ｇ）、サリチル酸エチル（１５４．８
ｇ）、及びメルカプト酢酸（１．４ｇ）を３００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。そ
こに、メタンスルホン酸（６３０ｍＬ）を添加し、混合物を７５℃で終夜撹拌した。混合
物を放冷し、氷水に添加して１時間撹拌した。生じた固体をろ別し、加熱したアセトニト
リルで洗浄した。洗浄済みの該固体をアセトンに溶解させ、得られたアセトン溶液から固
体を再結晶させ、ろ別した。得られた固体（６２．７ｇ）、２－[２－（２－メトキシエ
トキシ）エトキシ]－ｐ－トルエンスルホネート（８６．３ｇ）、炭酸カリウム（６２．
６ｇ）、及び１８－クラウン－６（７．２ｇ）をＮ、Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ
）（６７０　ｍL）に溶解させ、溶液をフラスコへ移して１０５℃で終夜撹拌した。得ら
れた混合物を室温まで放冷し、氷水へ加え、１時間撹拌した。反応液にクロロホルム（３
００ｍＬ）を加えて分液抽出を行い、溶液を濃縮することで、２，７－ジブロモ－９，９
－ビス[３－エトキシカルボニル－４－[２－[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]エ
トキシ]フェニル]－フルオレン(化合物Ａ)（５１．２ｇ）を得た。
【０３２３】
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【化６４】

【０３２４】
［参考例２］
　２，７－ビス（４，４，５，５－テトラメチル-１，３，２－ジオキサボロラン－２－
イル）－９，９－ビス[３－エトキシカルボニル－４－[２－[２－（２－メトキシエトキ
シ）エトキシ]エトキシ]フェニル]－フルオレン（化合物Ｂ）の合成
　窒素雰囲気下、化合物Ａ（１５ｇ）、ビス（ピナコラート）ジボロン（８．９ｇ）、[
１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン]ジクロロパラジウム（II）ジクロ
ロメタン錯体（０．８ｇ）、１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン（０．
５ｇ）、酢酸カリウム（９．４ｇ）、ジオキサン（４００ｍＬ）を混合し、１１０℃に加
熱し、１０時間加熱還流させた。放冷後、反応液をろ過し、ろ液を減圧濃縮した。反応混
合物をメタノールで３回洗浄した。沈殿物をトルエンに溶解させ、溶液に活性炭を加えて
攪拌した。その後、ろ過を行い、ろ液を減圧濃縮することで、２，７－ビス（４，４，５
，５－テトラメチル-１，３，２－ジオキサボロラン－２－イル）－９，９－ビス[３－エ
トキシカルボニル－４－[２－[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]エトキシ]フェニ
ル]－フルオレン（化合物Ｂ）（１１．７ｇ）を得た。
【０３２５】
【化６５】

【０３２６】
［参考例３］
　ポリ[９，９－ビス[３－エトキシカルボニル－４－[２－[２－（２－メトキシエトキシ
）エトキシ]エトキシ]フェニル]－フルオレン]（重合体Ａ）の合成
　不活性雰囲気下、化合物Ａ（０．５５ｇ）、化合物Ｂ（０．６１ｇ）、トリフェニルホ
スフィンパラジウム（０．０１ｇ）、メチルトリオクチルアンモニウムクロライド（アル
ドリッチ製、商品名Ａｌｉｑｕａｔ３３６（登録商標））（０．２０ｇ）、及びトルエン
（１０ｍＬ）を混合し、１０５℃に加熱した。この反応液に２Ｍ　炭酸ナトリウム水溶液
（６ｍＬ）を滴下し、８時間還流させた。反応液に４－ｔ－ブチルフェニルボロン酸（０
．０１ｇ）を加え、６時間還流させた。次いで、ジエチルジチアカルバミン酸ナトリウム
水溶液（１０ｍＬ、濃度：０．０５ｇ／ｍＬ）を加え、２時間撹拌した。混合溶液をメタ
ノール３００ｍＬ中に滴下して１時間攪拌した後、析出した沈殿をろ過して２時間減圧乾
燥させ、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶解させた。得られた溶液をメタノール１２０ｍ
ｌ、３重量％酢酸水溶液５０ｍＬの混合溶媒中に滴下して１時間攪拌した後、析出した沈
殿をろ過し、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶解させた。こうして得られた溶液をメタノ
ール２００ｍＬに滴下して３０分攪拌した後、析出した沈殿をろ過して固体を得た。得ら
れた固体をテトラヒドロフランに溶解させ、アルミナカラム、シリカゲルカラムを通すこ
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とにより精製した。カラムから回収したテトラヒドロフラン溶液を濃縮した後、メタノー
ル（２００ｍＬ）に滴下し、析出した固体をろ過し、乾燥させた。得られたポリ[９，９
－ビス[３－エトキシカルボニル－４－ビス[２－[２－（２－メトキシエトキシ）エトキ
シ]エトキシ]フェニル]－フルオレン]（重合体Ａ）の収量は５２０ｍｇであった。
　重合体Ａのポリスチレン換算の数平均分子量は５．２×１０4であった。重合体Ａは、
式（Ａ）で表される構造単位からなる。
【０３２７】
【化６６】

【０３２８】
［実験例１］
　重合体Ａセシウム塩の合成
　重合体Ａ（２００ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（２０ｍＬ）、及びエタノール（２０ｍＬ）を添加し、混合物を５５℃に昇温した。
そこに、水酸化セシウム（２００ｍｇ）を水（２ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、５
５℃で６時間撹拌した。混合物を室温まで冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた
固体を水で洗浄し、減圧乾燥させることで薄黄色の固体（１５０ｍｇ）を得た。NMRスペ
クトルにより、重合体Ａ内のエチルエステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失
していることを確認した。得られた重合体Ａのセシウム塩を共役高分子化合物１と呼ぶ。
共役高分子化合物１は式（Ｂ）で表される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１
）で表される基及び式（２）で表される基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３
）で表される１種以上の基とを含む構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）
、（１５）、（１７）、（２０）で表される構造単位の割合」は、１００モル％である。
）。共役高分子化合物１のＨＯＭＯの軌道エネルギーは－５．５ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エ
ネルギーは－２．７ｅＶであった。
【０３２９】
【化６７】

【０３３０】
［実験例２］
　重合体Ａカリウム塩の合成
　重合体Ａ（２００ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（２０ｍＬ）、及びメタノール（１０ｍＬ）を混合し、混合溶液に、水酸化カリウム
（４００ｍｇ）を水（２ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で１時間撹拌した。
反応溶液にメタノール５０ｍＬを加え、さらに６５℃で４時間攪拌した。混合物を室温ま
で冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させること
で薄黄色の固体（１３１ｍｇ）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、重合体Ａ内のエチルエ
ステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した。得られた重
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合体Ａのカリウム塩を共役高分子化合物２と呼ぶ。共役高分子化合物２は式（Ｃ）で表さ
れる構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）で表され
る基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを含む構
造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２０）で表
される構造単位の割合」は、１００モル％である。）。共役高分子化合物２のＨＯＭＯの
軌道エネルギーは－５．５ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．７ｅＶであった。
【０３３１】
【化６８】

【０３３２】
［実験例３］
　重合体Ａナトリウム塩の合成
　重合体Ａ（２００ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（２０ｍＬ）、及びメタノール（１０ｍＬ）を混合し、混合溶液に、水酸化ナトリウ
ム（２６０ｍｇ）を水（２ｍL）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で１時間撹拌した
。反応溶液にメタノール３０ｍＬを加え、さらに６５℃で４時間攪拌した。混合物を室温
まで冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させるこ
とで薄黄色の固体（１２３ｍｇ）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、重合体Ａ内のエチル
エステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した。得られた
重合体Ａのナトリウム塩を共役高分子化合物３と呼ぶ。共役高分子化合物３は式（Ｄ）で
表される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）で表
される基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを含
む構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２０）
で表される構造単位の割合」は、１００モル％である。）。共役高分子化合物３のＨＯＭ
Ｏの軌道エネルギーは－５．６ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．８ｅＶであった
。
【０３３３】
【化６９】

【０３３４】
［実験例４］
　重合体Ａアンモニウム塩の合成
　重合体Ａ（２００ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（２０ｍＬ）、及びメタノール（１５ｍＬ）を混合し、混合溶液にテトラメチルアン
モニウムヒドロキシド（５０ｍｇ）を水（１ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃
で６時間撹拌した。反応溶液にテトラメチルアンモニウムヒドロキシド（５０ｍｇ）を水
（１ｍＬ）に溶解させた水溶液を加え、さらに６５℃で４時間攪拌した。混合物を室温ま
で冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させること
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で薄黄色の固体（１５０ｍｇ）を得た。NMRスペクトルにより、重合体Ａ内のエチルエス
テル部位のエチル基由来のシグナルが９０％消失していることを確認した。得られた重合
体Ａのアンモニウム塩を共役高分子化合物４と呼ぶ。共役高分子化合物４は式（Ｅ）で表
される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）で表さ
れる基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを含む
構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２０）で
表される構造単位の割合」は、９０モル％である。）。共役高分子化合物４のＨＯＭＯの
軌道エネルギーは－５．６ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．８ｅＶであった。
【０３３５】
【化７０】

【０３３６】
［参考例４］
　２，７－ビス[７－（４－メチルフェニル）－９，９－ジオクチルフルオレン－２－イ
ル]－９，９－ビス[３－エトキシカルボニル－４－[２－[２－（２－メトキシエトキシ）
エトキシ]エトキシ]フェニル]－フルオレン（重合体Ｂ）の合成
　不活性雰囲気下、化合物Ａ（０．５２ｇ）、２，７－ビス（１，３，２－ジオキサボロ
ラン－２－イル）－９，９－ジオクチルフルオレン（１．２９ｇ）、トリフェニルホスフ
ィンパラジウム（０．００８７ｇ）、メチルトリオクチルアンモニウムクロライド（アル
ドリッチ製、商品名Ａｌｉｑｕａｔ３３６（登録商標））（０．２０ｇ）、トルエン（１
０ｍＬ）、及び２Ｍ炭酸ナトリウム水溶液（１０ｍＬ）を混合し、８０℃に加熱した。反
応液を３．５時間反応させた。その後、そこに、パラブロモトルエン（０．６８ｇ）を加
えて、更に２．５時間反応させた。反応後、反応液を室温まで冷却し、酢酸エチル５０ｍ
Ｌ／蒸留水５０ｍＬを加えて水層を除去した。再び蒸留水５０ｍＬを加えて水層を除去し
た後、乾燥剤として硫酸マグネシウムを加えて、不溶物をろ過して、有機溶媒を除去した
。その後、得られた残渣を再びＴＨＦ１０ｍＬに溶かして、飽和ジエチルジチオカルバミ
ン酸ナトリウム水２ｍＬを添加して、３０分間撹拌した後、有機溶媒を除去した。アルミ
ナカラム（展開溶媒　ヘキサン：酢酸エチル＝１：１、ｖ/ｖ）を通して精製を行い、析
出した沈殿をろ過して１２時間減圧乾燥させたところ、２，７－ビス[７－（４－メチル
フェニル）－９，９－ジオクチルフルオレン－２－イル]－９，９－ビス[３－エトキシカ
ルボニル－４－[２－[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]エトキシ]フェニル]－フ
ルオレン（重合体Ｂ）が５２４ｍｇ得られた。
【０３３７】
　重合体Ｂのポリスチレン換算の数平均分子量は、２．０×１０３であった。なお、重合
体Ｂは、式（Ｆ）で表される。
【０３３８】
【化７１】

【０３３９】
［実験例５］
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重合体Ｂセシウム塩の合成
　重合体Ｂ（２６２ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、アルゴン置換した。そこに、テ
トラヒドロフラン（１０ｍＬ）、及びメタノール（１５ｍＬ）を添加し、混合物を５５℃
に昇温した。そこに、水酸化セシウム（３４１ｍｇ）を水（１ｍＬ）に溶かした水溶液を
添加し、５５℃で５時間撹拌した。得られた混合物を室温まで冷却した後、反応溶媒を減
圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させることで薄黄色の固体（２５０ｍｇ
）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、エチルエステル部位のエチル基由来のシグナルが完
全に消失していることを確認した。得られた重合体Ｂセシウム塩を共役高分子化合物５と
呼ぶ。共役高分子化合物５は、式（Ｇ）で表される（「全構造単位中の、式（１）で表さ
れる基及び式（２）で表される基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表さ
れる１種以上の基とを含む構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５
）、（１７）、（２０）で表される構造単位の割合」は、小数第二位で四捨五入して、３
３．３モル％である。）。共役高分子化合物５のＨＯＭＯの軌道エネルギーは－５．６ｅ
Ｖであり、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．６ｅＶであった。
【０３４０】
【化７２】

【０３４１】
［参考例５］
重合体Ｃの合成
　不活性雰囲気下、化合物Ａ（０．４０ｇ）、化合物Ｂ（０．４９ｇ）、Ｎ，Ｎ’－ビス
（４－ブロモフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ｔ－ブチル-２，６－ジメチルフェニル
）１，４－フェニレンジアミン（３５ｍｇ）、トリフェニルホスフィンパラジウム（８ｍ
ｇ）、メチルトリオクチルアンモニウムクロライド（アルドリッチ製、商品名Ａｌｉｑｕ
ａｔ３３６（登録商標））（０．２０ｇ）、及びトルエン（１０ｍＬ）を混合し、１０５
℃に加熱した。この反応液に２Ｍ　炭酸ナトリウム水溶液（６ｍＬ）を滴下し、８時間還
流させた。反応液にフェニルボロン酸（０．０１ｇ）を加え、６時間還流させた。次いで
、ジエチルジチアカルバミン酸ナトリウム水溶液（１０ｍＬ、濃度：０．０５ｇ／ｍＬ）
を加え、２時間撹拌した。混合溶液をメタノール３００ｍＬ中に滴下して１時間攪拌した
後、析出した沈殿をろ過して２時間減圧乾燥させ、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶解さ
せた。得られた溶液をメタノール１２０ｍｌ、３重量％酢酸水溶液５０ｍLの混合溶媒中
に滴下して１時間攪拌した後、析出した沈殿をろ過し、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶
解させた。こうして得られた溶液をメタノール２００ｍＬに滴下して３０分攪拌した後、
析出した沈殿をろ過して固体を得た。得られた固体をテトラヒドロフランに溶解させ、ア
ルミナカラム、シリカゲルカラムを通すことにより精製した。カラムから回収したテトラ
ヒドロフラン溶液を濃縮した後、メタノール（２００ｍＬ）に滴下し、析出した固体をろ
過し、乾燥させた。得られた重合体Ｃの収量は５２６ｍｇであった。
【０３４２】
　重合体Ｃのポリスチレン換算の数平均分子量は３．６×１０4であった。重合体Ｃは、
式（Ｈ）で表される構造単位からなる。
【０３４３】
　なお、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ブロモフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ｔ－ブチル-２
，６－ジメチルフェニル）１，４－フェニレンジアミンは、例えば特開２００８－７４９
１７号公報に記載されている方法で合成することができる。
【０３４４】
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【化７３】

【０３４５】
［実験例６］
　重合体Ｃセシウム塩の合成
　重合体Ｃ（２００ｍｇ）を１００ｍLフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（２０ｍＬ）、及びメタノール（２０ｍＬ）を添加し混合した。混合溶液に、水酸化
セシウム（２００ｍｇ）を水（２ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で１時間撹
拌した。反応溶液にメタノール３０ｍＬを加え、さらに６５℃で４時間攪拌した。混合物
を室温まで冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥さ
せることで薄黄色の固体（１５０ｍｇ）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、重合体Ｃ内の
エチルエステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した。得
られた重合体Ｃのセシウム塩を共役高分子化合物６と呼ぶ。共役高分子化合物６は式（Ｉ
）で表される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）
で表される基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基と
を含む構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２
０）で表される構造単位の割合」は、９５モル％である。）。共役高分子化合物６のＨＯ
ＭＯの軌道エネルギーは－５．３ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．６ｅＶであっ
た。
【０３４６】
【化７４】

【０３４７】
［参考例６］
重合体Ｄの合成
　不活性雰囲気下、化合物Ａ（０．５５ｇ）、化合物Ｂ（０．６７ｇ）、Ｎ，Ｎ’－ビス
（４－ブロモフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ｔ－ブチル-２，６－ジメチルフェニル
）１，４－フェニレンジアミン（０．０３８ｇ）、３，７－ジブロモ－Ｎ－（４－ｎ－ブ
チルフェニル）フェノキサジン　０．００９ｇ、トリフェニルホスフィンパラジウム（０
．０１ｇ）、メチルトリオクチルアンモニウムクロライド（アルドリッチ製、商品名Ａｌ
ｉｑｕａｔ３３６（登録商標））（０．２０ｇ）、及びトルエン（１０ｍＬ）を混合し、
１０５℃に加熱した。この反応液に２Ｍ　炭酸ナトリウム水溶液（６ｍＬ）を滴下し、２
時間還流させた。反応液にフェニルボロン酸（０．００４ｇ）を加え、６時間還流させた
。次いで、ジエチルジチアカルバミン酸ナトリウム水溶液（１０ｍＬ、濃度：０．０５ｇ
／ｍＬ）を加え、２時間撹拌した。混合溶液をメタノール３００ｍＬ中に滴下して１時間
攪拌した後、析出した沈殿をろ過して２時間減圧乾燥させ、テトラヒドロフラン２０ｍＬ
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に溶解させた。得られた溶液をメタノール１２０ｍＬ、３重量％酢酸水溶液５０ｍLの混
合溶媒中に滴下して１時間攪拌した後、析出した沈殿をろ過し、テトラヒドロフラン２０
ｍＬに溶解させた。こうして得られた溶液をメタノール２００ｍＬに滴下して３０分攪拌
した後、析出した沈殿をろ過して固体を得た。得られた固体をテトラヒドロフランに溶解
させ、アルミナカラム、シリカゲルカラムを通すことにより精製した。カラムから回収し
たテトラヒドロフラン溶液を濃縮した後、メタノール（２００ｍＬ）に滴下し、析出した
固体をろ過し、乾燥させた。得られた重合体Ｄの収量は５９０ｍｇであった。
【０３４８】
　重合体Ｄのポリスチレン換算の数平均分子量は２．７×１０4であった。重合体Ｄは、
式（Ｊ）で表される構造単位からなる。
【０３４９】
　なお、３，７－ジブロモ－Ｎ－（４－ｎ－ブチルフェニル）フェノキサジンは、特開２
００７－７０６２０号に記載の方法に基づいて、あるいは特開２００４－１３７４５６号
公報に記載の方法を参考にして、合成した。
【０３５０】
【化７５】

【０３５１】
［実験例７］
　重合体Ｄセシウム塩の合成
　重合体Ｄ（２００ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（１５ｍＬ）、及びメタノール（１０ｍＬ）を混合した。混合溶液に、水酸化セシウ
ム（３６０ｍｇ）を水（２ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で３時間撹拌した
。反応溶液にメタノール１０ｍＬを加え、さらに６５℃で４時間攪拌した。混合物を室温
まで冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させるこ
とで薄黄色の固体（２１０ｍｇ）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、重合体Ｄ内のエチル
エステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した。得られた
重合体Ｄのセシウム塩を共役高分子化合物７と呼ぶ。共役高分子化合物７は式（Ｋ）で表
される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）で表さ
れる基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを含む
構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２０）で
表される構造単位の割合」は、９０モル％である。）。共役高分子化合物７のＨＯＭＯの
軌道エネルギーは－５．３ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．４ｅＶであった。
【０３５２】
【化７６】

【０３５３】
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［参考例７］
重合体Ｅの合成
　不活性雰囲気下、化合物Ａ（０．３７ｇ）、化合物Ｂ（０．８２ｇ）、１，３－ジブロ
モベンゼン（０．０９ｇ）、トリフェニルホスフィンパラジウム（０．０１ｇ）、メチル
トリオクチルアンモニウムクロライド（アルドリッチ製、商品名Ａｌｉｑｕａｔ３３６（
登録商標））（０．２０ｇ）、及びトルエン（１０ｍＬ）を混合し、１０５℃に加熱した
。この反応液に２Ｍ　炭酸ナトリウム水溶液（６ｍＬ）を滴下し、７時間還流させた。反
応液にフェニルボロン酸（０．００２ｇ）を加え、１０時間還流させた。次いで、ジエチ
ルジチアカルバミン酸ナトリウム水溶液（１０ｍＬ、濃度：０．０５ｇ／ｍＬ）を加え、
１時間撹拌した。混合溶液をメタノール３００ｍＬ中に滴下して１時間攪拌した後、析出
した沈殿をろ過して２時間減圧乾燥させ、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶解させた。得
られた溶液をメタノール１２０ｍＬ、３重量％酢酸水溶液５０ｍＬの混合溶媒中に滴下し
て１時間攪拌した後、析出した沈殿をろ過し、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶解させた
。こうして得られた溶液をメタノール２００ｍＬに滴下して３０分攪拌した後、析出した
沈殿をろ過して固体を得た。得られた固体をテトラヒドロフランに溶解させ、アルミナカ
ラム、シリカゲルカラムを通すことにより精製した。カラムから回収したテトラヒドロフ
ラン溶液を濃縮した後、メタノール（２００ｍＬ）に滴下し、析出した固体をろ過し、乾
燥させた。得られた重合体Ｅの収量は２９３ｍｇであった。
【０３５４】
　重合体Ｅのポリスチレン換算の数平均分子量は１．８×１０4であった。重合体Ｅは、
式（Ｌ）で表される構造単位からなる。
【０３５５】
【化７７】

【０３５６】
［実験例８］
　重合体Ｅセシウム塩の合成
　重合体Ｅ（２００ｍｇ）を１００ｍLフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（１０ｍＬ）、及びメタノール（５ｍＬ）を混合した。混合溶液に、水酸化セシウム
（２００ｍｇ）を水（２ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で２時間撹拌した。
反応溶液にメタノール１０ｍＬを加え、さらに６５℃で５時間攪拌した。混合物を室温ま
で冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させること
で薄黄色の固体（１７０ｍｇ）を得た。NMRスペクトルにより、　重合体Ｅ内のエチルエ
ステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した。得られた　
重合体Ｅのセシウム塩を共役高分子化合物８と呼ぶ。共役高分子化合物８は式（Ｍ）で表
される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）で表さ
れる基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを含む
構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２０）で
表される構造単位の割合」は、７５モル％である。）。共役高分子化合物８のＨＯＭＯの
軌道エネルギーは－５．６ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．６ｅＶであった。
【０３５７】
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【化７８】

【０３５８】
［参考例８］
重合体Ｆの合成
　不活性雰囲気下、化合物Ｂ（１．０１ｇ）、１，４－ジブロモ－２，３，５，６－テト
ラフルオロベンゼン（０．３０ｇ）、トリフェニルホスフィンパラジウム（０．０２ｇ）
、メチルトリオクチルアンモニウムクロライド（アルドリッチ製、商品名Ａｌｉｑｕａｔ
３３６（登録商標））（０．２０ｇ）、及びトルエン（１０ｍＬ）を混合し、１０５℃に
加熱した。この反応液に２Ｍ　炭酸ナトリウム水溶液（６ｍＬ）を滴下し、４時間還流さ
せた。反応液にフェニルボロン酸（０．００２ｇ）を加え、４時間還流させた。次いで、
ジエチルジチアカルバミン酸ナトリウム水溶液（１０ｍＬ、濃度：０．０５ｇ／ｍＬ）を
加え、１時間撹拌した。混合溶液をメタノール３００ｍＬ中に滴下して１時間攪拌した後
、析出した沈殿をろ過して２時間減圧乾燥させ、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶解させ
た。得られた溶液をメタノール１２０ｍＬ、３重量％酢酸水溶液５０ｍＬの混合溶媒中に
滴下して１時間攪拌した後、析出した沈殿をろ過し、テトラヒドロフラン２０ｍＬに溶解
させた。こうして得られた溶液をメタノール２００ｍＬに滴下して３０分攪拌した後、析
出した沈殿をろ過して固体を得た。得られた固体をテトラヒドロフラン／酢酸エチル（１
／１（体積比））の混合溶媒に溶解させ、アルミナカラム、シリカゲルカラムを通すこと
により精製した。カラムから回収したテトラヒドロフラン溶液を濃縮した後、メタノール
（２００ｍＬ）に滴下し、析出した固体をろ過し、乾燥させた。得られた重合体Ｅの収量
は３４３ｍｇであった。
【０３５９】
　重合体Ｆのポリスチレン換算の数平均分子量は６．０×１０4であった。重合体Ｆは、
式（Ｎ）で表される構造単位からなる。
【０３６０】
【化７９】

【０３６１】
［実験例９］
　重合体Ｆセシウム塩の合成
　重合体Ｆ（１５０ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（１０ｍＬ）、及びメタノール（５ｍＬ）を混合した。混合溶液に、水酸化セシウム
（２６０ｍｇ）を水（２ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で２時間撹拌した。
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反応溶液にメタノール１０ｍＬを加え、さらに６５℃で５時間攪拌した。混合物を室温ま
で冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させること
で薄黄色の固体（１３０ｍｇ）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、重合体Ｅ内のエチルエ
ステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した。得られた　
重合体Ｆのセシウム塩を共役高分子化合物９と呼ぶ。共役高分子化合物９は式（Ｏ）で表
される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）で表さ
れる基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを含む
構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２０）で
表される構造単位の割合」は、７５モル％である。）。共役高分子化合物９のＨＯＭＯの
軌道エネルギーは－５．９ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．８ｅＶであった。
【０３６２】
【化８０】

【０３６３】
[参考例９]
　不活性雰囲気下、２－[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]－ｐ－トルエンスルホ
ネート（１１．０ｇ）、トリエチレングリコール（３０．０ｇ）、水酸化カリウム（３．
３ｇ）を混合し、１００℃で１８時間過熱攪拌した。放冷後、反応溶液を水（１００ｍＬ
）に加え、クロロホルムで分液抽出を行い、溶液を濃縮した。濃縮した溶液を、クーゲル
ロワー蒸留（１０ｍｍＴｏｒｒ、１８０℃）することで、２－（２－（２－（２－（２－
（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ）エタノー
ル（６．１ｇ）を得た。
【０３６４】
[参考例１０]
　不活性雰囲気下、２－（２－（２－（２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ
）－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ）エタノール（８．０ｇ）、水酸化ナトリウム（
１．４ｇ）、蒸留水（２ｍＬ）、テトラヒドロフラン（２ｍＬ）を混合し、氷冷した。混
合溶液に、ｐ－トシルクロリド（５．５ｇ）のテトラヒドロフラン（６．４ｍＬ）溶液を
３０分かけて滴下し、滴下後反応溶液を室温に上げて１５時間攪拌した。反応溶液に蒸留
水（５０ｍＬ）を加え、６Ｍ硫酸で反応溶液を中和した後、クロロホルムで分液抽出を行
った。溶液を濃縮することで、２－（２－(２－（２－（２－（２－メトキシエトキシ）
－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ）ｐ－トルエンスルホネート（１１．
８ｇ）を得た。
【０３６５】
［参考例１１］
　２，７－ジブロモ－９，９－ビス[３－エトキシカルボニル－４－[２－（２－（２－（
２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ
）エトキシ]フェニル]－フルオレン(化合物Ｃ)の合成
　２，７－ジブロモ－９－フルオレノン（１２７．２ｇ）、サリチル酸エチル（３７５．
２ｇ）、及びメルカプト酢酸（３．５ｇ）を３００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。
そこに、メタンスルホン酸（１４２０ｍＬ）を添加し、混合物を７５℃で終夜撹拌した。
混合物を放冷し、氷水に添加して１時間撹拌した。生じた固体をろ別し、加熱したアセト
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ニトリルで洗浄した。洗浄済みの該固体をアセトンに溶解させ、得られたアセトン溶液か
ら固体を再結晶させ、ろ別し固体（１６７．８ｇ）を得た。得られた固体（５ｇ）、２－
（２－(２－（２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エトキ
シ）－エトキシ）ｐ－トルエンスルホネート（１０．４ｇ）、炭酸カリウム（５．３ｇ）
、及び１８－クラウン－６（０．６ｇ）をＮ、Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）（１
００ｍＬ）に溶解させ、溶液をフラスコへ移して１０５℃で４時間撹拌した。得られた混
合物を室温まで放冷し、氷水へ加え、１時間撹拌した。反応液にクロロホルム（３００ｍ
Ｌ）を加えて分液抽出を行い、溶液を濃縮した。濃縮物を酢酸エチルに溶解させ、アルミ
ナのカラムに通液し、溶液を濃縮することで、２，７－ジブロモ－９，９－ビス[３－エ
トキシカルボニル－４－[２－（２－（２－（２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エ
トキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エトキシ）エトキシ]フェニル]－フルオレン(化合
物Ｃ)（４．５ｇ）を得た。
【０３６６】
【化８１】

【０３６７】
[参考例１２]
　重合体Ｇの合成
　不活性雰囲気下、化合物Ｃ（１．０ｇ）、４－ｔ－ブチルフェニルブロミド（０．９ｍ
ｇ）、２，２‘－ビピリジン（０．３ｇ）、脱水テトラヒドロフラン（５０ｍＬ）を２０
０ｍＬフラスコに入れ混合した。混合物を５５℃に昇温した後、ビス（１，５－シクロオ
クタジエン）ニッケル（０．６ｇ）を添加し、５５℃で５時間撹拌した。混合物を室温ま
で冷却した後、反応溶液をメタノール（２００ｍＬ）、１Ｎ希塩酸（２００ｍＬ）の混合
液に滴下した。生じた沈殿物をろ過により収集した後、テトラヒドロフランに再溶解させ
た。メタノール（２００ｍＬ）、１５％アンモニア水（１００ｍＬ）の混合液に滴下し、
生じた沈殿物をろ過により収集した。沈殿物をテトラヒドロフランに再溶解させ、メタノ
ール（２００ｍＬ）、水（１００ｍＬ）の混合液に滴下し、生じた沈殿物をろ過により収
集した。収集した沈殿物を減圧乾燥することで重合体Ｇ（３６０ｍｇ）を得た。
【０３６８】
　重合体Ｇのポリスチレン換算の数平均分子量は６．０×１０4であった。重合体Ｇは、
式（Ｐ）で表される構造単位からなる。
【０３６９】
【化８２】

【０３７０】
［実験例１０］
　重合体Ｇセシウム塩の合成
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　重合体Ｇ（１５０ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（１５ｍＬ）、及びメタノール（５ｍＬ）を混合した。混合溶液に、水酸化セシウム
（１７０ｍｇ）を水（２ｍL）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で６時間撹拌した。
混合物を室温まで冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧
乾燥させることで薄黄色の固体（９５ｍｇ）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、重合体Ｇ
内のエチルエステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した
。得られた重合体Ｇのセシウム塩を共役高分子化合物１０と呼ぶ。共役高分子化合物１０
は式（Ｑ）で表される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び
式（２）で表される基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以
上の基とを含む構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７
）、（２０）で表される構造単位の割合」は、１００モル％である。）。共役高分子化合
物１０のＨＯＭＯの軌道エネルギーは－５．７ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．
９ｅＶであった。
【０３７１】

【化８３】

【０３７２】
[参考例１３]
　１，３－ジブロモ－５－エトキシカルボニル－６－[２－[２－（２－メトキシエトキシ
）エトキシ]エトキシ]ベンゼンの合成
不活性雰囲気下、３，５－ジブロモサリチル酸（２０ｇ）、エタノール（１７ｍＬ）、濃
硫酸（１．５ｍＬ）、トルエン（７ｍＬ）を混合し、１３０℃で２０時間過熱攪拌した。
放冷後、反応溶液を氷水（１００ｍＬ）に加え、クロロホルムで分液抽出を行い、溶液を
濃縮した。得られた固体を、イソプロパノールに溶解し、溶液を蒸留水に滴下した。得ら
れた析出物をろ別することにより、固体（１８ｇ）を得た。不活性雰囲気下、得られた固
体（１ｇ）、２－[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]－ｐ－トルエンスルホネート
（１．５ｇ）、炭酸カリウム（０．７ｇ）、ＤＭＦ（１５ｍＬ）を混合し、１００℃で４
時間過熱攪拌した。放冷後、クロロホルムを加えて分液抽出し、溶液を濃縮した。濃縮物
をクロロホルムに溶解させ、シリカゲルカラムに通液することにより精製した。溶液を濃
縮することにより、１，３－ジブロモ－５－エトキシカルボニル－６－[２－[２－（２－
メトキシエトキシ）エトキシ]エトキシ]ベンゼン（１．０ｇ）を得た。
【０３７３】
［参考例１４］
重合体Ｈの合成
　不活性雰囲気下、化合物Ａ（０．２ｇ）、化合物Ｂ（０．５ｇ）、１，３－ジブロモ－
５－エトキシカルボニル－６－[２－[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]エトキシ]
ベンゼン（０．１ｇ）、トリフェニルホスフィンパラジウム（３０ｍｇ）、テトラブチル
アンモニウムブロミド（４ｍｇ）、及びトルエン（１９ｍＬ）を混合し、１０５℃に加熱
した。この反応液に２Ｍ　炭酸ナトリウム水溶液（５ｍＬ）を滴下し、５時間還流させた
。反応液にフェニルボロン酸（６ｍｇ）を加え、１４時間還流させた。次いで、ジエチル
ジチアカルバミン酸ナトリウム水溶液（１０ｍＬ、濃度：０．０５ｇ／ｍＬ）を加え、２
時間撹拌した。水層を除去して有機層を蒸留水で洗浄し、濃縮して得られた固体をクロロ
ホルムに溶解させ、アルミナカラム、シリカゲルカラムを通すことにより精製した。カラ
ムからの溶出液を濃縮して乾燥させた。得られた重合体Ｈの収量は０．４４ｇであった。
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【０３７４】
　重合体Ｈのポリスチレン換算の数平均分子量は３．６×１０4であった。重合体Ｈは、
式（Ｒ）で表される構造単位からなる。
【０３７５】
【化８４】

【０３７６】
［実験例１１］
　重合体Ｈセシウム塩の合成
　重合体Ｈ（２００ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、窒素置換した。テトラヒドロフ
ラン（１４ｍＬ）、及びメタノール（７ｍＬ）を添加し混合した。混合溶液に、水酸化セ
シウム（９０ｍｇ）を水（１ｍＬ）に溶解させた水溶液を添加し、６５℃で１時間撹拌し
た。反応溶液にメタノール５ｍＬを加え、さらに６５℃で４時間攪拌した。混合物を室温
まで冷却した後、反応溶媒を減圧留去した。生じた固体を水で洗浄し、減圧乾燥させるこ
とで薄黄色の固体（１９０ｍｇ）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、重合体Ｈ内のエチル
エステル部位のエチル基由来のシグナルが完全に消失していることを確認した。得られた
重合体Ｈのセシウム塩を共役高分子化合物１１と呼ぶ。共役高分子化合物１１は式（Ｓ）
で表される構造単位からなる（「全構造単位中の、式（１）で表される基及び式（２）で
表される基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で表される１種以上の基とを
含む構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（１５）、（１７）、（２０
）で表される構造単位の割合」は、１００モル％である。）。共役高分子化合物１１のＨ
ＯＭＯの軌道エネルギーは－５．６ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．８ｅＶであ
った。
【０３７７】

【化８５】

【０３７８】
［参考例１５］
　２，７－ジブロモ－９，９－ビス［３，４－ビス［２－［２－（２－メトキシエトキシ
）エトキシ]エトキシ]－５－メトキシカルボニルフェニル]フルオレン　(化合物Ｄ)の合
成
　２，７－ジブロモ－９－フルオレノン（３４．１ｇ）、２，３-ジヒドロキシ安息香酸
メチル（１０１．３ｇ）、及びメルカプト酢酸（１．４ｇ）を５００ｍＬフラスコに入れ
、窒素置換した。そこに、メタンスルホン酸（３５０ｍＬ）を添加し、混合物を９０℃で
１９時間撹拌した。混合物を放冷し、氷水に添加して１時間撹拌した。生じた固体をろ別
し、加熱したアセトニトリルで洗浄した。洗浄済みの該固体をアセトンに溶解させ、得ら
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れたアセトン溶液から固体を再結晶させ、ろ別した。得られた固体（１６．３ｇ）、２－
[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]－ｐ－トルエンスルホネート（６０．３ｇ）、
炭酸カリウム（４８．６ｇ）、及び１８－クラウン－６（２．４ｇ）をＮ、Ｎ－ジメチル
ホルムアミド（ＤＭＦ）（５００ｍＬ）に溶解させ、溶液をフラスコへ移して１１０℃で
１５時間撹拌した。得られた混合物を室温まで放冷し、氷水へ加え、１時間撹拌した。反
応液に酢酸エチル（３００ｍＬ）を加えて分液抽出を行い、溶液を濃縮し、クロロホルム
／メタノール（５０／１（体積比））の混合溶媒に溶解させ、シリカゲルカラムを通すこ
とにより精製した。カラムに通液した溶液を濃縮することで、２，７－ジブロモ－９，９
－ビス［３，４－ビス［２－［２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]エトキシ]－5－
メトキシカルボニルフェニル]フルオレン　(化合物Ｄ)（２０．５ｇ）を得た。
【０３７９】
［参考例１６］
　２，７－ビス[７－（４－メチルフェニル）－９，９－ジオクチルフルオレン－２－イ
ル]－９，９－ビス[５－メトキシカルボニル－３，４－ビス[２－[２－（２－メトキシエ
トキシ）エトキシ]エトキシ]フェニル]－フルオレン（重合体Ｉ）の合成
　不活性雰囲気下、化合物Ｄ（０．７０ｇ）、２－(４，４，５，５－テトラメチル－１
，２，３－ジオキサボラン－２－イル)－９，９－ジオクチルフルオレン　(０．６２ｇ)
　、トリフェニルホスフィンパラジウム（０．０１９ｇ）、ジオキサン（４０ｍＬ）、水
（６ｍＬ）及び炭酸カリウム水溶液（１．３８ｇ）を混合し、８０℃に加熱した。反応液
を１時間反応させた。反応後、飽和ジエチルジチオカルバミン酸ナトリウム水５ｍＬを添
加して、３０分間撹拌した後、有機溶媒を除去した。得られた固体をアルミナカラム（展
開溶媒　ヘキサン：酢酸エチル＝１：１（体積比））を通して精製を行い、溶液を濃縮す
ることで、２，７－ビス[７－（４－メチルフェニル）－９，９－ジオクチルフルオレン
－２－イル]－９，９－ビス[３－エトキシカルボニル－４－[２－[２－（２－メトキシエ
トキシ）エトキシ]エトキシ]フェニル]－フルオレン（重合体Ｉ）を６６０ｍｇ得た。
【０３８０】
　重合体Ｉのポリスチレン換算の数平均分子量は、２．０×１０３であった。重合体Ｉは
、式（Ｔ）で表される。なお、２－(４，４，５，５－テトラメチル－１，２，３－ジオ
キサボラン－２－イル)－９，９－ジオクチルフルオレンは、例えば、Ｔｈｅ　Ｊｏｕｒ
ｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　Ｂ　２０００，　１０４，　９
１１８－９１２５に記載されている方法で合成することができる。
【０３８１】
【化８６】

【０３８２】
　［実験例１２］
重合体Ｉセシウム塩の合成
　重合体Ｉ（２３６ｍｇ）を１００ｍＬフラスコに入れ、アルゴン置換した。そこに、テ
トラヒドロフラン（２０ｍＬ）、及びメタノール（１０ｍＬ）を添加し、混合物を６５℃
に昇温した。そこに、水酸化セシウム（２４０ｍｇ）を水（２ｍＬ）に溶かした水溶液を
添加し、６５℃で７時間撹拌した。得られた混合物を室温まで冷却した後、反応溶媒を減
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）を得た。ＮＭＲスペクトルにより、エチルエステル部位のエチル基由来のシグナルが完
全に消失していることを確認した。得られた重合体Ｉセシウム塩を共役高分子化合物１２
と呼ぶ。共役高分子化合物１２は、式（Ｕ）で表される（「全構造単位中の、式（１）で
表される基及び式（２）で表される基からなる群から選ばれる１種以上の基と式（３）で
表される１種以上の基とを含む構造単位の割合」及び「全構造単位中の、式（１３）、（
１５）、（１７）、（２０）で表される構造単位の割合」は、小数第二位で四捨五入して
、３３．３モル％である。）。共役高分子化合物１２のＨＯＭＯの軌道エネルギーは－５
．６ｅＶであり、ＬＵＭＯの軌道エネルギーは－２．８ｅＶであった。
【０３８３】
【化８７】

【０３８４】
［参考例１７］
化合物Ｅの合成
　窒素雰囲気下、２，７－ジブロモ－９－フルオレノン（９２．０ｇ、２７２ｍｍｏｌ）
、及びジエチルエーテル（３．７Ｌ）を混合して０℃に冷却し、１ｍｏｌ／Ｌヨウ化メチ
ルマグネシウム－ジエチルエーテル溶液（０．５Ｌ、５４５ｍｍｏｌ）を滴下して３時間
撹拌した。反応混合物に塩化アンモニウム水溶液を加えて水層を除去し、有機層を無水硫
酸ナトリウムで乾燥して減圧濃縮した。得られた粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグ
ラフィーで精製し、化合物Ｅ（９２．８１ｇ、２６２ｍｍｏｌ、収率９６％）を得た。
【０３８５】
【化８８】

【０３８６】
［参考例１８］
化合物Ｆの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｅ（８３．０ｇ、２３４ｍｍｏｌ）、ｐ－トルエンスルホン酸一
水和物（４．４９ｇ、２３．６ｍｍｏｌ）、及びクロロホルム（２．５Ｌ）を１時間還流
し、反応混合物に塩化アンモニウム水溶液を加えて水層を除去した。有機層を無水硫酸ナ
トリウムで乾燥して減圧濃縮し、化合物Ｆ（７３．６ｇ、２１９ｍｍｏｌ、収率９３％）
を得た。
【０３８７】
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【化８９】

【０３８８】
［参考例１９］
化合物Ｇの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｆ（７０．０ｇ、２０８ｍｍｏｌ）、サリチル酸エチル（１０４
ｇ、６２５ｍｍｏｌ）、メルカプト酢酸（４．２０ｇ、４５．６ｍｍｏｌ）、及びメタン
スルホン酸（１２１４ｇ）を７０℃で８時間撹拌し、反応混合物を氷水に滴下して析出し
た固体をろ過で回収し、メタノールで洗浄した。粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグ
ラフィーで精製し、化合物Ｇ（５２．１４ｇ、１０４ｍｍｏｌ、収率５０％）を得た。
【０３８９】

【化９０】

【０３９０】
［参考例２０］
化合物Ｈの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｇ（４１．２ｇ、８２．０ｍｍｏｌ）、２－［２－（２－メトキ
シエトキシ）エトキシ］－エチル－ｐ－トルエンスルホネート（７５．８ｇ、２３８ｍｍ
ｏｌ）、ジメチルホルムアミド（２１４ｇ）、炭酸カリウム（５４．４ｇ、３９４ｍｍｏ
ｌ）、及び１８－クラウン－６（４．６８ｇ、１８ｍｍｏｌ）を１０５℃で２時間撹拌し
、反応混合物を水に加え酢酸エチルで抽出した。有機層を無水硫酸ナトリウムで乾燥し、
減圧濃縮して得られた粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製し、化合物
Ｈ（４０．２ｇ、６２．０ｍｍｏｌ、収率７６％）を得た。
【０３９１】
１Ｈ　ＮＭＲ（４００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３，ｒｔ）
δ（ｐｐｍ）　１．３７（３Ｈ），１．８４（３Ｈ），３．３６（３Ｈ），３．５３（２
Ｈ），３．５８－３．７９（６Ｈ），３．７３（２Ｈ），４．１２（２Ｈ），４．３４（
２Ｈ），６．８０（１Ｈ），６．９０（１Ｈ），７．２８（２Ｈ），７．４８（２Ｈ），
７．５８（２Ｈ），７．７０（１Ｈ）．
【０３９２】
【化９１】

【０３９３】
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［参考例２１］
化合物Ｉの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｈ（２８．４ｇ、４３．８ｍｍｏｌ）、ビス（ピナコラト）ジボ
ロン（２４．３０ｇ、９５．７ｍｏｌ）、［１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フ
ェロセン］パラジウム（ＩＩ）ジクロリドのジクロロメタン付加物（０．３５ｇ、０．４
ｍｍｏｌ）、１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン（０．２４ｇ、０．４
ｍｍｏｌ）、酢酸カリウム（２５．６０ｇ、２６０ｍｍｏｌ）、及び１，４－ジオキサン
（４８０ｍＬ）を１２０℃で１７時間撹拌し、反応混合物をろ過して酢酸エチルで洗浄し
た。ろ液を減圧濃縮してシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製し、次いで再結晶で
精製して化合物Ｉ（１８．２２ｇ、２４．５ｍｍｏｌ、収率５６％）を得た。
【０３９４】
１Ｈ　ＮＭＲ（４００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３，ｒｔ）
δ（ｐｐｍ）　１．３０－１．４７（２７Ｈ），１．８８（３Ｈ），３．３５（３Ｈ），
３．５３（２Ｈ），３．６０－３．６９（４Ｈ），３．７３（２Ｈ），３．８４（２Ｈ）
，４．１０（２Ｈ），４．３４（２Ｈ），６．７４（１Ｈ），６．８７（１Ｈ），７．５
８（２Ｈ），７．７２－７．８９（５Ｈ）．
【０３９５】
【化９２】

【０３９６】
［参考例２２］
重合体Ｊの合成
　アルゴン雰囲気下、化合物Ｈ（０．４７ｇ）、化合物Ｉ（０．４８ｇ）、ジクロロビス
（トリフェニルホスフィン）パラジウム（０．６ｍｇ）、テトラブチルアンモニウムブロ
ミド（６ｍｇ）、トルエン（６ｍＬ）、２ｍｏｌ／Ｌ炭酸ナトリウム水溶液（２ｍＬ）を
１０５℃で６時間撹拌し、次いでフェニルボロン酸（３５ｍｇ）を加え１０５℃で１４時
間撹拌した。反応混合物にジエチルジチオカルバミン酸ナトリウム三水和物（０．６５ｇ
）と水（１３ｍＬ）を加えて８０℃で２時間撹拌し、混合物をメタノールに滴下し析出物
をろ過で回収して乾燥した。固体をクロロホルムに溶解させ、アルミナ、及びシリカゲル
クロマトグラフィーにより精製し、溶出液をメタノールに滴下し析出物をろ過で回収して
乾燥し、重合体Ｊ（０．５７ｇ）を得た。
【０３９７】
　重合体Ｊのポリスチレン換算の数平均分子量は２．０×１０4であった。重合体Ｊは、
式（Ｖ）で表される構造単位からなる。
【０３９８】
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【化９３】

【０３９９】
［実験例１３］
重合体Ｊセシウム塩の合成
　アルゴン雰囲気下、重合体Ｊ（０．２０ｇ）、ＴＨＦ（１８ｍＬ）、メタノール（９ｍ
Ｌ）、水酸化セシウム一水和物（９７ｍｇ）、及び水（１ｍＬ）を６５℃で２時間撹拌し
、次いでメタノール（５２ｍＬ）を加え６５℃で６時間撹拌した。反応混合物を濃縮して
乾燥し、固体にメタノールを加えてろ過し、ろ液をイソプロパノールに滴下し固体をろ過
で回収して乾燥し、重合体Ｊセシウム塩（０．２０ｇ）を得た。得られた重合体Ｊセシウ
ム塩を共役高分子化合物１３と呼ぶ。共役高分子化合物１３は、式（Ｗ）で表される構造
単位からなる。
【０４００】
【化９４】

【０４０１】
　共役高分子化合物１３のＨＯＭＯの軌道エネルギーは－５．５１ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道
エネルギーは－２．６４ｅＶであった。
【０４０２】
［参考例２３］
化合物Ｊの合成
　窒素気流下、２，７－ジブロモ－９，９－ビス（３，４－ジヒドロキシ）－フルオレン
（１３８．４ｇ）、２－［２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ］－エチル－ｐ－トル
エンスルホネート（４０８．６ｇ）、炭酸カリウム（３５８．５ｇ）及びアセトニトリル
（２．５Ｌ）を混合し、３時間加熱還流した。放冷後、反応混合物をろ別し、ろ液を減圧
濃縮してシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製し化合物Ｊ（１０９．４）を得た。
【０４０３】
【化９５】

【０４０４】



(106) JP 2012-43782 A 2012.3.1

10

20

30

40

50

［参考例２４］
化合物Ｋの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｊ（１０１．２ｇ）、ビス（ピナコラト）ジボロン（５３．１ｇ
）、［１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン］ジクロロパラジウム（ＩＩ
）ジクロロメタン錯体（３．７ｇ）、１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセ
ン（５．４ｇ）、酢酸カリウム（９０．６ｇ）及びジオキサン（９００ｍＬ）を混合し、
１１０℃に加熱し、８時間加熱還流させた。放冷後、反応液をろ過し、ろ液を減圧濃縮し
てシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製して化合物Ｋ（５１．４ｇ）を得た。
【０４０５】
【化９６】

【０４０６】
［参考例２５］
重合体Ｋの合成
　化合物Ｋ（０．７１５ｇ）、化合物Ｊ（０．４２６ｇ）、ａｌｉｑｕｏｔ３３６（６．
６０ｍｇ）、ビス（トリフェニルホスフィン）ジクロロパラジウム（０．４６０ｍｇ）、
２ｍｏｌ／Ｌ炭酸ナトリウム水溶液（１０ｍＬ）、トルエン（２０ｍＬ）を加えて、１０
５℃で５時間撹拌し、次いでフェニルボロン酸（３２ｍｇ）を加え１０５℃で６時間撹拌
した。反応混合物にジエチルジチオカルバミン酸ナトリウム三水和物（０．７２ｇ）と水
（１４ｍＬ）を加えて８０℃で２時間撹拌し、混合物をメタノールに滴下し析出物をろ過
で回収して乾燥した。固体をクロロホルムに溶解させ、アルミナ、及びシリカゲルクロマ
トグラフィーにより精製し、溶出液を濃縮し乾燥させた。濃縮物をトルエンに溶解させて
、メタノールに滴下し析出物をろ過で回収して乾燥し、重合体Ｋ（０．５５ｇ）を得た。
【０４０７】
　重合体Ｋのポリスチレン換算の数平均分子量は２．３×１０4であった。重合体Ｋは、
式（Ｘ）で表される構造単位からなる。
【０４０８】
【化９７】

【０４０９】
［実験例１４］
重合体Ｋセシウム塩の合成
　アルゴン雰囲気下、重合体Ｋ（０．１５ｇ）、ＴＨＦ（２０ｍＬ）、メタノール（１０
ｍＬ）、水酸化セシウム一水和物（１０３ｍｇ）、及び水（１ｍＬ）を６５℃で２時間撹
拌し、次いでメタノール（２０ｍＬ）を加え６５℃で２時間撹拌した。反応混合物を濃縮
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れた固体を水で洗浄した後、乾燥させることで、重合体Ｋのセシウム塩（０．１４ｇ）を
得た。得られた重合体Ｋのセシウム塩を共役高分子化合物１４と呼ぶ。共役高分子化合物
１４は、式（Ｙ）で表される構造単位からなる。
【０４１０】
【化９８】

【０４１１】
　共役高分子化合物１４のＨＯＭＯの軌道エネルギーは－５．５６ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道
エネルギーは－２．６７ｅＶであった。
【０４１２】
［参考例２６］
化合物Ｌの合成
　窒素雰囲気下、５－ブロモ－２－ヒドロキシ安息香酸（９２．８５ｇ）、エタノール（
１１４０ｍＬ）、及び濃硫酸（４５ｍＬ）を４８時間還流し、減圧濃縮した後に酢酸エチ
ル（１０００ｍＬ）を加え、水及び１０重量％炭酸ナトリウム水溶液で有機層を洗浄した
。有機層を無水硫酸ナトリウムで乾燥し、減圧濃縮して得られた粗生成物をシリカゲルカ
ラムクロマトグラフィーで精製し、化合物Ｌ（９５．３８ｇ、収率９１％）を得た。
【０４１３】
【化９９】

【０４１４】
［参考例２７］
化合物Ｍの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｌ（９５．０ｇ）、ビス（ピナコラト）ジボロン（１０８．５ｇ
）、［１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン］パラジウム（ＩＩ）ジクロ
リドのジクロロメタン付加物（３．３ｇ）、１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フ
ェロセン（２．２ｇ）、酢酸カリウム（１１７．２ｇ）、及び１，４－ジオキサン（１．
３Ｌ）を１０５℃で２２時間撹拌し、反応混合物をろ過してジオキサン及びトルエンで洗
浄した。ろ液を減圧濃縮して酢酸エチルを加え、飽和食塩水で洗浄し、有機層を無水硫酸
ナトリウムで乾燥して減圧濃縮した。得られた粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラ
フィーで精製し、化合物Ｍ（９０．１ｇ、３０８ｍｍｏｌ）を得た。
【０４１５】
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【化１００】

【０４１６】
［参考例２８］
化合物Ｎの合成
　窒素雰囲気下、１，５－ジヒドロキシナフタレン（１５．０ｇ）、トリエチルアミン（
２８．５ｇ）、及びクロロホルム（１５０ｍＬ）を混合して０℃に冷却し、トリフルオロ
メタンスルホン酸無水物（６８．７ｇ）を滴下して１時間撹拌した。反応混合物に水、及
びクロロホルムを加えて水層を除去し、有機層を水で洗浄した。有機層を無水硫酸ナトリ
ウムで乾燥して減圧濃縮し、得られた固体を再結晶で精製し、化合物Ｎ（３１．４６ｇ）
を得た。下記式中、Ｔｆはトリフルオロメチルスルホニル基を示す。
【０４１７】
【化１０１】

【０４１８】
［参考例２９］
化合物Ｏの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｎ（１６．９０ｇ）、化合物Ｍ（２３．３０ｇ）、テトラキス（
トリフェニルホスフィン）パラジウム（０）（４．６０ｇ）、リン酸カリウム（４２．３
０ｇ）、及び１，２－ジメトキシエタン（３４０ｍＬ）を８０℃で１４時間撹拌し、反応
混合物をろ過してクロロホルム及びメタノールで洗浄した。ろ液を減圧濃縮してシリカゲ
ルカラムクロマトグラフィーで精製し、化合物Ｏ（８．８５ｇ）を得た。
【０４１９】
【化１０２】

【０４２０】
［参考例３０］
化合物Ｐの合成
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　窒素雰囲気下、化合物Ｏ（８．８０ｇ）、２－［２－（２－メトキシエトキシ）エトキ
シ］－エチル－ｐ－トルエンスルホネート（１２．５２ｇ）、ジメチルホルムアミド（３
８０ｍＬ）、炭酸カリウム（１３．３２ｇ）、及び１８－クラウン－６（１．０２ｇ）を
１００℃で２３時間撹拌し、反応混合物を水に加え酢酸エチルで抽出した。有機層を塩化
ナトリウム水溶液で洗浄して無水硫酸ナトリウムで乾燥し、減圧濃縮して得られた粗生成
物をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製し、化合物Ｐ（７．３８ｇ）を得た。
【０４２１】
【化１０３】

【０４２２】
［参考例３１］
化合物Ｑの合成
　窒素雰囲気下、化合物Ｐ（５．５３ｇ）、ビス（ピナコラト）ジボロン（１１．２５ｇ
）、（１，５－シクロオクタジエン）（メトキシ）イリジウム（Ｉ）二量体（０．１５ｇ
、シグマアルドリッチ社製）、４，４’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－２，２’－ジピリジル
（０．１２ｇ、シグマアルドリッチ社製）、及び１，４－ジオキサン（３００ｍＬ）を１
１０℃で１９時間撹拌し、反応混合物を減圧濃縮した。粗生成物をシリカゲルカラムクロ
マトグラフィーで精製し、次いで再結晶で精製して化合物Ｑ（５．８１ｇ）を得た。
【０４２３】
１Ｈ　ＮＭＲ（４００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３，ｒｔ）
δ（ｐｐｍ）　１．２７－１．４１（３０Ｈ），３．３９（６Ｈ），３．５７（４Ｈ），
３．６６－３．７５（８Ｈ），３．８３（４Ｈ），３．９９（４Ｈ），４．２７－４．４
２（８Ｈ），７．１３（２Ｈ），７．６０（２Ｈ），７．７６（２Ｈ），７．９３（２Ｈ
），８．３０（２Ｈ）．
【０４２４】
【化１０４】

【０４２５】
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［参考例３２］
重合体Ｌの合成
　アルゴン雰囲気下、化合物Ｊ（０．５３ｇ）、化合物Ｑ（０．４３ｇ）、ジクロロビス
（トリフェニルホスフィン）パラジウム（０．３ｍｇ）、Ａｌｉｑｕａｔ３３６（５ｍｇ
、シグマアルドリッチ社製）、トルエン（１２ｍＬ）、２ｍｏｌ／Ｌ炭酸ナトリウム水溶
液（１ｍＬ）を１０５℃で９時間撹拌し、次いでフェニルボロン酸（２３ｍｇ）を加え１
０５℃で１４時間撹拌した。反応混合物にジエチルジチオカルバミン酸ナトリウム三水和
物（０．４０ｇ）と水（８ｍＬ）を加えて８０℃で２時間撹拌し、混合物をメタノールに
滴下し析出物をろ過で回収して乾燥した。固体をクロロホルムに溶解させ、アルミナ、及
びシリカゲルクロマトグラフィーにより精製し、溶出液をメタノールに滴下し析出物をろ
過で回収して乾燥し、重合体Ｌ（０．５６ｇ）を得た。
【０４２６】
　重合体Ｌのポリスチレン換算の数平均分子量は３．４×１０4であった。重合体Ｌは、
式（Ｚ）で表される構造単位からなる。
【０４２７】
【化１０５】

【０４２８】
［実験例１５］
重合体Ｌセシウム塩の合成
　アルゴン雰囲気下、重合体Ｌ（０．２５ｇ）、ＴＨＦ（１３ｍＬ）、メタノール（６ｍ
Ｌ）、水酸化セシウム一水和物（６９ｍｇ）、及び水（１ｍＬ）を６５℃で６時間撹拌し
、反応混合物を濃縮してイソプロパノールに滴下し、固体をろ過で回収して乾燥した。固
体にメタノールを加えてろ過し、ろ液をイソプロパノールに滴下し固体をろ過で回収して
乾燥し、重合体Ｌセシウム塩（０．１９ｇ）を得た。得られた重合体Ｌセシウム塩を共役
高分子化合物１５と呼ぶ。共役高分子化合物１５は、式（ＡＡ）で表される構造単位から
なる。
【０４２９】
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【化１０６】

【０４３０】
　共役高分子化合物１５のＨＯＭＯの軌道エネルギーは－５．５０ｅＶ、ＬＵＭＯの軌道
エネルギーは－２．６５ｅＶであった。
【０４３１】
［実験例１６］
　メタノールと共役高分子化合物１とを混合し、０．２重量％の共役高分子化合物１を含
む組成物を得た。ガラス基板表面に成膜パターニングされたＩＴＯ陰極（膜厚：４５ｎｍ
）上に、前記組成物を大気中でスピンコート法により塗布し、膜厚１０ｎｍの塗膜を得た
。この塗膜を設けた基板を常圧の不活性雰囲気下（窒素雰囲気下）、１３０℃で１０分間
加熱し、溶媒を蒸発させた後、室温まで自然冷却させ、共役高分子化合物１を含む電子注
入層が形成された基板を得た。
【０４３２】
　次に、発光高分子材料（サメイション（株）製、商品名「Ｌｕｍａｔｉｏｎ　ＢＰ３６
１」）とキシレンとを混合し、１．４重量％の発光高分子材料を含む発光層形成用組成物
を得た。上記で得た共役高分子化合物１を含む層が形成された基板の共役高分子化合物１
を含む層の上に、発光層形成用組成物を大気中でスピンコート法により塗布し、膜厚８０
ｎｍの塗膜を得た。この塗膜を設けた基板を不活性雰囲気下（窒素雰囲気下）、１３０℃
で１５分間加熱し、溶媒を蒸発させた後、室温まで自然冷却させ、発光層が形成された基
板を得た。
【０４３３】
　次に、上記で得た発光層が形成された基板の発光層の上に、正孔注入材料溶液を大気中
でスピンコート法により塗布し、膜厚６０ｎｍの塗膜を得た。この塗膜を設けた基板を不
活性雰囲気下（窒素雰囲気下）、１３０℃で１５分間加熱し、溶媒を蒸発させた後、室温
まで自然冷却させ、正孔注入層が形成された基板を得た。ここで正孔注入材料溶液には、
スタルクヴイテック（株）製ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ溶液（ポリ（３，４‐エチレンジオキシ
チオフェン）・ポリスチレンスルホン酸、製品名「Ｂａｙｔｒｏｎ」）を用いた。
【０４３４】
　上記で得た正孔注入層が形成された基板を真空装置内に挿入し、真空蒸着法によって該
層の上にＡｕを８０ｎｍ成膜し、陽極を形成させて、積層構造体１を製造した。
【０４３５】
　上記で得た積層構造体２を真空装置より取り出し、不活性雰囲気下（窒素雰囲気下）で
、封止ガラスと２液混合型エポキシ樹脂にて封止し、有機ＥＬ素子１を得た。
【０４３６】
　上記で得られた有機ＥＬ素子１に１０Ｖの順方向電圧を印加し、発光輝度と発光効率を
測定した。結果を表１に示す。
【０４３７】
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【表１】

【０４３８】
［実験例１７］
　〈両面発光型の有機ＥＬ素子の作製〉
　実験例１６において、Ａｕの膜厚を２０ｎｍとした以外は、実験例１６と同様に操作し
、両面発光型の有機ＥＬ素子２を得た。
　上記で得られた両面発光型の有機ＥＬ素子２に１５Ｖの順方向電圧を印加し、発光輝度
と発光効率を測定した。結果を表２に示す。
【０４３９】
【表２】

　表１および２で示すように、大気中において塗布プロセスでイオン性ポリマーを成膜し
、電子注入層を形成した逆積層の有機ＥＬ素子が、発光することを確認した。
【０４４０】
　本発明の、有機ＥＬ素子からなる複数の画素を有する有機ＥＬディスプレイ装置に用い
られる上述のイオン性ポリマーは、電荷の注入性や輸送性に優れ、常圧程度の雰囲気中で
安定であり、容易に溶液とすることができ、常圧程度の雰囲気中で塗布により成膜化する
ことができる。したがって、該イオン性ポリマーを含む層を有機ＥＬ素子の電子注入層に
用いた場合、製造コストの低減が可能であって、製造プロセスにおける安定性を確保する
ことが可能な、有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法および該製造方法によって得られる
有機ＥＬディスプレイ装置を提供することができる。
【０４４１】
［有機ＥＬ素子の構成］
　まず、本発明の有機ＥＬディスプレイ装置の画素に用いる有機ＥＬ素子について説明す
る。本発明に用いる有機ＥＬ素子の構造としては、少なくとも一方が透明又は半透明であ
る一対の陽極及び陰極からなる電極間に、少なくとも１つの発光層と、該発光層と前記陰
極との間に電子注入層を有するものであり、発光層には低分子及び／又は高分子の有機発
光材料が用いられ、電子注入層には、上述のイオン性ポリマーが用いられる。
【０４４２】
　有機ＥＬ素子において、陰極、陽極、発光層以外の層としては、陰極と発光層の間に設
けるもの、陽極と発光層の間に設けるものが挙げられる。
　陰極と発光層の間に設けるものとしては、上記電子注入層の他に、電子輸送層、正孔ブ
ロック層等が挙げられる。
　例えば陰極と発光層の間に一層のみ設けた場合は電子注入層であり、陰極と発光層の間
に二層以上設けた場合は陰極に接している層を電子注入層とし、それ以外の層は電子輸送
層と称する。
【０４４３】
　電子注入層は、陰極からの電子注入効率を改善する機能を有する層であり、電子輸送層
は、電子注入層又は陰極により近い電子輸送層からの電子注入を改善する機能を有する層
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である。
【０４４４】
　また、電子注入層、若しくは電子輸送層が正孔の輸送を堰き止める機能を有する場合に
は、これらの層を正孔ブロック層と称することがある。
　正孔の輸送を堰き止める機能を有することは、例えば、ホール電流のみを流す素子を作
製し、その電流値の減少で堰き止める効果を確認することが可能である。
【０４４５】
　陽極と発光層の間に設けるものとしては、正孔注入層、正孔輸送層、電子ブロック層等
が挙げられる。
　陽極と発光層の間に一層のみ設けた場合は正孔注入層であり、陽極と発光層の間に二層
以上設けた場合は陽極に接している層を正孔注入層とし、それ以外の層は正孔輸送層と称
する。正孔注入層は、陰極からの正孔注入効率を改善する機能を有する層であり、正孔輸
送層とは、正孔注入層又は陽極により近い正孔輸送層からの正孔注入を改善する機能を有
する層である。また、正孔注入層、又は正孔輸送層が電子の輸送を堰き止める機能を有す
る場合には、これらの層を電子ブロック層と称することがある。
　電子の輸送を堰き止める機能を有することは、例えば、電子電流のみを流す素子を作製
し、その電流値の減少で堰き止める効果を確認することが可能である。
【０４４６】
　また、本発明の有機ＥＬディスプレイ装置の画素に用いる有機ＥＬ素子としては、陰極
と発光層の間に電子注入層を設けた構造に加えて、さらに、陰極と発光層との間に、電子
輸送層を設けた有機ＥＬ素子、陽極と発光層との間に、正孔輸送層を設けた有機ＥＬ素子
、陽極と発光層との間に、正孔輸送層と正孔注入層を設けた有機ＥＬ素子等が挙げられる
。
　例えば、具体的には、以下のａ）～ｊ）の構造が例示される。
ａ）陽極／発光層／電子注入層／陰極
ｂ）陽極／正孔注入層／発光層／電子注入層／陰極
ｃ）陽極／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子注入層／陰極
ｄ）陽極／正孔注入層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極
ｅ）陽極／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極
ｆ）陽極／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極
（ここで、／は各層が隣接して積層されていることを示す。以下同じ。）
【０４４７】
　積層する層の順番や数、及び各層の厚さについては、発光効率や素子寿命を勘案して適
宜設定することができる。
【０４４８】
［有機ＥＬディスプレイ装置の構成（一実施形態）］
　次に、本発明に係る有機ＥＬディスプレイ装置の一実施形態の概略構成を図１を参照し
つつ説明する。
【０４４９】
（基板）
　基板１としては、いわゆるトップエミッション型の有機ＥＬディスプレイ装置の場合、
基板１の対向側から発光光を取り出すので、透明基板及び不透明基板のいずれも用いるこ
とができる。不透明基板としては、例えば、アルミナ等のセラミックからなるシート、や
ステンレススチール等からなる金属シートに表面酸化などの絶縁処理を施したものの他に
、熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂などからなるシートが挙げられる。
【０４５０】
　また、いわゆるボトムエミッション型の有機ＥＬディスプレイ装置の場合には、基板１
側から発光光を取り出すので、基板１としては、透明あるいは半透明のものが採用される
。例えば、ガラス、石英、樹脂等からなるシートが挙げられ、特にガラス基板が好適に用
いられる。
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【０４５１】
　なお、基板１と画素電極２との間には、基板１上に形成された複数の有機ＥＬ素子を駆
動するための駆動用ＴＦＴなどを含む回路部（不図示）が設けられている。
【０４５２】
（陰極（画素電極））
　陰極（画素電極）２の材料としては、仕事関数の大きな材料も利用可能である。例えば
ベリリウム、マグネシウム、アルミニウム、スカンジウム、バナジウム、亜鉛、イットリ
ウム、インジウム、セリウム、サマリウム、ユーロピウム、テルビウム、イッテルビウム
、チタン、クロム、マンガン、鉄、コバルト、ニッケル、銅、ジルコニウム、ニオブ、モ
リブデン、パラジウム、銀、スズ、タンタル、タングステン、イリジウム、白金、金、鉛
、ビスマスなどの金属、又は上記金属のうち２つ以上の合金、又はグラファイト若しくは
グラファイト層間化合物等が用いられる。金属の中では酸化しにくい材料が好ましく、チ
タン、クロム、マンガン、鉄、コバルト、ニッケル、銅、ジルコニウム、ニオブ、モリブ
デン、パラジウム、銀、スズ、タンタル、タングステン、イリジウム、白金、金、鉛、ビ
スマスなどが好ましい。また導電性酸化物であるＩＴＯ、ＺｎＯ、ＺＴＯ、ＩＺＴＯなど
が利用可能である。陰極を２層以上の積層構造としてもよい。
【０４５３】
（電子注入層）
　前記陰極２がパターン形成された基板１上には、全画素に共通して電子注入層４が形成
されている。
　電子注入層は発光層と陰極との間において陰極に接して設けられる。
　本発明においては、電子注入層は、上述したイオン性ポリマーを用いて、溶液から成膜
する。
【０４５４】
　電子注入層を形成する方法としては、例えば、前記イオン性ポリマーを含有する溶液を
用いて成膜する方法が挙げられる。
【０４５５】
　このような溶液からの成膜に用いる溶媒としては、水を除く溶解度パラメーターが９．
３以上の溶媒が好ましい。該溶媒の例（各括弧内の値は、各溶媒の溶解度パラメーターの
値を表す）としては、メタノール（１２．９）、エタノール（１１．２）、２－プロパノ
ール（１１．５）、１－ブタノール（９．９）、ｔ－ブチルアルコール（１０．５）、ア
セトニトリル（１１．８）、１，２－エタンジオール（１４．７）、Ｎ，Ｎ－ジメチルホ
ルムアミド（１１．５）、ジメチルスルホキシド（１２．８）、酢酸（１２．４）、ニト
ロベンゼン（１１．１）、ニトロメタン（１１．０）、１，２－ジクロロエタン（９．７
）、ジクロロメタン（９．６）、クロロベンゼン（９．６）、ブロモベンゼン（９．９）
、ジオキサン（９．８）、炭酸プロピレン（１３．３）、ピリジン（１０．４）、二硫化
炭素（１０．０）、及びこれらの溶媒の混合溶媒が挙げられる。ここで、２種の溶媒（溶
媒１、溶媒２とする）を混合してなる混合溶媒について説明すると、該混合溶媒の溶解度
パラメーター(δm)は、δm=δ1×φ1+δ2×φ2により求めることとする（δ1は溶媒１の
溶解度パラメーター、φ1は溶媒１の体積分率、δ2は溶媒２の溶解度パラメーター、φ2

は溶媒２の体積分率である。）
【０４５６】
　溶液からの成膜方法としては、例えば、スピンコート法、キャスティング法、マイクロ
グラビア印刷法、グラビア印刷法、バーコート法、ロールコート法、ワイアーバーコート
法、ディップコート法、スリットコート法、キャップコート法、スプレーコート法、スク
リーン印刷法、フレキソ印刷法、オフセット印刷法、インクジェットプリント法、ノズル
コート法等の塗布法が挙げられる。
【０４５７】
　電子注入層の膜厚としては、用いる重合体（共役高分子化合物）によって最適値が異な
るため、駆動電圧と発光効率が適度な値となるように選択すればよく、ピンホールが発生
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しない厚さが必要である。素子の駆動電圧を低くする観点からは、該膜厚は、１ｎｍ～１
μｍであることが好ましく、２ｎｍ～５００ｎｍであることがより好ましく、２ｎｍ～２
００ｎｍであることがさらに好ましい。発光層を保護する観点からは、該膜厚は、１０ｎ
ｍ～１μｍであることが好ましく、５０ｎｍ～１μｍであることがさらに好ましく、１０
０ｎｍ～１μｍであることがさらに好ましい。
【０４５８】
　前記電子注入層４が積層された後に、電子輸送層を設ける構成も可能であるが、本実施
の形態では、電子輸送層は形成されずに、各画素（Ｒ画素３１，Ｇ画素３２及びＢ画素３
３）が位置する電子注入層４上に発光層（Ｒ発光層６１，Ｇ発光層６２及びＢ発光層６３
）が設けられている。
【０４５９】
（電子輸送材料）
　電子輸送層を形成する場合、電子輸送材料としては公知のものが使用でき、オキサジア
ゾール誘導体、アントラキノジメタン若しくはその誘導体、ベンゾキノン若しくはその誘
導体、ナフトキノン若しくはその誘導体、アントラキノン若しくはその誘導体、テトラシ
アノアントラキノジメタン若しくはその誘導体、フルオレノン誘導体、ジフェニルジシア
ノエチレン若しくはその誘導体、ジフェノキノン誘導体、又は８－ヒドロキシキノリン若
しくはその誘導体の金属錯体、ポリキノリン若しくはその誘導体、ポリキノキサリン若し
くはその誘導体、ポリフルオレン若しくはその誘導体等が例示される。
【０４６０】
　これらのうち、オキサジアゾール誘導体、ベンゾキノン若しくはその誘導体、アントラ
キノン若しくはその誘導体、又は８－ヒドロキシキノリン若しくはその誘導体の金属錯体
、ポリキノリン若しくはその誘導体、ポリキノキサリン若しくはその誘導体、ポリフルオ
レン若しくはその誘導体が好ましく、２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔ－ブチル
フェニル）－１，３，４－オキサジアゾール、ベンゾキノン、アントラキノン、トリス（
８－キノリノール）アルミニウム、ポリキノリンがさらに好ましい。
【０４６１】
　電子輸送層の成膜法としては特に制限はないが、低分子電子輸送材料では、粉末からの
真空蒸着法、又は溶液若しくは溶融状態からの成膜による方法が、高分子電子輸送材料で
は溶液又は溶融状態からの成膜による方法がそれぞれ例示される。溶液又は溶融状態から
の成膜時には、高分子バインダーを併用してもよい。本発明では、これらの中でも、溶液
若しくは溶融状態からの成膜による方法、すなわち塗布による方法が好ましい。溶液から
電子輸送層を成膜する方法としては、前述の溶液から正孔輸送層を成膜する方法と同様の
成膜法が挙げられる。
【０４６２】
　電子輸送層の膜厚としては、用いる材料によって最適値が異なり、駆動電圧と発光効率
が適度な値となるように選択すればよいが、少なくともピンホールが発しないような厚さ
が必要であり、あまり厚いと、素子の駆動電圧が高くなり好ましくない。従って、該電子
輸送層の膜厚としては、例えば１ｎｍから１μｍであり、好ましくは２ｎｍ～５００ｎｍ
であり、さらに好ましくは５ｎｍ～２００ｎｍである。
【０４６３】
（撥液パターン）
　上記Ｒ発光層６１，Ｇ発光層６２及びＢ発光層６３を形成する前に撥液パターン５を形
成する。撥液パターン５は、画素を除く領域、すなわち上記Ｒ発光層６１，Ｇ発光層６２
及びＢ発光層６３をが設けられるべき領域を除く領域に、設けられる。換言すると、上記
Ｒ発光層６１，Ｇ発光層６２及びＢ発光層６３は、撥液パターン５が形成された領域を除
く領域に設けられる。撥液パターン５は、たとえば所定の反応性界面活性組成物をパター
ンに成膜したものである（図２の態様に対応）。また例えば撥液性を示す材料を転写する
ことによって、撥液パターン５を形成することもできる（図３の態様に対応）。撥液パタ
ーン５の開口部は各画素領域に対応し、下層の電子注入層４が露出している。撥液パター
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ン５は、その開口部から露出する電子注入層４よりも撥液性を示す。
【０４６４】
（反応性界面活性組成物）
　反応性界面活性組成物（以下、ＲＳＡと略記する場合もある）は、感光性組成物の一種
である。ＲＳＡを露光すると、ＲＳＡの少なくとも１つの物理的性質および／または化学
的性質が変化し、露光した領域と露光していない領域とで物理的な差が生じる。ＲＳＡで
処理すると、処理される材料の表面エネルギーが低下する。
【０４６５】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、光硬化性組成物である。この場合、露光すると、ＲＳ
Ａは、液体媒体に対する可溶性または分散性の増加、粘着性の低下、柔軟性の低下、流動
性の低下が生じる。
【０４６６】
　また、ＲＳＡは、１つの実施形態では、光軟化性組成物である。この場合、露光すると
、ＲＳＡは、液体媒体に対する可溶性または分散性の低下、粘着性の増加、柔軟性の増加
、流動性の増加が生じうる。
【０４６７】
　露光に使用される光は、ＲＳＡの物理的変化を生じさせるあらゆる種類の光であってよ
く、たとえば赤外線、可視光線、紫外線、およびそれらの組み合わせから選択される。
【０４６８】
　ＲＳＡを露光した後に、露光した部位、または露光していない部位を除去することを、
以下「現像」と呼ぶ。現像はあらゆる周知の技術によって行うことができる。このような
技術は、フォトレジスト技術分野において広範に使用されている。現像技術の例としては
、液体媒体による処理、吸収材料による処理、粘着性材料による処理などが挙げられるが
、これらに限定されるものではない。
【０４６９】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、１つまたは複数の感光性材料から実質的になる。また
、ＲＳＡは、１つの実施形態では、露光すると、硬化する、あるいは液体媒体に対する可
溶性、膨潤性、または分散性が低下する、あるいは粘着性または吸収性が低下する材料か
ら実質的になる。また、ＲＳＡは、１つの実施形態では、光重合性基を有する材料から実
質的になる。このような基の例としては、オレフィニル基、アクリロイル基、メタクリロ
イル基、およびビニルエーテル基が挙げられるが、これらに限定されるものではない。ま
た、ＲＳＡは、１つの実施形態では、架橋を生じさせることができる２つ以上の重合性基
を有する。また、ＲＳＡは、１つの実施形態では、露光すると、軟化する、あるいは液体
媒体に対する可溶性、膨潤性、または分散性が増加する、あるいは粘着性または吸収性が
増加する材料から実質的になる。また、ＲＳＡは、１つの実施形態では、２００～３００
ｎｍの範囲内の波長を有するＵＶ線に露光すると主鎖が分解する少なくとも１つのポリマ
ーから実質的になる。このような分解が生じるポリマーの例としては、ポリアクリレート
、ポリメタクリレート、ポリケトン、ポリスルホン、それらのコポリマー、およびそれら
の混合物が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【０４７０】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、少なくとも１つの反応性材料と少なくとも１つの感光
性材料とから実質的になる。この感光性材料は、露光すると、反応性材料の反応を開始す
る活性種を生成する。感光性材料の例としては、フリーラジカル、酸、またはそれらの組
み合わせを生成する材料が挙げられるが、これらに限定されるものではない。また、ＲＳ
Ａは、１つの実施形態では、反応性材料は重合性または架橋性である。材料の重合または
架橋反応は、活性種によって開始または触媒される。感光性材料は、ＲＳＡの全重量を基
準にして、一般に０．００１％～１０．０％の量で存在する。
【０４７１】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、露光すると、硬化する、あるいは液体媒体に対する可
溶性、膨潤性、または分散性が低下する、あるいは粘着性または吸収性が低下する材料か
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ら実質的になる。また、ＲＳＡは、１つの実施形態では、反応性材料がエチレン性不飽和
化合物であり、感光性材料がフリーラジカルを生成する。エチレン性不飽和化合物として
は、アクリレート、メタクリレート、ビニル化合物、およびそれらの組み合わせが挙げら
れるが、これらに限定されるものではない。フリーラジカルを生成するあらゆる周知の種
類の感光性材料を使用することができる。フリーラジカルを生成する感光性材料の例とし
ては、キノン類、ベンゾフェノン類、ベンゾインエーテル類、アリールケトン類、過酸化
物、ビイミダゾール類、ベンジルジメチルケタール、ヒドロキシルアルキルフェニルアセ
トフォン、ジアルコキシアセトフェノン、トリメチルベンゾイルホスフィンオキシド誘導
体、アミノケトン類、ベンゾイルシクロヘキサノール、メチルチオフェニルモルホリノケ
トン類、モルホリノフェニルアミノケトン類、αハロゲンアセトフェノン類、オキシスル
ホニルケトン類、スルホニルケトン類、オキシスルホニルケトン類、スルホニルケトン類
、ベンゾイルオキシムエステル類、チオキサントロン類、カンファーキノン類、ケトクマ
リン類、およびミヒラーケトンが挙げられるが、これらに限定されるものではない。ある
いは、感光性材料は、複数の化合物の混合物であって、その１つが、光によって活性化す
る増感剤によって活性化するとフリーラジカルが得られる化合物であってもよい。１つの
実施形態においては、感光性材料は、可視光線または紫外線に対して反応する。
【０４７２】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、１つまたは複数の架橋性基を有する化合物である。架
橋性基は、二重結合、三重結合、二重結合を形成可能な前駆体、または複素環式付加重合
性基を含有する部分を有することができる。架橋性基の例の一部としては、例えば、ベン
ゾシクロブテンから水素原子を１つ除いた基、アジ基、エポキシ基、ジ（ヒドロカルビル
）アミノ基、シアネートエステル基、ヒドロキシ基、グリシジルエーテル基、Ｃ１～Ｃ１

０アルキルアクリロイル基、Ｃ１～Ｃ１０アルキルメタクリロイル基、アルケニル基、ア
ルケニルオキシ基、アルキニル基、マレイミド基、ナジイミド基、トリ（Ｃ１～Ｃ４）ア
ルキルシロキシ基、トリ（Ｃ１～Ｃ４）アルキルシリル基、およびそれらのハロゲン化誘
導体が挙げられる。１つの実施形態においては、架橋性基は、ビニルベンジル基、ｐ－エ
テニルフェニル基、パーフルオロエテニル基、パーフルオロエテニルオキシ基、ベンゾ－
３，４－シクロブタン－１－イル基、およびｐ－（ベンゾ－３，４－シクロブタン－１－
イル）フェニル基からなる群より選択される。
【０４７３】
　１つの実施形態においては、反応性材料は、酸によって開始された重合を進行させるこ
とができ、感光性材料は酸を生成する。このような反応性材料の例としてはエポキシが挙
げられるが、これに限定されるものではない。酸を生成する感光性材料の例としては、ジ
フェニルヨードニウムヘキサフルオロホスフェートなどのスルホニウム塩およびヨードニ
ウム塩が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【０４７４】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、露光すると、軟化する、あるいは液体媒体に対する可
溶性、膨潤性、または分散性が増加する、あるいは粘着性または吸収性が増加する材料か
ら実質的になる。１つの実施形態においては、反応性材料がフェノール樹脂であり、感光
性材料がジアゾナフトキノンである。
【０４７５】
　当該技術分野において周知である他の感光性系も同様に使用することができる。
【０４７６】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、フッ素化材料を含む。また、ＲＳＡは、１つの実施形
態では、１つまたは複数のフルオロアルキル基を有する不飽和材料を含む。１つの実施形
態においては、これらのフルオロアルキル基は２～２０個の炭素原子を有する。また、Ｒ
ＳＡは、１つの実施形態では、フッ素化アクリレート、フッ素化エステル、またはフッ素
化オレフィンモノマーである。ＲＳＡ材料として使用可能な市販材料の例としては、デュ
ポン社より入手可能なフッ素化不飽和エステルモノマーであるゾニル（Ｚｏｎｙｌ）（登
録商標）８８５７Ａ、およびシグマ－アルドリッチ・カンパニー（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒ
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ｉｃｈ　Ｃｏ．）（ミズーリ州セントルイス（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ））より入手可能
なアクリル酸３，３，４，４，５，５，６，６，７，７，８，８，９，９，１０，１０，
１１，１１，１２，１２，１２－ヘンエイコサフルオロドデシル（Ｈ2Ｃ＝ＣＨＣＯ2ＣＨ

2ＣＨ2（ＣＦ2）9ＣＦ3）が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【０４７７】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、フッ素化マクロモノマーである。ここでいう用語「マ
クロモノマー」は、主鎖の末端または側鎖の末端に存在する複数の反応性基を有するオリ
ゴマー材料を意味する。ある実施形態においては、マクロモノマーの分子量が、１０００
を超え、ある実施形態においては２０００を超え、ある実施形態においては５０００を超
える。ある実施形態においては、マクロモノマーの主鎖が、エーテルセグメントおよびパ
ーフルオロエーテルセグメントを含む。ある実施形態においては、マクロモノマーの主鎖
が、アルキルセグメントおよびパーフルオロアルキルセグメントを含む。ある実施形態に
おいては、マクロモノマーの主鎖が、部分フッ素化アルキルセグメントまたは部分フッ素
化エーテルセグメントを含む。ある実施形態においては、マクロモノマーが、１つまたは
２つの末端重合性基または末端架橋性基を有する。
【０４７８】
　ＲＳＡは、１つの実施形態では、反応性基と第２の種類の官能基とを有する材料を含む
。第２の種類の官能基は、ＲＳＡの物理的加工特性または光物理的性質を変更するために
存在することができる。加工特性を変更する基の例としては、アルキレンオキシド基など
が挙げられる。光物理的性質を変更する基の例としては、カルバゾール基、トリアリール
アミノ基、またはオキサジアゾール基などが挙げられる。
【０４７９】
　１つの実施形態においては、露光すると、ＲＳＡは下にある領域と反応する。この反応
の厳密な機構は、使用される材料に依存する。露光した後、好適な現像手段によって未露
光領域のＲＳＡが除去される。ある実施形態においては、ＲＳＡは未露光領域でのみ除去
される。ある実施形態においては、ＲＳＡは、露光領域においても部分的に除去され、そ
れらの領域内ではより薄い層が残留する。ある実施形態においては、露光領域において残
留するＲＳＡは５０Å未満の厚さとなる。ある実施形態においては、露光領域中に残留す
るＲＳＡは、厚さが実質的に単層である。
【０４８０】
（発光層）
　上述のように、前記電子注入層４が積層された後に、上記ＲＳＡを用いた撥液パターン
５が形成され、この撥液パターン５を利用して各画素（Ｒ画素３１，Ｇ画素３２及びＢ画
素３３）が位置する電子注入層４上に発光層（Ｒ発光層６１，Ｇ発光層６２及びＢ発光層
６３）が設けられている。発光層を形成するための発光材料としては、蛍光あるいは燐光
を発光することが可能な公知の発光材料が用いられる。図示の実施形態は、フルカラー表
示を行う場合であり、その発光波長帯域が光の三原色にそれぞれ対応して形成される。す
なわち、発光波長帯域が赤色に対応したＲ発光層６１、緑色に対応したＧ発光層６２、青
色に対応したＢ発光層６３の三つの発光層により、１画素が構成され、これらが所定の強
度で発光することにより、有機ＥＬディスプレイ装置が全体としてフルカラー表示する。
【０４８１】
（発光層を構成する材料）
　発光層は、本発明においては有機発光層であることが好ましく、通常、主として蛍光ま
たはりん光を発光する有機物(低分子化合物及び／又は高分子化合物)と、これを補助する
ドーパントとから形成される。本発明において用いることができる発光層を形成する材料
としては、例えば以下のものが挙げられる。
【０４８２】
　（色素系材料）
　色素系材料としては、例えば、シクロペンダミン誘導体、テトラフェニルブタジエン誘
導体化合物、トリフェニルアミン誘導体、オキサジアゾール誘導体、ピラゾロキノリン誘
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導体、ジスチリルベンゼン誘導体、ジスチリルアリーレン誘導体、ピロール誘導体、チオ
フェン環化合物、ピリジン環化合物、ペリノン誘導体、ペリレン誘導体、オリゴチオフェ
ン誘導体、オキサジアゾールダイマー、ピラゾリンダイマーなどが挙げられる。
【０４８３】
　（金属錯体系材料）
　金属錯体系材料としては、例えば、イリジウム錯体、白金錯体等の三重項励起状態から
の発光を有する金属錯体、アルミキノリノール錯体、ベンゾキノリノールベリリウム錯体
、ベンゾオキサゾリル亜鉛錯体、ベンゾチアゾール亜鉛錯体、アゾメチル亜鉛錯体、ポル
フィリン亜鉛錯体、ユーロピウム錯体など、中心金属に、Ａｌ、Ｚｎ、ＢｅなどまたはＴ
ｂ、Ｅｕ、Ｄｙ、Ｉｒなどの希土類金属を有し、配位子にオキサジアゾール、チアジアゾ
ール、フェニルピリジン、フェニルベンゾイミダゾール、キノリン構造などを有する金属
錯体などを挙げることができる。
【０４８４】
　（高分子系材料）
　高分子系材料としては、ポリパラフェニレンビニレン誘導体、ポリチオフェン誘導体、
ポリパラフェニレン誘導体、ポリシラン誘導体、ポリアセチレン誘導体、ポリフルオレン
誘導体、ポリビニルカルバゾール誘導体、上記色素体や金属錯体系発光材料を高分子化し
たものなどが挙げられる。
【０４８５】
　上記発光性材料のうち、青（Ｂ）色に発光する材料としては、ジスチリルアリーレン誘
導体、オキサジアゾール誘導体、およびそれらの重合体、ポリビニルカルバゾール誘導体
、ポリパラフェニレン誘導体、ポリフルオレン誘導体などを挙げることができる。なかで
も高分子材料のポリビニルカルバゾール誘導体、ポリパラフェニレン誘導体やポリフルオ
レン誘導体などが好ましい。
【０４８６】
　また、緑（Ｇ）色に発光する材料としては、キナクリドン誘導体、クマリン誘導体、お
よびそれらの重合体、ポリパラフェニレンビニレン誘導体、ポリフルオレン誘導体などを
挙げることができる。なかでも高分子材料のポリパラフェニレンビニレン誘導体、ポリフ
ルオレン誘導体などが好ましい。
【０４８７】
　また、赤（Ｒ）色に発光する材料としては、クマリン誘導体、チオフェン環化合物、お
よびそれらの重合体、ポリパラフェニレンビニレン誘導体、ポリチオフェン誘導体、ポリ
フルオレン誘導体などを挙げることが出来る。なかでも高分子材料のポリパラフェニレン
ビニレン誘導体、ポリチオフェン誘導体、ポリフルオレン誘導体などが好ましい。
【０４８８】
　（ドーパント材料）
　発光層中に発光効率の向上や発光波長を変化させるなどの目的で、ドーパントを添加す
ることができる。このようなドーパントとしては、例えば、ペリレン誘導体、クマリン誘
導体、ルブレン誘導体、キナクリドン誘導体、スクアリウム誘導体、ポルフィリン誘導体
、スチリル系色素、テトラセン誘導体、ピラゾロン誘導体、デカシクレン、フェノキサゾ
ンなどを挙げることができる。なお、このような発光層の厚さは、通常約２０～２０００
Åである。
【０４８９】
（発光層の成膜方法）
　有機物を含む発光層の成膜方法としては、溶液から成膜する塗布法、真空蒸着法、転写
法などを用いることができる。本発明では、これらの中でも、塗布法が好ましい。溶液か
らの成膜に用いる溶媒の具体例としては、後述の溶液から正孔輸送層を成膜する際に正孔
輸送材料を溶解させる溶媒と同様の溶媒が挙げられる。
【０４９０】
　塗布法としては、スピンコート、ディップコート、インクジェット、フレキソ印刷、グ
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ラビア印刷、スリットコートなどの印刷法を適宜用いることができる。また、昇華性の低
分子化合物の場合は、真空蒸着法を用いることができる。なお本実施形態では３種類の発
光層を形成するため、上述の塗布法のうちで、インキの塗り分けが可能な塗布法が適宜選
択される。さらには、レーザーによる転写や熱転写により、所望のところのみに発光層を
形成する方法も用いることができる。
【０４９１】
　上記Ｒ発光層６１，Ｇ発光層６２及びＢ発光層６３の各層の上には正孔輸送層７及び正
孔注入層８がこの順に積層されている。
【０４９２】
（正孔輸送層）
　正孔輸送材料としては、ポリビニルカルバゾール若しくはその誘導体、ポリシラン若し
くはその誘導体、側鎖若しくは主鎖に芳香族アミンを有するポリシロキサン誘導体、ピラ
ゾリン誘導体、アリールアミン誘導体、スチルベン誘導体、トリフェニルジアミン誘導体
、ポリアニリン若しくはその誘導体、ポリチオフェン若しくはその誘導体、ポリアリール
アミン若しくはその誘導体、ポリピロール若しくはその誘導体、ポリ（ｐ－フェニレンビ
ニレン）若しくはその誘導体、又はポリ（２，５－チエニレンビニレン）若しくはその誘
導体などが例示される。
【０４９３】
　これらの中で、正孔輸送層７に用いる正孔輸送材料として、ポリビニルカルバゾール若
しくはその誘導体、ポリシラン若しくはその誘導体、側鎖若しくは主鎖に芳香族アミン化
合物基を有するポリシロキサン誘導体、ポリアニリン若しくはその誘導体、ポリチオフェ
ン若しくはその誘導体、ポリアリールアミン若しくはその誘導体、ポリ（ｐ－フェニレン
ビニレン）若しくはその誘導体、又はポリ（２，５－チエニレンビニレン）若しくはその
誘導体等の高分子正孔輸送材料が好ましく、さらに好ましくはポリビニルカルバゾール若
しくはその誘導体、ポリシラン若しくはその誘導体、側鎖若しくは主鎖に芳香族アミンを
有するポリシロキサン誘導体である。低分子の正孔輸送材料の場合には、高分子バインダ
ーに分散させて用いることが好ましい。
【０４９４】
　正孔輸送層７の成膜の方法に制限はないが、低分子正孔輸送材料では、高分子バインダ
ーとの混合溶液からの成膜による方法が例示される。また、高分子正孔輸送材料では、溶
液からの成膜による方法が例示される。
【０４９５】
　溶液からの成膜に用いる溶媒としては、正孔輸送材料を溶解させるものであれば特に制
限はない。該溶媒として、クロロホルム、塩化メチレン、ジクロロエタン等の塩素系溶媒
、テトラヒドロフラン等のエーテル系溶媒、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素系溶
媒、アセトン、メチルエチルケトン等のケトン系溶媒、酢酸エチル、酢酸ブチル、エチル
セルソルブアセテート等のエステル系溶媒が例示される。
【０４９６】
　溶液からの成膜方法としては、溶液からのスピンコート法、キャスティング法、マイク
ログラビアコート法、グラビアコート法、バーコート法、ロールコート法、ワイアーバー
コート法、ディップコート法、スプレーコート法、スクリーン印刷法、フレキソ印刷法、
オフセット印刷法、インクジェットプリント法等の塗布法を用いることができる。なお本
インキを塗り分ける場合には、上述の塗布法のうちで、インキの塗り分けが可能な塗布法
が適宜選択される。
【０４９７】
　混合する高分子バインダーとしては、電荷輸送を極度に阻害しないものが好ましく、ま
た可視光に対する吸収が強くないものが好適に用いられる。該高分子バインダーとして、
ポリカーボネート、ポリアクリレート、ポリメチルアクリレート、ポリメチルメタクリレ
ート、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリシロキサン等が例示される。
【０４９８】
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　正孔輸送層７の膜厚としては、用いる材料によって最適値が異なり、駆動電圧と発光効
率が適度な値となるように選択すればよいが、少なくともピンホールが発生しないような
厚さが必要であり、あまり厚いと、素子の駆動電圧が高くなり好ましくない。従って、該
正孔輸送層の膜厚としては、例えば１ｎｍから１μｍであり、好ましくは２ｎｍ～５００
ｎｍであり、さらに好ましくは５ｎｍ～２００ｎｍである。
【０４９９】
（正孔注入層）
　正孔注入層８は、陽極と正孔輸送層との間、または陽極と発光層との間に設けることが
できる。正孔注入層８の形成工程では、正孔注入層８を溶液からの成膜により形成する。
溶液からの成膜としては、例えば、インクジェット法などの塗布による方法を用いる。塗
布による方法により、正孔注入層形成材料を前記正孔輸送層７上に選択的に塗布する。そ
の後、乾燥処理および熱処理を行い、正孔注入層８を形成する。正孔注入層６の形成材料
としては、前述のように、フェニルアミン系、スターバースト型アミン系、フタロシアニ
ン系、酸化バナジウム、酸化モリブデン、酸化ルテニウム、酸化アルミニウム等の酸化物
、アモルファスカーボン、ポリアニリン、ポリチオフェン誘導体等を水やイソプロピルア
ルコールなどの極性溶媒に溶解させたものを用いる。
【０５００】
　なお、上述の構成において、電子注入層に続いて、発光層、正孔輸送層、正孔注入層な
どの有機層を順に形成する場合、特に、隣接する両方の層を塗布法によって形成する場合
には、先に塗布した層が後から塗布する層の溶液に含まれる溶媒に溶解して積層構造を作
製できなくなることがある。この場合には、下層を溶媒不溶化する方法を用いることがで
きる。溶媒不溶化する方法としては、高分子化合物に架橋基を付け、架橋させて不溶化す
る方法；芳香族ビスアジドに代表される芳香環を有する架橋基を持った低分子化合物を架
橋剤として混合し、架橋させて不溶化する方法；アクリレート基に代表される芳香環を有
しない架橋基を持った低分子化合物を架橋剤として混合し、架橋させて不溶化する方法；
下層を紫外光に感光させて架橋させ、上層の製造に用いる有機溶媒に対して不溶化する方
法；下層を加熱して架橋させ、上層の製造に用いる有機溶媒に対して不溶化する方法等が
挙げられる。下層を加熱する場合の加熱の温度は通常１００℃～３００℃であり、時間は
通常１分～１時間である。
【０５０１】
　また、架橋以外で下層を溶解させずに積層するその他の方法として、隣り合った層の製
造に異なる極性の溶液を用いる方法があり、たとえば、下層に水溶性の高分子化合物を用
い、上層に油溶性の高分子化合物を用いて、塗布しても下層が溶解しないようにする方法
等がある。
【０５０２】
（陽極）
　上述のように、各画素に正孔注入層８を形成した後、本実施形態では正孔注入層８の上
に全画素に共通に陽極材料を真空蒸着法等により成膜して、陽極９が形成される。
【０５０３】
（陽極材料）
　陽極９を透明電極、または、半透明電極から構成する場合は、電気伝導度の高い金属酸
化物、金属硫化物や金属の薄膜を用いることができ、透過率が高いものが好適に利用でき
、用いる有機層により適宜、選択して用いる。具体的には、酸化インジウム、酸化亜鉛、
酸化スズ、およびそれらの複合体であるインジウム・スズ・オキサイド（ＩＴＯ）、イン
ジウム・亜鉛・オキサイド等からなる導電性ガラスを用いて作成された膜（ＮＥＳＡなど
）や、金、白金、銀、銅等が用いられ、ＩＴＯ、インジウム・亜鉛・オキサイド、酸化ス
ズが好ましい。作製方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティン
グ法、メッキ法等が挙げられる。また、該陽極として、ポリアニリンもしくはその誘導体
、ポリチオフェンもしくはその誘導体などの有機の透明導電膜を用いてもよい。
【０５０４】
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　陽極の膜厚は、光の透過性と電気伝導度とを考慮して、適宜選択することができるが、
例えば１０ｎｍ～１０μｍであり、好ましくは２０ｎｍ～１μｍであり、さらに好ましく
は５０ｎｍ～５００ｎｍである。
【０５０５】
［有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法（第１の実施形態）］
　次に、本発明に係る有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の実施形態を図２－１
２～図２－８を参照して説明する。
【０５０６】
（基板の準備）
　図２－１に示すように、表面に不図示の駆動回路部と陰極（画素電極）２が形成された
基板１を準備する。
【０５０７】
　複数の陰極（画素電極）２は、Ｒ画素３１、Ｇ画素３２、Ｂ画素３３を構成するパター
ンに対応して、先に列挙した陰極材料から選択した一種の材料を蒸着などにより、基板１
の上に堆積することにより形成する。なお、陰極２を２層以上の積層構造とする場合もあ
る。
【０５０８】
（電子注入層の形成）
　次に、図２－２に示すように、前記陰極２がパターン形成された基板１上に、全画素に
共通して電子注入層４を形成する。本発明においては、電子注入層は、上述したイオン性
ポリマーを用いて、溶液から成膜する。
【０５０９】
　電子注入層４を形成する方法としては、例えば、前記イオン性ポリマーを含有する溶液
を用いて成膜する前述の方法を用いる。
【０５１０】
　電子注入層４の膜厚としては、先に述べたように、好ましくは、１ｎｍ～１μｍに調整
する。
【０５１１】
（撥液パターンの形成）
　次に、図２－３に示すように、先に述べた反応性界面活性組成物（ＲＳＡ）から選ばれ
た一種、例えば、デュポン社製のフッ素化不飽和エステルモノマーであるゾニル（Ｚｏｎ
ｙｌ）（登録商標）８８５７Ａを用いて、前記電子注入層４の全面にプライマ層５３を形
成する。
【０５１２】
　次に、図２－４に示すように、下層の陰極２に対応する部分に光が照射されるパターン
に成形されたマスクを用いて、前記プライマ層５３を露光する。
【０５１３】
　露光されて液体媒体に可溶となった部分を液体媒体により除去する（現像処理）。
【０５１４】
　上記現像処理により、図２－５に示すように、電子注入層４の上に撥液パターン５が形
成される。撥液パターン５の開口内部５２は各画素領域に対応し、下層の電子注入層４が
露出している部分である。撥液パターン５は電子注入層４よりも撥液性を示すため、開口
内部５２は、撥液パターン５に対して親液性を有している（以下、開口内部５２を親液部
５２と記す場合もある）。
【０５１５】
（発光層の形成）
　次に、図２－６に示すように、上記撥液パターン５を利用して各画素（Ｒ画素３１，Ｇ
画素３２及びＢ画素３３）が位置する電子注入層４上に発光層（Ｒ発光層６１，Ｇ発光層
６２及びＢ発光層６３）を形成する。
【０５１６】
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　発光層を形成するための発光材料としては、先に述べたように、蛍光あるいは燐光を発
光することが可能な公知の発光材料を用いる。用いる発光材料は、先の述べた発光材料か
ら適宜に選択する。発光層は上述の方法によって形成される。なお塗布法によって形成さ
れる場合、親液部５２に供給されたインキは親液部５２中を濡れ広がるが、撥液パターン
５には弾かれるため、親液部５２上にのみ発光層が形成される。
【０５１７】
（正孔輸送層及び正孔注入層の形成）
　次に、図２－７に示すように、上記Ｒ発光層６１，Ｇ発光層６２及びＢ発光層６３の各
層の上に、正孔輸送層７及び正孔注入層８をこの順に積層する。
【０５１８】
（正孔輸送層の形成）
　先に述べた正孔輸送材料から選択した一種の材料が低分子正孔輸送材料である場合は、
高分子バインダーとの混合溶液からの成膜による方法を用い、高分子正孔輸送材料である
場合は、溶液からの成膜による方法を用いる。正孔輸送層は上述の方法によって形成され
る。なお塗布法によって形成される場合、発光層上に供給されたインキは発光層上を濡れ
広がるが、撥液パターン５には弾かれるため、発光層上にのみ正孔輸送層が形成される。
【０５１９】
（正孔注入層の形成）
　前記正孔輸送層７の上に正孔注入層８を形成する。正孔注入層は上述の方法によって形
成される。なお塗布法によって形成される場合、正孔輸送層上に供給されたインキは正孔
輸送層上を濡れ広がるが、撥液パターン５には弾かれるため、正孔輸送層上にのみ正孔注
入層が形成される。
【０５２０】
（陽極の作成）
　次に、図２－８に示すように、前記正孔注入層８の上に全画素に共通に、先の述べた陽
極材料から選択した一種の材料を、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティン
グ法、メッキ法等から選択した一種の方法を用いて成膜して、陽極９を形成する。陽極９
の膜厚としては、先に述べたように、１０ｎｍ～１０μｍに、好ましくは２０ｎｍ～１μ
ｍであり、さらに好ましくは５０ｎｍ～５００ｎｍに調整する。
【０５２１】
　以上により、図１に示した一実施形態の有機ＥＬディスプレイ装置が形成される。
【０５２２】
　以上に詳述したように、有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第１の実施形態では、
電子注入性を有し、かつ常圧程度の雰囲気中で安定で、溶媒により溶液とすることのでき
るイオン性ポリマーから電子注入層を形成する点と、撥液パターンを用いて各色の発光層
を選択的に積層する点とに特徴がある。斯かる特徴構成によれば、有機ＥＬディスプレイ
装置を構成する有機ＥＬ素子の有機層の形成を全て常圧程度の雰囲気中にて溶液からの成
膜により行うことができ、それにより、製造プロセスが簡略化され、製造コストを低減す
ることができる。また、基板サイズの制限がなくなるので、大画面ディスプレイの製造が
可能となる。
【０５２３】
［有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法（第２の実施形態）］
　次に、本発明に係る有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第２の実施形態を図３－１
～図３－１１を参照しつつ説明する。
【０５２４】
　基板の準備（図３－１）から電子注入層の形成（図３－２）までの工程は、前述の実施
の形態と同じなので、説明を省略する。
（撥液パターンの形成）
　次に、図３－３に示すように、前記基板１とは別体の板状の支持部材１０を用意する。
用意した支持部材１０の表面に樹脂層１１を積層する。この樹脂層１１は、例えば、ポリ
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イミド系樹脂を主成分とするフォトレジスト材料の塗膜を露光して硬化することにより形
成する。
【０５２５】
　次に、図３－４に示すように、前記樹脂層１１の上に所定のパターンの開口部を有する
マスク１２を設置する。該マスク１２の複数の開口部は、前記基板１上に形成した陰極（
画素電極）２に概略一致する大きさ及びパターンに形成されている。次に、マスク１２を
介してフッ素含有ガスプラズマ１３を照射する。前記フッ素含有ガスとしては例えばＣＦ

４を用いる。
【０５２６】
　前記フッ素含有ガスプラズマ１３を照射後、マスク１２を除去する。その結果、図３－
５に示すように、前記樹脂層１１の上に撥液性のパターン５ａが形成される。
【０５２７】
　次に、図３－６に示すように、基板１上の電子注入層４に対して支持部材１０上のパタ
ーン５ａを対向させ、基板１上の各陰極２の上にパターン１０の開口部が位置するように
位置決めして、基板１と支持部材１０を当接させる。
【０５２８】
　基板１と支持部材１０を当接させた後、図３－７に示すように、当接面を加熱して支持
部材１０の樹脂層１１上の撥液性のパターン５ａを、基板１の電子注入層４の上に転写す
る。
【０５２９】
　撥液性のパターン５ａを基板１の電子注入層４上に転写した後、支持部材１０を離間す
ると、図３－８に示すように、基板１の電子注入層４上に撥液パターン５が形成される。
　発光層の形成（図３－９）、正孔輸送層及び正孔注入層の形成（図３－１０）並びに陽
極の作成（図３－１１）は、前述の実施形態と同様なので、説明を省略する。
　以上により、図１に示した一実施形態の有機ＥＬディスプレイ装置が形成される。
【０５３０】
［有機ＥＬディスプレイ装置の構成（他の一実施形態）］
　次に、本発明に係る有機ＥＬディスプレイ装置の他の一実施形態の概略構成を図４を参
照しつつ説明する。本形態では、前述の実施形態の撥液パターン５にかえて、バンクを形
成する。なお各部材を構成する材料および各部材の製法は前述の実施の形態と同じなので
説明を省略する場合がある。
【０５３１】
　画素電極２が形成された基板１の表面には、各画素電極２を覆うように第１のバンク層
５０１が形成されるとともに、複数の画素電極２の隣接間に連続した複数の第２のバンク
層５０２が形成されている。前記複数の第２のバンク層５０２は、図４の平面に直交する
方向に互いにほぼ平行に配列される。
【０５３２】
　前記第１のバンク層５０１は有機物または無機物によって構成される。有機物としては
アクリル樹脂、フェノール樹脂、およびポリイミド樹脂などが用いられる。また、無機物
としてはＳｉＯｘやＳｉＮｘなどが用いられる。
【０５３３】
　前記第２のバンク層５０２は有機物または無機物によって構成される。有機物としては
アクリル樹脂、フェノール樹脂、およびポリイミド樹脂などが用いられる。また、無機物
としてはＳｉＯｘやＳｉＮｘなどが用いられる。
【０５３４】
　有機物によって構成されるバンクは、一般に無機物によって構成されるバンクに比べて
撥液性を示す。第２のバンク層５０２は、当該バンク層５０２に囲まれた領域に供給され
るインキを保持し、外に溢れ出ることを防ぐために、撥液性を示すことが好ましい。他方
第１のバンク層５０１は、供給されたインキが当該バンク層５０１上を濡れ広がることが
好ましいため、親液性を示すことが好ましい。そのため本形態では、第１のバンク層５０
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１は無機物によって構成され、第２のバンク層５０２は有機物によって構成される。
【０５３５】
　前記第１のバンク層５０１の開口内部が、画素領域を構成する。第２のバンク層５０２
は、第１のバンク層５０１に対して高さ寸法が大きく、複数形成された第２のバンク層５
０２は、互いにほぼ並行に配置されており、隣接間には、第１のバンク層５０１により画
成された複数の画素領域が一列に配置される。この一列に配置された複数の画素領域に、
ＲＧＢのいずれかの発光材料が一括して塗布される。この一括塗布が第２のバンク層５０
２によって可能となっている。
【０５３６】
　前記第１のバンク層５０１によって囲まれた各画素電極２の露出表面（画素領域）上に
は、通常、電子注入層４が形成される。電子注入層４の上に電子輸送層を設ける場合もあ
る。
【０５３７】
　電子注入層４、発光層６１、発光層６２、発光層６３は、それぞれ前記第１のバンク層
５０１の開口内部上に形成される。これらは前述の方法によって形成される。
【０５３８】
　正孔輸送層、正孔注入層８は、図４に示す実施形態では、複数の画素に亘って、全面に
形成されている。なお正孔輸送層および正孔注入層８も、前記第１のバンク層５０１の開
口内部上のみに、選択的に形成してもよい。
【０５３９】
　正孔注入層８を形成した後、正孔注入層８の上に全画素に共通に陽極材料を真空蒸着法
等により成膜して、陽極９が形成される。
【０５４０】
［有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法（第３の実施形態）］
　次に、図４に示した構成の有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の一実施形態（第３の
実施形態）を図４を参照して説明する。
【０５４１】
　まず、複数の画素電極２をその表面上に形成した基板１を用意する。
【０５４２】
　次に、画素電極２が形成された基板１の表面に、各画素電極２を囲むように第１のバン
ク層５０１を形成し、続いて、複数の画素電極２の隣接間に連続した複数の第２のバンク
層５０２を形成する。前記複数の第２のバンク層５０２は、図４の平面に直交する方向に
互いにほぼ平行に配列する。
【０５４３】
　前記第１のバンク層５０１は、各画素電極２に対して一部が開口して、各画素電極２の
表面を露出するように形成する。次いで、第１のバンク層５０１により周囲を囲まれた複
数の画素電極２の隣接間に連続した複数の第２のバンク層５０２を形成する。前記複数の
第２のバンク層５０２の配置パターンは、図４の平面に直交する方向に互いにほぼ平行で
ある。
【０５４４】
　第１のバンク層５０１、第２の有機バンク層５０２の形成方法としては、無機材料を使
用する場合は、蒸着法により形成し、有機材料を使用する場合、例えばアクリル樹脂やポ
リイミド樹脂などのレジストを溶媒に溶解したものを、スピンコート法、ディップコート
法などの各種塗布法により塗布して有機質層を形成する。本発明では、有機材料を用いた
塗布による方法が好ましい。なお、該有機質層の構成材料は、後述するインクの溶媒に溶
解せず、しかもエッチングなどによってパターニングし易いものであればどのようなもの
でもよい。
【０５４５】
　第１のバンク層５０１はたとえば無機材料を全面に成膜し、これをフォトリソグラフィ
技術を用いてパターニングすることによって形成される。
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【０５４６】
　第２のバンク層５０２を形成する有機質層は、複数の画素電極２の隣接間に連続してイ
ンクジェットにより塗布するか、一面に塗布した後にフォトリソグラフィ技術、エッチン
グ技術を用いてパターニングする。
【０５４７】
　次いで、バンク層の表面に、親液性を示す領域と、撥液性を示す領域とを形成する。本
実施形態においては、プラズマ処理によって各領域を形成する場合を説明する。そのプラ
ズマ処理は、予備加熱工程と、第２のバンク層５０２上面および開口部の壁面ならびに画
素電極２の露出面および第１のバンク層５０１の上面をそれぞれ親液性にする親インク化
工程と、第２のバンク層５０２の上面および開口部の壁面を撥液性にする撥インク化工程
と、冷却工程とによって構成される。
【０５４８】
　具体的には、基材（バンク層などを含む基板１）を所定温度、例えば７０～８０℃程度
に加熱し、次いで親インク化工程として大気圧下で酸素を反応ガスとするプラズマ処理（
Ｏ２プラズマ処理）を行う。次いで、撥インク化工程として大気圧下で４フッ化メタンを
反応ガスとするプラズマ処理（ＣＦ４プラズマ処理）を行い、その後、プラズマ処理のた
めに加熱された基材を室温まで冷却する。なお４フッ化メタンを反応ガスとするプラズマ
処理では、有機物からなる第２のバンク層５０２が選択的に撥液化される。これによって
親液性および撥液性が上述の所望部分に付与される。
【０５４９】
　次いで、電子注入層、発光層となる材料を含むインキを順次第２のバンク層５０２に囲
まれた領域に供給し、これを固化することによって、電子注入層、発光層を順次形成する
。
【０５５０】
　つぎに、正孔輸送層、正孔注入層となる材料を含むインキを順次全面に供給し、これを
固化することによって、正孔輸送層、正孔注入層を順次形成する。
【０５５１】
　次に、前記正孔注入層８の上に全画素に共通に、先の述べた陽極材料から選択した一種
の材料を、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法、メッキ法等から選
択した一種の方法を用いて成膜して、陽極９を形成する。陽極９の膜厚としては、先に述
べたように、１０ｎｍ～１０μｍに、好ましくは２０ｎｍ～１μｍであり、さらに好まし
くは５０ｎｍ～５００ｎｍに調整する。
【０５５２】
　以上により、図４に示した構造の有機ＥＬディスプレイ装置が形成される。
　なお本実施形態では、電子注入層を形成する工程の前に、画素を除く領域にバンクを形
成するが、他の実施形態では、電子注入層を形成した後に、この電子注入層上において画
素を除く領域にバンクを形成してもよい。この場合、バンクを形成する際に電子注入層が
現像液などに溶解することを防ぐために、電子注入層を予め現像液等に不溶化しておくこ
とが好ましい。電子注入層の不溶化は、たとえば重合性化合物を重合することによって行
うことができる。
【０５５３】
　以上に詳述したように、有機ＥＬディスプレイ装置の製造方法の第３の実施形態では、
電子注入性を有し、かつ大気中で安定で、極性溶媒により溶液とすることのできるイオン
性ポリマーから電子注入層を形成する点と、バンクを用いて各色の発光層を選択的に積層
する点とに特徴がある。斯かる特徴構成によれば、有機ＥＬディスプレイ装置を構成する
有機ＥＬ素子の有機層の形成を全て大気中にて溶液からの成膜により行うことができ、そ
れにより、製造プロセスが簡略化され、製造コストを低減することができる。また、基板
サイズの制限がなくなるので、大画面ディスプレイの製造が可能となる。
【符号の説明】
【０５５４】
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　１　基板
　２　画素電極（陰極）
　３１　Ｒ画素
　３２　Ｇ画素
　３３　Ｂ画素
　４　電子注入層
　５ａ　撥液性のパターン
　５　撥液パターン
　６１　Ｒ発光層
　６２　Ｇ発光層
　６３　Ｂ発光層
　７　正孔輸送層
　８　正孔注入層
　９　陽極
　５０１　第１のバンク層
　５０２　第２のバンク層

【図１】 【図２－１】

【図２－２】

【図２－３】

【図２－４】
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